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はしがき

かつて、ハンザ同盟の盟主として栄えた北ドイツの商業都指ジューベックを舞台に、大高入一家

の没落を描いた小説、 トーマス・マンの『ブッヂンブ、口一ク家の人々j](1901年発表〉の終盤に、

実科ギムナジウムの様子を描いた場面が出てくる。時は、ブロイセンが鉄血事相ピスマルクの策謀

の下にドイツ統一を成し遂げ(1871年)、ドイツ帝国とその中核のプロイセンが日の出の勢いでヨ

-0，;/パの政治・経済世界で台頭しつつあった1870年代である。 トーマス・マンのほぼ自伝的物語

とされるこの小琵で、 15議のハンノとカイという名前の生徒の会話を通して、当事の学校(中等学

校)の様子が、以下のように生き生きと撞写されているむ

「そら、神様のお出ました、!Jとカイが香った。 f楽器をお散歩だ。Jrけっこうな楽冨だよ。J
とハンノは常って、笑った。神経をくすぐられたように笑いつづけ、笑いがとまらなくて、ハ

ンカチを口にあて、カイが「神様Jと時んだ男を、ハンカチの先から見つめたc この学校をた

ばねている校長のドクトル・ウーリケが、校庭へ現れたので、あった。-

ワージケ校長は、みんなに恐がられていた。ハンノの父親や叔父が生徒だったころの明るい

好々爺だった校長が、 1871年が終わると間もなく死亡し、そのあとへきたのが、ウーリケ校長

だった9 プロシアのギムナジウムの教授だったドクトル・ウーリケが、この学校の校長に招聴

されると、それまでとちがった新しい轄神がこの学校へはいりこんだ。以前は古典的教養は、

それ自身が爵的で、あって、明るい義務で島ったQ 教養をのびやかに、ゆっくちと、たのしい理

想主義で身につけさせる方針だったが、こんどは、権威、義務、権力、悲仕、農援などという

概念が、なにものよりも尊厳なものとして尊敬されるようになち、 fわれらの哲学者カントの

定書的命法Jが、訓辞のたびにウーリケ校長が物々しくふりかざす旗印しであった。学校は、

国家のなかの一国家になり、プロシアの恭仕精神、直立不動の姿勢が喪延し、教師はもちろん、

でが役人風を吹かし、昇進のほかのことは頭に宿さなくなり、権力者の鼻息をうかがう

ことに汲々とした役人のようになっ

(望月甫恵、訳 rブ、ッヂンブ、ローク家の人々 j](下)、岩波文庫、 298-299頁)

実は、今ここに引用した笛所は、 1991年から開始されたプレーメン州における教育改革について

問州文部省が解説した冊子1)の冒頭でも引用されている。母子によれば、トーマス・マンによって

fブ口シアの奉仕精神、直立不動の姿勢Jが支配する f富家の中の…語家j と表現された、霞家官

僚機構の末端組織としてのドイツの依統的な学校の在り方i士、今尚も持続されているのであ号、そ

れを「学腎と生活の空間としての学校J(Schule als Lern-und Lebensraum)ないし f良い学校J(Gute 

Schule)へと大きく転換することが、今回の教育改革の目的であるという。そして、その擦の前提

となるのが、観々の学校への自樟性 (Autonomie)の保障及びその強化(拡大)であるとされてい

る。

期知のように、 1990年代にはいって、プレーメン、ハンブルク、ノノレトライン・ヴェストアア

レンのドイツの 3~\1'Iの教育審議会〈委員会〉が相次いで教育改革に関する勧告(報告書)を提出し、

そのいずれもが、今後の教育改革の不可欠の前提として、 f学校の自律性J(Autonomie der Schule) 

の保障とその強化(拡大)を指摘していた2Lしかも、こうした動告(報告書〉で方向付けられた
「学校の自律性Jの強化(拡大)を基調とする教育改革が、 1990年代以誇現在まで、全ドイツ的規

模で進行している 3)。一方、我が国でも、教育行政の地方分権化と f学校の自主性・自律性の確立j

が、今後の教育改革の麓襲な課題となっており、その点からも現代ドイツにおける f学校の自律性j



の強化動向への学期的関心も高まってきているへ

しかし、ここで留意すべきことは、現代ドイツにおける f学校の自律性Jの保障とその強北(拡

大)を大きな特徴とする教育改革は、その背後に、それに歪る学校をめぐる長い歴史的展開過程を

有しており、こうした歴史的背景を抜きにした単なる表面的紹介や理解では、その本紫を正しく捉

えることはできないということである。そこで本研究は、現代ドイツにおける教脊改革の大きな特

徴となっている f学校の自律性Jの強化の現状を明らかにするとともに、何よりもそれを生み出し

た壁史的背景にまで踏み込んで、その特質を解明することを課題とするものである。

簡単に以下の各章を紹介しておこう。まず、第1撃では、伝統的な関家による学校統治体制を転

轍する突破口となった1950年代の私立学校法の制定経緯を明らかにし、合わせてこの過程とそれに

関わった人物、特にへノレム…ト・ベッカーらが、同時に1970年代以降の公立学校の民主的改革運動

とも密接な関係にあったことを明らかにしている。ワイマーノレ期ブロイセンの文部大臣C.H.ベッ

カーの息子であるヘノレムート・ベッカーは、 1954年に著名な論文「管理された学校Jを執筆するが、

その中で、当時の学校を f役人j としての教師が生徒を f役人jへと教育する「調教施設j に抱な

らないと指弾した。このベッカーの指摘は、その半世紀前のトーマス・マンの学校批判と見事に符

合している。

第2章では、ヘノレムート・ベッカーの教育思想、特に f自律的学校Jの創出を通した f管理され

た学校Jの克服という彼の年来の主張が、 1970年代以降の公立学校の民主的改革の羅針盤的機能を

果たすことになるドイツ教育審議会の諸勧告の、いわば通奏低音として貫徹され、 1973年の勧告で

結実したことを明らかにしている。 1990年代以降の教育改革の方向性は、原理的には既にこの段階

で提示されていたことになる。

第3章では、 ドイツ教育審議会の諸勧告に基づきつつ行われた1970年代以降の各州の教育改革の

展開の過設で全まれた、「良い学校Jに関する実証的学校研究と学校開発理論というニつの教育学

研究の成果を取り上げ、それが1990年代以降の教育改革の理論的・歴史的背景を成していることを

明らかにしている。つまり、この二つの教膏学研究の営為とその成果は、ベッカーの教育思想、及び

ドイツ教育審議会の諸勧告(特に1973年の勧告)を、 1990年代の教育改革へと架橋する役割を果た

したことになる。

第4章では、 1990年代以障の学校の自律性の拡大(強化〉を特徴とする教育改革の最も典型的事

例として、プレーメン州の教育改革を取り上げ、その構造と特質を明らかにしている。学校の岳律

性の強化を註とする教育改革が、国家財政逼迫の下での弥鑓策としてでも、また市場原理の導入に

よる教育効率の向上策としてでもなく、むしろ教員と父母と生徒の参画と協力による学校開発(学

校づくり)を忠向するものであることが明らかにされる。

最後に、補章として、へ/レムート・ベッカーの教育思想形成にも大きく関係し、また学校の自律

性合一つの特徴として学校づくりを行っている詞由ヴアノレドノレブ学校(シコ.タイナー学校)を取り

上げ、その創設理念としての f学校の自律性jの意味を明らかにしている。この章は、今後の筆者

の本格的なシュタイナー学校研究の序章としての意味も持つ。

なお、本報告書の各章は、原則として既に単独論文として学会誌及び学部紀要等に発表した論文

を再緑したものであるが(ごく一部の加筆は加えた)、第4章については、源論文では紙幅の関係

で触れることができなかった部分を中心に、相当の加筆移正を施し、また表題も改めたことを断っ

ておく岱

このささやかな研究成果が、ドイツ近現代教育史研究と今後の我が臨の学校と教育のよりよい改

革に、幾分なりとも寄与することができれば幸いで島る。
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第1章 1950年代南西ドイツにおける私立学校法の制定経緯とその教育史的意義

はじめに

私立学校の自由がどこまで保離されのか、そして私立学校が教育制変全体の中で如何なる位置と

役割を果たすことになるかは、その国の教育の在り方の披幹とも通底する問題である白とりわけ、

私立学校の自由と国家による学校統治との結節点を成す私立学校法 (Privatschulgesetz)は、その

国の教育の在ち方と特質解明の点からも重要な研究対象となる。本穣は、ドイツ連邦共和国(1日西

ドイツ、以下単にドイツという)成立直後の南高地域(バーデ、ン州およびパーヂン・ヴュノレテンベ

ノレク州)における私立学技法の鎖定経緯を検討するとともに、そこでの私立学校の自由の法的保障

獲得とその過程で導き出された新しい教育認識が、同時に1960年代中頃以降のドイツの公立学校の

民主花運動を支える一つの基盤ともなっていたことを明らかにしようとするものである。

ドイツには約3，000校の私立学校 (Privatschule，Schule in企'eierTragerschaft)が存在し〈全生徒

数に占めるその割合は約5%)、その約60%はカトリック教会および修道会、福晋派教会が設立母

棒となる伝統的な教会系列の学校で遣うるが、それに加えて現在 17校の間関教育舎

(L羽 derziehungsheim)や、シュタイナー学校(自由グアノレドノレプ学校)といった改革教青運動か

ら派生した私立学校もある九こうしたドイツの私立学校に関しては、値Jjljの悲立学校の教育実賎

の特質や創始者(倒えば、ヘノレマン・リーツやノレドノレフ・シュタイナーなど〉の教育思想、の研究は

盛んに行なわれているが、そもそも志か￥功カか￥る優れた教育実践が如イ何可なる教育法奇帯制予司jの下で展関されてき

たのかという局面への関心は極めて希薄と書わなければならなし、ψ2滋}

だが、関家が定める学習指導要領に従わず、独自のカヲキュラムを作成し、教科書も梗用しない

教育を実践するシュタイナー学校が今時ドイツ国内で180校を数えるまでに増加できた背景のーっ

として、学校の組織編成の自由 (die企eieGestaltung der Schule)、教員選択の自由 (die企'deWahl der 

Lehrer)、生徒選択の自由 (die freie Auswahl der Schuler) を内実とする f私立学校の自由」

(Privatschulfre泊eit)や私立学校への公費助成とし、った事項が各州の教育法(主に私立学校法〉で

規定され、こうした私立学校の自由と権利が法的に保賭されている事実に註目する必要があるだろ

う。しかも、プロイセン・ドイツにおける法統的な国家による強力な学校統治体棋は、ワイマーノレ

期はもとより、ナチス期安経て戦後のドイツにも継承されていたことも想起すれば3)、公立学校の

従購的地位に置かれてきた私立学校の自由の法的保障ということが、かかる学校統治体制とそれを

正当化する教育法理論との相克を通じて獲得されなければならなかったであろうことは、容易に想

像されるところである。事実、 ドイツの教育法制史上、こうした私立学校の自由保障の犠矢となる

議会制定法は、 1950年の南パーヂン州私立学校法(Sudbadisches Landesgesetz uber das 

Privatschulwesen und den Privatunterric批 vorn14. 11. 1950)まで待たなければならなかったのであ

る。開法の制定は、自由な教育を志向する私立学校関係者が国家当局と対峠する状況の下で、ボン

基本法 (1949年〉の教育条項の解釈をめぐる新しい教育認識の構築を通じて初めて実現されたもの

であった。

しかも注自すべきことは、このポン基本法制定直後の私立学校法の制定過程に関与したり、また

その新しい動きに触発された人物たちが、 1960年代中頃以蜂本格化するドイツの公立学校の民主化

に向けた諸改革(教師の教育上の自由の保棒、学校の自治権の拡大、父母・生徒の学校への参加権

の保障、学校監督の縮減など〉 ωにおいても、その中心的役割を果たしている事実である。特に、

ドイツ教育制度委員会 (DeutscherAusschus詣rdas Erziehungs-und Bildungswesen、1953-65年〉

の有力メンバーで、またドイツの教育制度改革論議の導火線ともなった著書『ドイツの教育的破局』
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(1964年〉を著したゲオノレク・ピヒト (Georg Picht， 1913-82)は、それ以前は田園教脊舎ピノレ

クレホープ校の校長として南ノ〈…デ、ン1'1'1私立学校法の制定に尽力した教膏家であった9 開じく、マ

ックス・プランク教育研究所の創設者兼所長としてまたドイツ教膏審議会 (DeutscherBi1dungsrat， 

1965-75年)の説会長として、ドイツの公立学校改革の推進者の一人なるヘルムーツ・ベッカー

(Hel1mut Becker， 1913-1993)も、それ以前は親友ピヒトを助け、私立学校の法律顧問を務める

弁護士だったのである。しかし、こうした興味深い事実は、従来の戦後ドイツ教育政策史研究にお

いては等関視され、私立学技法の制定に護る経緯とそこで獲帯された新たな教育的認識や農かな体

験とが、その後のドイツの教育体制の変革にどのような意義を有していたのかという論点が提起さ

れることもなかったのである。

以上のような課題意識および先行研究の問題点を踏まえ、本稿の具体的検討課題は次のようにな

るだろう。まず、私立学校がドイツの伝統的な学校統治体制と教脊法理論の中で如荷に位置づけら

れてきたのかが概観され、次に、高ノミーヂン州私立学技法(1950年)およびそれを発展的に継承し

たパ…ヂン・ヴュルチンベルク州私立学校法(1956年)の制定経緯が検討されるむそして最後に、

帯百ドイツにおける私立学校の自由の法的保障が有した教育史的意義が総括される。

第1節 私立学校法輔の鹿史的展開とボン基本法

1 .公立学校の優位祥事jとアンシュッツ理論

まず本論の理解に必要な範盟で、ブロイセン・ドイツにおける怠立学校の法的地位の歴史的版関

を概観しておきたい九既に、中世末期〈遅くとも15世紀末)になると、従来の教会学校や都市当

局が設立する都京学校(ラテン語学校、参事会学校とも呼ばれる〉の地に、住民の自発的意忘で設

される、その意味では私立学校の端籍的形態も発生した。かかる私的な教育施設のうち都市当局

に承認されていないものは f棋の学校J(Winkelschule) としサ蔑称で時ばれていた。しかし、公

立学校 (dieo:宜entlicheSchule)の対概念としての私立学校 (dieprivate Schule， Privatschule) とい

う呼称が教育法制上整備され、私立学校への国家的規制が本格化するのは、 18世紀の結対主義の時

代以降のことである。

プロイセンでは、 1717年の f強制就学令j以降数次にわたる法令によ号就学義務昔話震が導入・整

僻されるが、同時にそれは私的な教脊擁設{私立学校)への富家溜局の監替・規制の強化を意味し

ていた o ブロイセンの国法典 f一般ラント法J(1794年)によれば、「弘的教育施設j

(Privaterziehungsansta1t)つまり私立学校は、公立学校と関様に「国家の機関j であり、 f菌家の

監替Jの下に置かれ、かかる私立学校を設立しようとする者は、国家当局による「資賞j の審査と

教育計醸の「承認Jを受けなければならない。この一般ラント法の教育規定を…麗厳格にしたもの

で、その後ワイマーノレ期に至るまで効力を有した私立学校に関する基本的法令が1839年の「私立学

校監督令j である。同令によれば、まず私立学校の設立が認可されるのは、 f実擦上の必要性jが

ある場合で、しかも公立学校が不足している地域に援定され(第1条)、私立学校の教員資格は公

立学校民関する規則がそのまま適用され(第2条)、学問的能力ばかりか道律的能力も資格審査の

要件とされた(第3条)。さらに、教脊内容・教育方法に査るまで公立学校と「まったく同様にJ

国家当局による監督を受けることになる(第γ条)。つまり、ここでは公立学校擾位の原則が糞護ま

され、私立学校としての独自性を発揮する自由の余地は事実上菅定されていたことが知れよう。こ

のプ口イセンの私立学校監替令の影響を受丹、砲のドイツ諸邦でもほぼ同様の規副が制定されてい

った。

ワイマーノレ憲法(1919年〉は、一方では上述したような、私立学校に対する公立学校の優位の京
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則が堅持されているが(第143、147条2項)、問時に本立学校を公立学校の代替機能を果たす「代

替学校J(Er鈎tzschule) とそれ以外の f補完学校J(Erganzungsschule) に二分し、代替学校の認

可条件を具体的に列挙した(第147条 1項)。このことは、私立学校の認可が、従来のような菌家当

局による自由裁量的な f必要条件審査」に左右されないことを意味し、私立学校の地位向上の点で

重要であったが、ワイマール期には、こうした憲法の教育条項を具体化するための包括的な学校法

や私立学校法は成立しなかった。従って、実際上はブロイセンの私立学校監督令に代表される19世

紀からの行政命令などがほぼそのまま適黒され、私立学校に対する国家統制と公立学校優位体制と

が継続されたヘ

さらに、 1933年1月以降のヒトラ一政権とファシズム体制の下で、私立学校への国家的統制が一

層強化され、とりわけ改革教育運動系の私立学校は壊滅的打墜を受けた告すなわち、 1938年と39年

の「布告Jにより、 ドイツの全ての私立学校は国家当局による審査安受け、一般教育のための私立

学校の大半はその必要性を否認されたために、鹿校か公立学校への転換を余儀なくなれた。シュタ

イナー学校は全廃され、田園教育舎も擁校かもしくはドイツ寄宿学校へと事長換された。

一方、以上のようなプロイセン・ドイツの学校統治体制jの展開を与件として、国家の強力な学校

支配権を正当化する教育法理論も形成されていったc その典型と目される憲法学者アンシュッツ

(Anschutz， G.)は、プロイセン憲法 (1850年)の自らの注釈書7)を前提としつつ、ワイマーノレ憲

法の注釈書8)を執筆した。その中でアンシュッツi士、まずワイマーノレ憲法第144条の国家の学校監督

権に関しては、この条項は思家に「全ての学校制度(公立も私立も)に対するく監替>Jを行う権

限を与えたものであり、そのことにより「学校に対する国家の支配J(Herrscha立desS協 tesuber die 

Sch叫e)を保揮したものであること、さらには f学校監督」とは「国家に独占的に帰属する、学校

に対する行政上の決定権Jであると定式化したヘ閉じく、第143条 1項 (r青少年の教育について

は、公的施設によってこれを配鹿しなけれiまならない。J)に関しでも、それは教育が「第一義的

に、つまち単に補完的iことか関に合わせ的にではなく、最初からそして原則的に公立学校によってj

行なわれるべきことを意味していると解釈され川、いわゆる私立学校に対する公立学校の優位原尉

が正当化されている。

こうした強力な麗家の学校統治権と公立学校優位原則を基調とするアンシュッツ理論を主な根拠

としつつ、学技法の注釈書を幾踊も執筆した人物にブロイセン文部省参事官ランヂ(Lande，W.) 

がいた。ランヂは1932年の論文の中で私立学校に対する菌家の監替の性務と範閤について、次のよ

うに述べている。すなわち、「私立学校に対する監督は、単なる法的監替であるばかりではなく、

不適切な行為、つま哲学校の観点や教育の観点、衛生の観点および国家政策的観点からみて憂癒す

べき行為を防止することにも営に予定されている。こうした点では私立学校に対する監督は、根本

的に無制限的なものである(炉問d域包lic註 unbeschrお虫t)から、実際上この監替の様式や程度は公

立学校への監督と著しく類似することができる。J11) こうしたランデの見解には、私立学校への国

家介入の範囲を按定しようとする思想、の萌芽も確認できるが、実質的には伝統的な忍立学校法制や

アンシュッツ狸論を背景として、私立学校に対しても「原期的に無制践的なJ学校監督が正当化さ

れていたのである。しかも、こうしたワイマール期に構築されたアンシュッツおよびランデによる

教育法理論は、第ニ次大戦以後のボン基本法の下でもそのまま妥当する理論として継承されていく。

次にこの点を検討してみよう o

2. ポン基本法と法統的教育法理論の継承

ボン基本法(Grundgesetz詣rdie Bundesrepubli孟Deutschland)は、東西冷戦構造が表面化する中、

議会評議会 (Parl翻偲訟rischer Rat)での議決と西側占領軍政部の許可および各州議会での批准を
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経て、ドイツ連邦共和国の実質的な憲法として、 1949年の 5月23Sに発効した。ボン基本法は、

間およびその教授の自由に関する第5条第3項、婚姻および父母の教育権に関する第6条に続いて、

第γ条で教育ないし学校制度に関する規定を設けている9 第γ条は、司〉全学校制度に対する国家の

藍替権を規定した第1項、②宗教教育に関する第2、3項、そして窃私立学校の設立および認可条

件等に関する第4、5、s項に大足IJされる。第142条から150条まで詳細な教育規定を設けていたワ
イマーノレ憲法と比べると、教育条項は大幅に削減されていた9 しかも、ポン基本法第7条の第4項

の第1文、すなわち f私立学校を設立する権利は保離されるパのみが新たに規定されたことを除

けば、その絶の条文はいずれもワイマ…ノレ憲法の当該規定をほぼそのまま援用する形になっていた9

ボン基本法の教育条項が制定当時どの様に解釈されていたのか、この間題をボン基本法の最も代

表的注釈蓄を執筆した憲法学者?ンゴノレト (Hennannvon Mangoldt)と教育法学者ヘッケノレ (Hans

HeckeDを事例として確認してみよう。まずマンゴノレトによる注釈書 (1953年) 12)であるが、ここ

で注目すべき，点は、基本法第7条がその制定過程で fワイマーノレ憲法教育条項への大幅な開化j が

行われたものであることが特筆されていることである。つまり、国家の学校監餐権に関しては、そ

れは f公立学校であろうと私立学校であろうと、ずっと以前から存在する学校に対する支配を国家

に認めているj規定であるとされる。従って、学校監替とは、アンシュッツの理論を踏襲して、 f国

家に帰掃する学校に対する行政上の決定権j との解釈が与えられている。同様に、息立学校関連条

項に関しても、その解釈はアンシュッツの文献を例示しつつ、従来からのそれを踏襲すべきことが

解説されていたへ

一方、ヘッケノレは、ボン基本法の制定直後から教育法制に関する論文を公法学専門誌 r公行政』
白ieOffentliche Verw話相ng)に寄稿しているが、その最初の論文が1950年1月号に掲載された f基

本法と学校J同であった。この論文でヘッケルは、ボン基本法の教育条項はワイマーノレ憲法と比し

て、明らかな条文の「縮減J(Verkurzung)が見られるが、こうした条項の表面上の縮減は内蓉上

の縮減を意味せず、「本賓的には何等変更を加えなかった」と主張する。国家の学校監督権の意味

も、アンンシュッツに即せば「学校に対する国家の決定権j であり、またランヂに即せば「学校は

国家事項であるJことを意賊すると解釈されている。また私立学校条項に関しても、教育がまずは

「公的擁設J(=公立学校)によって配車されるべし、とのワイマーノレ憲法の条文(第143条1項)

は削除されたが、従来通り公立学校を「正常な場合Jの学校として暗黙の前提としていることは明

白であり、「私立学校制度に対する公立学校制度の譲位J(Von加 gdesるまentlichenSchulwesens vor 

dem Privatschulwesen)は「十分に強調されているJ、と指損される。従って、ブ口イセンの…般

ラント法 (1794年)以降、 19世紀を過して確立され、ワイマーノレ憲法の下でも維持された私立学校

法制の原期、すなわち青少年の教育は公立学校(国家学校)によって専ら配患され、私立学校はこ

の公立学校より劣位にある例外的で補足的な存在にすぎないとの伝統的解釈が、ヘッケルにおいて

も一長は諮襲されていたことになる。

私立学校の自由の法的保障は、以上のような訟統的な学校統治体制と教育法理論との相克安通じ

て、徐々に獲得されてし、く。次にこの局面を検討してみよう。

第2節 南西ドイツにおける私立学校法わ制定経緯

1 .自調教育舎ピルクレホーフ校と南パーヂン州学校当局の対立

私立学校の自由の法的保障の問題の発端は、 ドイツ敗戦iこ伴いフランス撃の統治下に置かれた南

パーヂン州(州都はフライブノレク)にあった怠立学校、問題教脊舎ピノレクレホ…フ校

(Landerziehungsheim Schule Birklehof)での女子生徒の受け入れ問題であった。ピノレクレホーア
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校は、 1931年にクノレト・ハーン(五urt H油n，1886 -1974) によって田園教育舎ザレム城校

(Landerziehungsheim Schu1e Schlos Sa1em、1920年開校)の分校として開設されたが、上述のよう

なナチス時代の療校措震の後、敗戦の墾年1946年 1月にゲオルク。ピヒトによって再輿された私立

学校である。

ピヒトは、フライブノレク大学とベルリン大学で哲学および古典学を務め、敗戦当時は大学時代の

恩師ハイヂガーの世話でフライブノレク大学吉典学研究所の助手となっていた。民間教育舎ピノレクレ

ホープ校の再開に島たって、ピとトは、間関教育舎運動の一翼を担うこの学校を、単なる一つの私

立学校としてではなく、新生ドイツの学校全体iことってのそヂノレ校としたいとの高い理想を抱き、

何よりも生徒と教師との共同生活の中で、「自律的人格J(autonome Person1ichkeit)の形成を目標

としていたへしかし、こうしたピルクレホーフ校の教育方針は、未だ f強度に国家主義的な学校

システムj叫に酉執する甫ノ〈ーデ、ン州学校当局との執糠を不可避のものとしていく。その頃文部省

のある高官は、文部省の一室でピヒトに対して次のように述べたという。 f私はこの場所にいて、

全ての教室、全てのギムナジウムであらゆる時間に何が行われているのかを見ることができる。関

様iこ私は、ピルクレホーア校で行われていることを見ることが出来ることも望んでいる。何故なら、

知何なる例外も認められはしなし泊=らである。J17)こうした学校統治体制における f未だ朽ちない

官憲国家的思考の伝統J(ピとり ωとの対時を強いられた時、ピヒトは後来の田園教育舎とその

指導者たちがとかく敵対関係に絡っていたこと会踏まえて、むしろ田園教育舎関での、さらには全

ての私立学校関での協力体制を構築すること、そして学校法的・制度的問題での援助者を確保する

ことが何よりも必要であると考えた。この時ピヒトが、法的問題での協力要請をした人物が、ヘノレ

ムート・ベッカーであった。

実はこのニ人は、親問士が親しかったこともあち(ピとトの父親 W.ピヒトはベッカーの父親C.

H.ベッカー文相の下でプロイセン文部省の成人教育部門の質任者安務めた)、幼い頃からの顔見知

りであり、特に1931年に揃ってフライブノレク大学に入学して以降深い親交を結ぶようになっていた。

ベッカーは、ドイツ敗戦の前年からスイスと国境を接するボーデン湖畔の町クレスブロンに居を構

えて弁護士活動を開始しており、 1947年当時はニュルンベルク層際軍事法廷はおいて元ドイツ外務

次官グァイツゼッカー (Emstvon Weizsacker， 1882-1951年)の主任弁護人としての大役に忙殺さ

れていた。しかし、ベッカーは親友rヒトからの協力要請を快く受け入れ、ピルクレホ…フ校の理
事に加わるとともに、 1947年晩秋に結成された「ドイツ匝園教育舎連盟J(Verei凶gung Deutscher 

Landerziehungsheime)の法律顧問にも就任したへ

ちょうど同じ墳、ピルクレホープ校と学校当局が真っ向から対立する問題が生じたa それは、あ

る公立学校(ギムナジウムと推定される)における進級試験に2変落第したため、州規程に基づい

て在籍できなくなった女子生徒を、ピヒトが自校に受け入れようとしたことに端を発するc ピヒト

側は自由な生徒選択を怠立学校にとっての本質的権利であると主擬したし、一方の南ノミーデン州学

校当局は、上述のように私立学校とても f如何なる例外も認められはしないJとして、当該女子生

徒の受け入れを許可しようとしなかったのである船。この女子生徒の受け入れ問題の最中に、上述

のようにポン基本法が制定されたことから、この問題はボン基本法の教育規定、特に私立学校条項

をどのように解釈するのか、つまり私立学校の自由がどこまで認められるのか、私立学校が教育制

度全体の中で如何なる位置と役割を果たすべきか、という私立学校と国家(州〉の関係に関する基

本的問題へと発展していったのである。

2. ポン基本法第7条に関する「グレーヴェ鑑定書j

さて、南ノ〈ーデン州学校当痛との対立の溝中にあったピノレクレホーア校のピヒトは、ボン基本法

。。



が制定されると、その私立学校条項の解釈が f私立学校の将来にとって決定的なものとなるJ21)こ

とを確信し、地元のフライブノレク大学公法学教授グレーヴェ (W辺諸1mGrewe)に対して、この条

項の専門鑑定 (Gu包chten)を依頼した。グレーヴニ又はこの怯頼を受けて、 1949年9月16日付で f教

育行政および将来の私立学校立法との関採における私立学校の法的地位J(Die Rechtsstellung der 

Privatschulen im Verhaltnis zur Unterrichtsverwaltung und zu einer kunftigen 

町村atschulgesetzgebung、以後 fグレーヴェ鑑定書」と略) 22)と題する専門鑑定番を執筆した。も

っとも、この鑑定書はグレーヴェ個人の意見表明というよりは、その基本的な方向性はピヒトの考

え方に基礎づけられていたq このことは、後にベッカーが、以下に確認されるような畿定番の主要

な論点は、まだ f国家全能性J(Staatsallmacht)の観念を撞いていたグレーヴェに対して、ピヒト

が対話を通して認識させていったものであると、指摘されていることからも明らかである却奇なお、

この鑑定書の内容は、 f基本法に基づく私立学校の法的地位j の表題で、公法学専門誌『公行政j

の1950年 1月号にも発表されている2九

fグレーヴェ鑑定書Jは、次の3点で注自すべきものであった。まず第ーに、ボン基本法第γ条

がその第4項第1文で、新たな基本格として「私立学校を設立する権利j を規定したことが高く評

価されており、他の私立学校条項がワイマ…ノレ憲法と同文であっても、その解釈はこの新たに採用

された基本権を考産して行われるべきことが指摘されていることである9 何よりも「私立学校を設

立する権利Jは、「教育制度におけるより大きな自由Jを保障したものであり、この点にボン基本

法とヲイマーノレ憲法との関の f明確で重要な差異Jが存在することが確認されているのである。

第二に、私立学校の認可条件は、示、ン基本法第7条第4項で列挙されている条件で全て網羅され

ており、州立法がこの条件以外の条件を追加することは認められないことが明言されていることで

ある。しかも、教育目的、設備、教員の学関的教義が f公立学校に劣らないJという認可条件は、

公立学校と覧的に間ーであること、いわゆる「開質性J( Gleichartigkeit)ではなく、公立学校と価

値的に開ーであれば十分であること、いわゆる f開価値性J( Gleichwertigkeit)を意味している。

従って、学校当局が私立学校の教育内容や教材配分などを詳細な規即で拘束するような、 f法的に

保障された自由Jを侵害する行為は許されないし、また伎に教員国家試験に合格していなくとも、

他の方法でその能力を表明した者を教員として採用する自由も認められるべきであり、そうした自

由が保障されてこそ、私立学校はその「本質的機能J(wesent1iche Fwまtion)を実現することがで

きるのだと指揮されている。

さらに第三に、国家の学校監督に関しては、前述したような私立学校への学校監督を f根本的に

無制捜的なj ものとしたランデによる解釈を、「完全に関連いであるJと否定したことである。そ

の上で、私立学校に対する学校監督は、あくまで基本法比列挙された認可条件の遵守を確認するだ

けの、従って「摂定的な法的監督Jだけを内容とすべきであると指摘され、国家の学校監督の縮減

{制限)の方向性が明確に提示されていたのである。

以上のように、「グレーヴェ鑑定書j は、ボン基本法における私立学校条項の意義が未だ充分に

底覚されず、アンシュッツおよびランデに代表される訟統的な教育法解釈が踏襲されていた時期に

あって、新たな基本権として導入された「怠立学校を設立する権利Jに著自し、ワイマーノレ憲法か

らの「差異j をもたらしたこの基本権に基づいて私立学校の自由者根拠イけようとした史上最担の

試みであった。

3. ぜヒトとベッカーによる f私立学校に関する州法草業J

一方、ピヒトは、この fグレーヴェ鑑定書j を受けて、各州の私立学校法のモデノレとなるべき

案を弁護士のベッカーと共間で起草した。「私立学校に関する州法草案J( Entwurf eines 
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Landesgesetzes uber private Schule、以下「州法草案j と路〉がそれである事 r1\1~法草案J ~土、 f グ

レーヴェ鑑定書Jが1949年 9月16日付で出されていることから、この9月以静から間年末頃に執筆

されたものと推定される。「州法草案jは、 18条から成る条文の部分とその f解説J(豆地uterungen)

の部分とで構成されており、内容的には先の「グレーグェ鑑定書jにおけるポン基本法の新しい解

釈に依拠して、それを私立学校法として具体化したものである。

まず「州法草案j で注自すべき点は、第2条lこおける私立学校の呂的規定であろう。それによれ

ば、 f私立学校は、連邦憲法および州憲法で承認されている個人の自由権と父母の自由な教育権を

基礎として、全教育制度および同時に公立学校制度を補完し (er，説nzen)、また教授と教育の特別

の形態を通じて教育制度を促進する (fordem)ことを目的とする。Jこの目的規定には、私立学校

には公立学校の教育とは異なる f特別の形態J(besondere Fonnen)を採用寸る自由が保障される

べきであり、しかもそうした私立学校の自由が同時に教青制度全体を f保進するJことにもなる、

という私立学校の自由の必要性とその告出の持つ公共的意義とが込められている。「州法草案jの

「解説j によれば、こうした忍立学校の役割は「本質的な公共的機能j と表現されており、悲立学

校はこうした f公共的機能Jを果たしているが故に、それを法的に保樟し、援助することは「国家

の任務Jとなる、とも説明されている。こうした私立学校の岳由の必要性とそれが果たしている「公

共的機能j という新しい教育認識は、この f州法草案」全体を貫徹しているものであるばかりでな

く、私立学校を考える際の基本的理念として、以下で確認されるように、その後の私立学校法の目

的規定にも継承されていくことになる。

また、「弁i法草案Jの第5条は私立学校の設立の認可要件を規定しているが、そこでは教員の学

問的教養の証明は、 f国家試験ないし学関上の修了試験によっての他に、同じ価笹を持つ自由な業

績によっても証明されうるj と規定し、「グレーヴェ鑑定書Jでも提唱されていた「開価鑑性j の

原町が導入されている。同じく、第12条では、生徒の受け入れに関して、私立学校には「その生徒

が教育詩的を達成することができるか否かの関躍につき、独立して、かっ自らの開発した特別の選

抜方法と学習方法に基づいて決定する権利があるJと明記されている。上述のように、この生徒受

け入れ問題は、ピノレクレホープ校と学校道局の対立の発端となったものであったが、 f州法車業J

はこの生徒選択を学校当局の指示や命令には拘束されない、私立学校としての国有の「権利Jとし

て保障しようと意関していたのである。さらに注目すべき条文は、公立学校教員が f特別の教育的

特性jを宥する私立学校において研修するための特別休暇制疫を保障した第13条である。こうした

発想自体、上述のような私立学校を公立学校の下位に位蜜づけ、その役割も公立学授の量的補充と

してしか考えない伝統的な教育認識の下では有り得ないものであった。

ドイツにおける最初の私立学校は以上のような「グレーヴェ鑑定書jおよびピヒトとベッカーに

よるリH法草案Jで提示された、私立学校の告出とその「公共的機能j とを軸とする新しい教育認

識の影響の下に制定されることになる。

4.南西ドイツにおけるニつの私立学技法の制定

さて、ピ芯トとベッカーは句、H法草案」を起草した後、まずはピルクレホープ校のあった南パー

ヂン州での私立学校法の制定に藩進していった。その際、ピとトらがまず行ったことは、南ノくーヂ

ン州内の私立学校関の協力体制を構築することであった。ピヒトは、前述のような文部省当局との

対立の過程で、イエズス会を経営母体とする有名な私立学校であるセント・ブラジこにン校 (St.

Blasien)の校長フアラー神父 (Pater Fa1ler、彼は当時のカトリック系の南ノ〈ーデン政府に対して

絶大会影響力を行使していた〉との協力関孫を築き、さらにその関係を基盤として、州内の私立学

校の協議機関として f南パーヂン州公益私立学校協議会J(Arbeitsgemeinschaft der gemeinnutzigen 
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Privatschu1en Sudbadens)を成立させているe この多様な私立学校の大問団結的な協力体制は、私

立学校法の制定に向けた南ノくーデン州政府および議会関孫者などへの請願・陳情活動の中核組織と

なり、こうした活動が南パーデン州の私立学校法の成立に「決定的影響j却を与えることになった

と言われる。こうして、戦後ドイツにおける最初の私立学校法である南パーデ、ン州の私立学校法

(Sudbadisches Landesgesetz uber das Privatschulwesen und den Privatunterricht vom 14. 11. 1950) 26) 

は、同州における私立学校関の協力体制を強力な与件として、直接的にはピヒトとベッカーによる

リH法草案j をベースとしつつ制定作業が行われ、 1950年11月14日付で成立・公布されたのであっ

た0

19条で構成された南パ…デン州私立学校法の条文構成を先の f州法草案j と比較してみると、第

1条(概念入第2条(目的)、第3条(設立〉、第4条(認可義務〉、第5条(認可の付与と拒否)、

第§条〈私立国民学校)、第7条(認、耳の取消)までは、条文の配列と見出し語までまったく同ー

であり、その条文も間文で、あったり、極めて類似したものとなっていることが注目される。候iえば

第2条の目的規定は、「私立学校は、憲法により承認されている値入の自由権と父母の教育権を基

礎として、全教育制度および同時に公立学校制度を補完し (erganzen)、また教授と教育の特別の

形態を通じて教育制度を挺進する (fordem) ことを目的とする。Jとされていることかち、「州法

草案Jとの差異は、「連邦憲法および州憲法で承認されているjが「憲法により承認されているJ

へ、「父母の自臨な教育権j が f父母の教育権Jへと穫かに修正されただけで、内容的にはまった

く伺ーとなっている。また、第5条の認可条件に関しては、教員の学問的教養の証明は国家の教員

試験合格でなくとも、それとは fJJIJの、しかし間じ価鑑を持つ教青」によっても可能とされ、いわ

ゆる「開価値性Jの原射が採用されている。閉じく、最大10年間まで公立学校教員の身分安保持し

たままで、私立学校の教育に従事して薪しい教授方法などを研修できる制度も採用されている(第

12条)。さちに、この私立学校の施行規期では、私立学校が公立学校の教育目的と向じ価値を持つ

教育を行うなら、私立学校の教育計画 (Lehrplan)や教育方法 (Le加me白ode)は「当該公立学校

のそれから逸脱することができるJ(第8条)ことも明記された。

このように、ボン基本法の翌年にドイツ最初の試みとして制定された甫パーデン州の私立学校法

は、私立学校における「教授と教育の特別の形態Jが学校制度全体を「促進するJという本立学校

の公共的機能を器める立場から、そうした私立学校の教育の自由を保障するための具体的な権利や

制度を保障しょとする酉期的法律で、あった。恒し、この私立学校法には、怠立学校の認可条件とし

て教員が「道徳的に問題がないことJ(第5条)という、ボン基本法にはない条件が追加されてい

ることや、認可された私立学校が公立学校と関等の権利を行碇するには公立学校に適用される命令

(ゐぜorderungen)を満たすことが要求されている(第8条)など、戦前の私立学校法制(特に1910

年のパーデ、ン邦学校法第133条)の残津も幾分かは毘られた9

しかし、こうした1950年私立学校法の賠題点の多くは、南パーデ、ン州を含む南西ドイツ 3州が19

52年3月に合併し成立したパーヂン・ヴュノレテンベノレク州において、 1956年に成立した新しい私立

学校法 (Baden幽WurttembergischesPrivatschulgesetz vom 15. Februar 1956) 21)では、私立学校の権

利と自由をより明確じ保障する方向で克服されていった。この新しい私立学校法の制定通桂にも、

ゲオルク・ピヒトおよびへ/レムート・ベッカーが関与していた。ピヒトi士、プアラー神父や自由ヴ

アノレドノレフ学校連盟議長のヴァイセノレト (Emst Weisert， 1905-81) らの協力も得て、 1952年5

Rに「パーデン・ヴユノレチンベノレク州公益私立学校協議会J(Arbeitsgemeinschaft gemeinnutziger 

Privatschulen加 Baden-Wurttemberg)を結成し、その事務局長にはヘノレムート・ベッカーが就任し

ている。同 f協議会j による私立学校の自由と権利拡大を求める活発な活動が、バーデ、ン・ヴュノレ

テンベノレク州憲法(1953年11丹)における私立学校の財政援助請求権(第14条)の採用、さらに問
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州における私立学校法(1956年〉の制定の原動力ともなっていたのであった掛。

1956年のパーヂン・ヴュノレテンベルク州私立学校法ではまず、 1950年私立学校法を継承して、 f教

授と教育の特別の形態を通じてJ、公立学校制度を f豊かにしJ(むereichem)、「促進するj ことが

私立学校の課題でるあると規定され(第2条)、公立学校の量的補充とは異なる私立学校の独患の

公共的機能が再確認されている。その上で、私立学校における教育課程(特に教育方法や教材編成

など)が国家の基準(学習指導要領など)とは異なる独自なものであっても、それが公立学校のそ

れと間値笹 (gleichwertig)であれば、本立学校としての認可の妨げにはならないこと、つまり公

立学校に適用される諸規則から私立学校がその内的・外的形態において「逸脱J(Abweichung)す

る忠由が法律上初めて明記された(第S条)。問じく私立学校の認可条件として、まだ1950年法に

は規定されていた教員の道徳性の項目は今回の法律では削除されている。また、認可された私立学

校に公立学校と間等の権利(一般に、公的権利 Offeiltlichkeitsrechtと雷われる)を国家当局が付

与する際の条件に関しても(第10条)、議会での第10条の修正過程で、第5条で体障された「逸脱J

する私立学校の自由を市j根しないことが確認されたことから、例えば典型的には独自の教育課程と

教育方法を採用するシaタイナー学校も、その設立を国家主局から認可されるばかりではなく、公

立学校と同等の権利を行使する法的制度の道が関かれたことになる。さらに、今回の本立学校法で

は先の憲法の規定を受けて、国家に対する私立学校の補助金請求権も導入されている〈第17条)。

第3節 南西ドイツ私立学技法の教育史的意義一結びに代えてー

最後に、以上の検討を踏まえ、 1950年代i寄宿ドイツにおける私立学校法の制定が害した教育史的

意義を二点確認して結びとする。

まず第一に、南西ドイツにおける私立学校法の制定過程を通じて、国家による強力な管理統制と

公立学校の優位性を基本原員IJとしてきた18世紀以来の私立学校法制とその法理論に、初めて根本的

修正が加えられたことである。女子生徒の受け入れ開題で南パーデ、ン州学校当局と対時していたピ

ルクレホープ校長のゲオノレク・ピヒトが依頼し、グレーヴニεが執筆したボン基本法第7条の専門鑑

定書、いわゆる「グレーヴz髭定書Jは、「私立学校を設立する権利Jの重要性に着目し、この新

たな基本権に依拠しつつ私立学校の自自を明確に基礎づ、けた最初の文書で、あった。この「グレーヴ

ェ鑑定書jを基にrヒトとヘノレムート・ベッカーが執筆した「私立学校に関する州法草案Jは、「教
授と教育の特別の形態Jによって教育制度全体安 f促進するj ことにこそ本立学校の国有の役割と

f公共的機能j とがあるという新しい私立学校像に立脚し、私立学校の自由と権利の法制化に向け

た其体的モヂノレを提示した。 1950年および56年の南西ドイツの私立学校法は、まさにこうした伝統

的な国家の学校統治体制とそれを正沼化した教育法理論との相克とその根本的修正過程安与件とし

て制定された画期的法律で、あった。以後ドイツでは、 1950年南ノ〈ーデン州私立学校法をモデ、ノレとし

た私立学校法が各州で願次制定され服、私立学校の自由が法的制度として定着していくことになる。

問時に、私立学校法制に関する法理論に関しでも、南西ドイツにおける私立学校の法的保離の獲

得に向けた動向に影響される形で刻、ハンス・ヘッケノレが1951年8月に発表した論文 f私立学校法

の基本概念と基本問題J叫において、ボン基本法で規定された f私立学校を設立する権利jは、私

立学校に対する公立学校の優位性を f破壊j し、 fドイツの私立学校の権利における新時代Jを創

出したものであるとの解釈が提示され、アンシュッツ理論からの離脱が敢行されている母この論文

で披濃されたポン基本法およが怠立学校の自由に関する認識は、 r ドイツ私立学校法~ (Deutsches 

Privatschu1recht， 1955)や『学校法学j(Schu1rechtskunde，初版1957年〉などのヘッケノレの主著の

基本理念として継承・発展され、戦後ドイツ教育法学理論の底流を成していくことになる。
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さらに、もう一点確認すべきことは、書留ドイツにおける私立学校の自由の法的保障の護得に向

けた体験とその成果が、同時に1960年代中頃以降のドイツの公立学校の民主的改革を推進する一つ

の原動力となっていたことである。周知のように、 1960年代中頃以降の公立学校の民主北運動のげ

…ダ…的役割を果たしたj紛人物はヘノレムート・ベッカーであった。ベッカーは、 1956年の論文総

の中で、上述のように自らもその制定に関与していたパーデン・ヴュルテンベノレク州の私立学校法

の意識を高く評錯した上で、今後は「学校制度全般における畠由の理念に法的形態を付与することJ

を課題とする普遍的学校法の制定が急務であり、その際には私立学校法が「模範」となるべきであ

ると指摘していた。そこには、私立学校法で獲得された私立学校の教育活動の自由を、未だに冨家

の強力な監督下に置かれる公立学校、つまり f管理された学校J(ベッカ…)へと移植するという、

その後のベッカーの教膏政策活動と公立学校の民主的改革の方向性とが端的にポされていたので為

る。ベッカーの名を一躍著名にした論文「管理された学校}危険性と可能性J(1954年)ωをはじ

めとする膨大な著作活動、マックス・ブランク教育研究所の創設 (19初年)と学際的教育研究の推

進、そしてドイツ教育審議会(1965-75部)の中心的委員(副会長)としての活動、こうしたベッ

カーの精力的な教育政策活動の原点には、まさに伝統的な国家の強力な学校統治体制とその法理論

との相克を通して私立学校の自由の法的保障を獲得した、 1950年代南西ドイツでの私立学校の法律

顧問としての体験が据えられていたのである。

以上のように、 1950年代高西ドイツにおける私立学校法の輯定は、伝統的な学校統治体制におけ

る roo家絶対主義」紛という構造に初めて根本的な修正を加えて、 ドイツの私立学校法制を転轍す
ることになったばかりでなく、開時にその後のドイツの公立学校の民主的改革を生み出すーっの原

動力ともなったという、二重の意味で大きな教育史的意義を有していたことになる。換言すれば、

私立学校がその量的比重の低さにもかかわらず、法的保障に裏付けられた f教授と教育の特間の形

態Jをを過して、教育制度全体の民主的変革安促進するという、まさに「公共的機能j を果たして

いるダイナミズムの構造に、ドイツの教育の一つの特質があるのだと言えよう。
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第2章 ヘノレムート・ベッカーの自律的学校論とドイツ教育審議会勧告

はじめに

ヘノレムート・ベッカーの自律的学校論が、 ドイツ教育審議会の幾多の勧告を通底する一つの重要

な改革理念として介在していたことを明らかlこすること、それが本構の課題である。ワイマーノレ期

プロイセン邦の学者文相カーノレ・ハインリッヒ，ベッカーを父とするヘノレムート・ベッカー

(HelImut Becker， 1913-1993)は、 1954年の著名な論文「管理された学校j の著者として、また

1970年頃以降の教育制度の民主化運動におけるリーダー的役割を果たしたJ(1)人物として、つと

に知られる o 一方、ベッカーもその委員として参加していたドイツ教育審議会 (Deutscher

Bildungsrat， 1966 -1975年)は、学校制度の講造計画に関する勧告(1970年)を始めとする幾多の

勧告を通して、その後のドイツの教育制度改革の羅針盤的機能を果たしたことが知られている。

だが、そもそもヘノレムート・ベッカーが加何なる教育思想を有していたのか、そしてその思想が

ドイツ教育審議会の活動や勧告と如何なる内的関係を有していたのか、という論点は、ベッカー研

究は)及びドイツ教育審議会研究 (3)そのものの未開拓状況も反映して、これまで本格的に検討され

ることはなかったのである{ヘ本稿は、こうした研究状況を踏まえて、 f島樟的人間j の形成老可

能とする f自由な学校Jの実現を指向する自待的学校論としてベッカーの教育思想、を特徴づけミこ

うしたベッカーの思想、がドイツ教育審議会の活動及び勧告に寅撤されていったことを検証しようと

するものである。もとより、 f学校の自律性jないし「自律的学校J(Schulautonomie， die autonome 

Schule)は、現在のドイツ諸州において進行中の、いわゆる「内的学校改革J(innere Schulreform) 

の中心概念でもある{へその意味で、本章における検討は、 1990年代のドイツの教育改革を、そ

の歴史的背景から理解する一助ともなるだろう。

第 1節 へんムート eベッカーの r管理された学校J批判と自律的学校論

1 .ヘルムート・ベッカ一切教育思想の背景

後年、教育研究者や教育政策家として活躍することになるヘルムート・ベッカーの元々の職業は

弁護士で、あった。ベッカーは第二次世界大戦後、スイスと国境を接するドイツ最南部にあるボーヂ

ン湖畔の小さな町・クレスブロンに農を構え、以後マックス・ブランク教育研究所を創設、その所

長に就任するためにベノレヲンに本拠を移す1963年までの約18年間、南ドイツを中心に弁護士活動を

農関していた。この間、ニュノレンベノレク国際軍事法廷でのエノレンスト・フォン・ヴァイツゼッカー

〈ナチス期の外務次官)の主任弁護人としての大役もあったが、ベッカーの活動は次第に文化・学

術団体と私立学校の法的弁護活動へとi校教していった。

ベッカーが法律顧問や理事などの形で関与した団体には、ショノレ兄妹基金及びウノレム市市民大学

(ベッカーは1956年から63年までドイツ市民大学連盟の総裁を務める〉、フランクフルト社会研究

所(アドノレノ、ホノレクハイマー、ハーパーマスとの親交)、 ドイツ精神分析家協会(1::"クトーノレ・

フォン・ヴァイツゼッカ一、アレキサンダー・ミッチャーリッセとの親交)、そして田園教育舎と

シュタイナ…学校(自由ヴァルドノレブ学校)を中心とする私立学校などが含まれる。

ベッカーが私立学校との関わりを持つ契機となったのは、学生時代からの親友ゲオノレク・ピtト

からの協力依頼で、あった。ゲオノレク・ピとトは、 ドイツ敗戦後、廃校となっていた田園教育舎ピノレ

クレホープ校(LanderziehungsheimSchule Bir討ehof，1931年にザレム域校の分校として設立)の

再建に著平し、その校長として自律性と責任とを兼ね儲えた f自由な人間jの脊成を目指していた
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が、この自由な教育活動はさき時の南パーヂン掛(後にパーデ、ン・ヴュルテンベノレク州となる)の学

校当局との関で対立状態を生んでいた。この時、ピセトは官憲的国家当局から私立学校が自由を獲

得するためには、何よりも本立学校間の連帯と私立学校の自由の法的保障の実現こそが急務と考え、

弁護士のベッカーに協力依頼をすることになる。この依頼を受けて、ベッカーはピノレクレホープ校

の理事として間校の運営に参加するとともに、 1947年に結或された rドイツ田園教育舎連盟j の法
律顧問にも就任し、精力的に各地の田園教育舎の教育活動を見学し、多くの教育者たち(特にオ…

デンヴアノレト校の校長Minna Specht) との対話を葉ねていった。同時にベッカーは、 1950年頃か

らは、戦後のシュタイナ…学校運動に尽力していた教育家1ヴァイセノレトと親交を持ち、「自虐ヴ

アノレドノレフ学校連盟j の法律顧問にも就在している。 1950年に南ノ《ーデン持iで、その後の私立学校

の自由の法的保障のモデルともなった戦後ドイツ最初の私立学技法が成立するが、ベッカーはピヒ

トとともに、この私立学校法の制定と内容iこも深く関与していた (6)。

2. r自律的人間Jの形成と「管理された学校J批判
上記のような文化団体及び怠立学校との関わりと思想的交流の過程で、ベッカーには「管理され

た世界」としての現代社会の中では f自告な人間JないLr自律的人間j の存在が危機に瀕し、何
よりも f自棒的人間Jの形成を目的とすべき学校そのものが f管理された学校j と化してしまう開

題構造が明らかとなる。そのことから、 1953年の論文 f誰が文化的島由を資金援助するのか?Jを

鳴矢として、 1954年の論文 f管理された学校j に象徴怠れる、その後の活発なベッカーの教育研究

者としての活動が展開される。

まず、ベッカーはフランクブノレト学派、特にアドルノから学び取った概念を援用しつつ、現代社

会を「管理された世界J(die verw廷lteteWelt) と規定し、そこでは入関が自ら自身を f酉…性Jに

向けて f顕応j させ、この f画一性Jがさちι「自由な人間j を拘束するという、「大勢順応主義j
(Konfom討smus)が支配する世界と見た(①) 3) 0 しかし、民主主義的意法体制は、本来 f自律

的人関J(selbstandiger Mensch)ないし f自由な人間J(freier Mensch)を前提としているから、 f我

々の教育制度が自婦な人間を形成することができるのか宿かj という開題は、「政治上の中，む問題J

ともなることになる(④) 147)。

ベッカーよれば、「自律的人間j ないし「吉出な人間j とは、 f自らの判断を自分で下すことが

でき、しかも人に依存しないで、行動することができる人爵jであるが、かかる意味での f自樟的人

間Jの形成は、 f管理された学校J(die verwaltete Sch凶e) と特徴づけられる現代の学校では極め

て菌難であるo むしろ、「管理された学校j においては、 f大勢順応的で創造性に乏しく、容易に

統制されやすい人間を生み出しているJ(②) 148)。その際、 f管理された学校j とは、国家行政

機構の最末端に位置づけちれ、 f官僚棋の力学Jが遍く支配する学校であち、そこでは f官職にあ

る知識の転達者j としての教員は、国家が制定する f諸規則のメカニズムの中に、そして余りに詳

細な諸原則のメカニズムの中に埋没してしまっているj学校である(@， 159)。こうした f管理さ

れた学校Jでは、国家指定の教育内容と方法に基づいて、「学間体系Jに規定された細切れの知識

が、 45分毎に交代する時間割によって注入される。このため、「雑多な教科の交替によって生徒に

襲いかかる庄観的な知識量j は、「本来の意味での教育Jの前提となる「あらゆる深化の可能性j

と f精神的な生成の過程Jを不可能としている (φ) 152)。かかる意味で、生徒の「批判的な意識

及び精神的自律の破壊」が進行する現代の f管理された学校j とは、「権威的なもの」や「非人間

的なもの」が支配する f調教施設J(A凶cht倒防白lt)に他ならない〈③， 156)、とベッカーは指弾

したのであった。

以上のようなベッカーの1950年代の論考における f管躍された学校j批判に関して、ここでは二
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つの点を特に確認しておく必要がある。一つは、本来弁護士出身のベッカーが、授業の中での入閣

の形成過程に関する実に深い認識を有していたことである9 こうした人間形成への関心と深い認識

が、先に確認、したような改革教青運動系の私立学校での豊かな教育実賎から学びとったものである

ことは論を侠たないところであろう。もう一点は、境代の学校が「管理された学校j と化すのは、

何も学校に対して国家権力が一方的に官僚統制を強化した結果なのではなく、学校の教育活動に関

係する人々(教員、生徒、父母)、とりわけ教員自身が学校の官僚統制を望んでいる結果でもある、

というベッカーの視点である。すなわち、ベッカーは 上述のような教員の教育活動における自由

や自主性の喪失は、何も国家がそれを奪ったからだけではなく、自らの責任を回避するがために「教

員が喜んで自主性を国家に委ねたJ結果でもある(②， 160)、と見ていた。 f管理された学校Jは、

「管理することと管理されることを願むことJ(⑦， 147)、との相乗的帰結であるとのベッカーの

かかる視点は、次に見る「管理された学校j の克服の方策とも密接に関連することになる。

3.ペッカーの自律的学校論とモデルとしての私立学校

ベッカーは、 1950年代から70年代にかけて発表された幾多の論考において、必ずしも体系的にで

はないものの、 f管理された学校Jを f岳樟的人間j の形成を可能とする「自由な学校J(die f詑ie

Schu1e)へと転換するための方策について自説を展開しているq それは、学校の自律性の確立を柱

とする岳律的学校論と総括できる。その内容と特質は次の通りである。

まず第一に、「学校の自樟性j の確立とそれに連動して学校と学校監督との間のパートナーシャ

フト的関係の構築の必要性ということである。ベッカーによれば、教員が向よりも「子どもの状況

を研究し、教育的に判断することを始めるJことができ、「教材への子どもたちの内的参加j によ

る f精神的な生成の過程j、つまり「本来の意味での教育jが成立するためには、現在のような「学

校監督の原理Jに対して、「教員の教育上の自由と個々の学校の独富生活の原理」が確立されなけ

ればならない(⑤， 115)。つまり、個々の学校と教員には、 f教材選定や学習の形態においても、

本質的により強い自律性 (einewesent1ich s滋立ereSelbst泊digkeit)Jが付与される必要があり、こ

うした「教育的営為Jと教員集団との「自捧化J(Verselbstand.igkeit)が、学校の官僚制化と形式

化を克服するためにには緊急の課題となるのである(③， 443)。

こうした「学校の自樟性jの確立のためには、学校に対するほぽ絶対的な支配・統制を行ってき

た伝統的な国家による学校監督体制の変革が急務となる。ベッカーによれば、本来f監督J(Aufsicht) 

という法概念は、 f自律的な領域に対する最も控えめなコントローノレj を意味するにすぎず(②，

165)、その意味からは余りにも拡大解釈されている現在の学校監替の機能を、「実際上の誤りの展

開を回避することj に限定することが必要となる(⑤， 11針。また、視学官と教員の関係も、軍隊

や一般行政機構のような支配・服従関係としてではなく、この f教職の独立性j を尊草した形で行

われる、本来の意味での学校監督への転換、すなわち学校監督そのものを療棄することではなく、

学校と学校監督との関係を、これまでのような相互の「不信感J在基調とする上下関係から、何よ

りも f信頼関係Jを基調とする「真のパートナーシャフトjへと転換することが期待されていた(③，

115)。

ベッカーのこうした「学校の自律性Jの確立という主張は、上述のようにベッカー岳身関与した

私立学校法の制定によって、法的に保障された私立学校の自由を現実的基盤としていたQ このこと

は、 f季五立学校には、卒業の時点で関等の教脊目標を達成する場合には、教材および教授方法の選

択にあたり、指定された標準から外れることができることが法的に認められているo ・・公立学

校が私立学校と向様の自由を付与される時には、公立学校においても幾分かの自由な雰囲気が生ま

れることだろう。J(②， 166)、という発言からも確認できる。
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第二に、 f学校の自樟性j は、 その学校の当事者による寵接的な f協議J(Zus祖国間前rken)と

持続的な「対話J( Gesprach， Dialog)による f自治J(Selbstverwaltung)を不可分の要素としている

ことである。ベッカーは、罷家的行政(学技監餐)からの学授の解放と学校としての自律性の付与

が、必ずしも学校の内部での「本来の意味で、の教育j の成立を保障するものではないこと、むしろ

学校そのものが新たな官僚的組織となる危険性も有していることも、よく自覚していた。こうした

ベッカーの認識は、 ドイツにおける地方自治剰の歴史や、法的な自由が保聾されながらも、公立学

校以上に「管理された学校Jの実態となっている多くの私立学校の存在、そして上述のような教員

自身に見られる「管理願望jなどから基礎づiずられていた。そこでベッカーは、 1954年の論文では、

「教賓の機構は、経験の交換、総じて対話なしには不可能jであり、「学授の自治が成功するのは、

鶴々の学校が常に富有の自治的組織体 (Selbstverwaltungskorper) として存在している場合だけで

あるJ(@， 171)として、 f自得性Jを保賭された学校が f器有の自治的組織体j としての機講を

形成することの必要性を指摘していた。関様に、 1956年の論文では、学校機構 (Schu1organisation) 

の在り方として、 f学校監警に対する個々の学校のより強い自律性と個々の学校における教員と父

母の寵接的協働jが必要であるとして、学授の自律性と教員と父母の直接的な「協働Jとが一体の

ものとして考えられている(③， 443)。

このように、ベッカーは、 f学校の自律性j を、 f管理願望j の顕著な教員の手にだけ委ねてし

まうのではなく、また新たな官僚的組織を招来させないためにも、学校の臨律性の擁立のためには、

教員、父母そして生徒といった学校当事者による f協働Jと f協力形態J、つま与 f器有の自治的

組織体j の形成が不可欠であると考えていたのである。

かかるベッカ…の考え方は、「学授の自樟性Jの主張と向様に、被自身が深くかかわっていた私

立学校(特にシュクイナ…学校と間関教育舎〉における教育英賎によっても裏づけられていた。こ

の点に関して、ベッカーは1956年の論文で、シ品タイナー学校で毎月行われる「父母のタベj を紹

介し、それが教員と父母との f教育的対話Jの点で「めざましい成果jを達成している〈③， 443)、

と指摘している G 同様に、ベッカーは、男女共学棋をいち早く導入し、またギムナジウム上級段階

の先駆的改革や初等・中等教育一貫制の学校形態、いわゆる総合制学校(Gesamtschule)も実現し、

しかもこうした学校改革が教員と生徒との、時には父母も入れた共同決定によって実現されていた、

間関教育舎オーデンヴアルト校の実践からも大きく影響を受けていた。ベッカーは、 1950年頃から

頻繁に足を運んでいた、この fオーデンヴアノレト校モデ、ノレj は、「教育関題における弘の富有の発

畏過穂にとって決定的なものであったJ(⑦， 109)、と回想しているのである。

では、こうしたベッカーの自律的学校論は、 ドイツ教膏審議会の活動及び勧告にどのように反映

していったのであろうか。次にこの点を検討してみよう。

第2節 ドイツ教育審議会勧告と学校機構の改革構想

， .ドイツ教育審識会の審議活動とベッカーの投審i
周知のように、 ドイツ教育審議会は掛(当時はlけiりの文化商権(まu1turhoheit)による各州ご

との教育政策の遂行という原期を維持しつつも、連邦的規模で教脊改革の方向性を論議するための

機関として、「ドイツ教育制度委員会J(1953-1965年)に続いて、 1965年7月の連邦と各邦政府

との関の「協定Jにより設置された(審議会の実際の発足は1966年3足λ以後、 1970年7月の「協

で、審議会の任期がさらに5年間延長され、 1975年7月まで活動した。その主たる任務は、教

育館度の需要・発展計酉を策定するとともに、教育制度の講造及び長期計震に関する提案を行うこ

とであった。
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この審議会は、 ドイツ教育制度委員会(行政側代表は参加しない)と学術審議会(1957年設置。

学術委員会と行政委員会が共同して決定する)の経験を踏まえて、提案や勧告を議決する権限を有

する「教育委員会J(18人)と、連邦及び州政府の代表からなる「政府委員会J(18入)で構成さ

れた。教育委員会が勧告などを議法する際には、政府委員会からの意見聴取が義務づけられ、また

教育委員会の専門部会 (Ausschus)には教育の専門研究者に加え、行政側の担当者を多く参画さ

せることで、教脊委員会の勧告に政治的実効性を確保することも意図されていた。

教育委員会の委員の内訳を第一会期(1966-70年)で見ると、教育学者と教育行政官から6入、

社会の各領域(経済界、労働組合、手工業界、教会)から 5入、地方忠治体から 2入、大学教授か

ち5人という構成で、あったq 教育委員会の委員の中では、それぞれマックス・プランク教育研究所

の所長と部長(教育経済研究部)を務めるべッカーと F.エヂィングの2入は、活動能力と学問的

能力の点で他の委員を遥かに凌駕する「特別の地位J(1)を占めていたとされる。特に、ベッカーは、

第一会期と第二会期を通じて委員を務め(全期間を通して委員を務めたのは、ベッカーの弛には5

人だけ)、しかも第二会期(1970-75)には教育委員会での審議の中核的機能を果たす副会長の要

職も占めていた。

ドイツ教育審議会(教育委員会)は、約10年間の審議活動を通じて、障害児教育や職業訓練制度、

カジキュラム開発に関する問題を含め、ほぽあらゆる教育制度領域に及ぶ検討を加え、合わせて18

の勧告 (Empfehlungen)を提出した。このらの勧告は、それぞれその後のドイツの教育制度改革

の羅針盤的機能を果たしていくことになるが、その中でも最も影響力の大きかったものは、第一会

期の審議の総括として1970年に提出された「教育制震に関する構造計商J(以後、「構造計画j勧

告と略)であった。 ドイツ教育審議会(教育委員会)がこれにより f一般の名声とその教育政策活

動の頂点に遣したJ(8)と言われる f構造計画J勧告は、機会均等の理念から、伝統的な三分駿化さ

れた垂宜的な教育制度構造を段踏化された水平的な構造へと変革することを提唱するものであっ

た。

その際注慢すべきことは、審議会発足当初からの懸案であった教育制度の全体的な構造に関する

構想を教育委員会が作成するにあたっては、その前年の1969年の勧告「総合宿j学校による学校実験

の整備J(以後、「総合指j学校J勧告と賂)が大きな意味安宥していた、とのベッカーの指描であ

る(⑦， 200)。すなわち、総合制学校(Gesamtschule) という新しい実験学校の創設をめぐる教育

委員会の活発な議論の過程が、教育委員会の内部で「将来の教育制度の原員Ijに関する合意j を形成

する契機となったのであり、しかも f構造計画J勧告では実験学校という枠を超えて普遍化されて

検討されることになる f学校機構J(Sch叫organisatio討の改革を、いわば先散り的に検討する機会

でもあったのである。さらに、この「総合制学校j勧告で提起され、「講造計画Jでより普遍化さ

れた f学校機構j の改革という問題は、 ドイツ教育審議会の第二会期にはその中心課題として位置

づけられ、この間題を主題として扱った勧告、すなわち1973年の勧告 f教脊制度における機構と管

理の改革について、第一部 学校の強化された自律性と教師・父母・生徒の参加J(以後、「分権

化j勧告と略)が出されている岱

このように見れば、学校の自律性と学校参加に関する勧告として名高い1973年の「分権化J勧告

は、 f総合制学校j勧告から発して f構造計画Jで受け継がれてきた学校機構の改革という、ドイ

ツ教育審議会(教育委員会)の最も重要な問題関心の集大成であった、と言えよう。しかも、これ

ら三つの勧告の起草過程には、次に確認するようにベッカー自身が深く関与していたのである。

2. ドイツ教育審議会勧告と学校機構の改革構想

( 1) r総合制学校J勧告(1969年)
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ず、 f総合事j学校」勧告は、ベッカーを盛長とする専門部会 f実験プ口グラムj によって組草

された{へこの「実験プ口グラムJ部会には、助手として J.ラシシェルト(1962年のベルヲン自
由大学でのベッカーのゼミナールの学生で、その後マックス・ブランク研究所の研究員となる)が

起用された他、 8人の委員の中には W.エ…デルシュタイン(マックス・プランク教育研究所研究

員)、P.M.レーダー(当時はハンブルク大学教授、後にマックス・ブランク教育研究所の部長)、H.v.

へンティッ記(ゲ、ツチンゲン大学教授。ベッカーとへンティッ己は父親関士が友人であり、居留教

育舎の理事会でも一緒であった〉といったベyカーと親交のあった著名な教育学者、さらはは上述

の通ちベッカ…自身が強い影響を受けたことを認めている国国教育舎オーヂンヴアルト校の校長

W.シェ…ファ…も含まれていた倒。こうした専門部会のメンバ…講成からは、座長であるベッカ

ーが、気心の知れた委員との聞で、先に検討したような自説の自律的学校論を比較的自曲に披濯し

ながら、勧告草案の起草を行うことができたであろうことが容易に推期される。

「総合範学校J勧告は、実験学校として新たに設置される総合制学校の課題に対応して、学校機

構も変革される必要性があるとして、次のように指摘している也

rw持続的な改革~ (rollende Reform)に捺してしばしば生じる革新や流動性は、総合制学校

においては、今までとは異なることが学ばれるということだけではなくて、さらに学校という

ものが総じて、計画的に自らを変革するような状態になるということを袈求するのである。し

かし、このことが可能となるのは、今日なおも存在している『管理された学校』が、決定過程

への教員・父母・生徒および一般世論の参加を前提としているような機構形態によって転換さ

れる場合だけである o ・・しかし、このことに立ちはだかっているものが、従来広く解釈さ

れてきた学校監督概念である。個々の学校生活の中に規則を通して介入してくる中央の学校監

督は、形式的には既iこ広範に実現された、参加を目指した学校管理の合議事j的体制が実質的に

完全な形で発展することができることを阻害しているのだo ・・さきのr持持的な改革Jに
おける権醸の新たな規制が意味することは、個々の総合制学校には一連の重要な参加の権事jと

決定自由領域とが付与されねばならないということである。J(川

こうした、僻々の学校の「決定自由領域jの確楳とその決定過稜への教員・父母・生徒の参加の

権利の付与、開時に学校監奮をその「統制的機能j から「専門助蓄の役割Jへと転換することで、

f智理された学校jからの脱却を主張する勧告の趣旨辻、先に検討したヘルムート・ベッカーの自

捧的学校論の内容と見事に符合するものである。こうした総合制学校の機構改革に関する提言は、

翌年の「構造計画j勧告では、単に総合制学校という枠を超えて、あらゆる学校の機構改革の方向

性として普遍化されることになる。

( 2) r構造計画j勧告(1970年)
f構造計闘J勧告辻、幼児教脊、初等・中等教育、継続教育、教師教育に加え、教育行政及び財

政の問題まで含めて教官事j変全体の改革の方向性を提示した包括的な計画であち、本文だけで317

真に及ぶ膨大な勧告であった。構造許闘の最初の構想、が1968年に決められた後、個別の領域ごとに

専門部会で分担して検討が進められ、全体の襲撃を経て最終的に1970年2月13日の教育委員会総会

で勧告として決定を見た。このうち、教育行政(学校機捧)の改革を扱った勧告の第5章について

は、この間題のために設置された検討グ、ループ〔メンバ…は教育研究者、教育行政官、ベッカーを

含む教脊委員会の若干の委員なので審議が行われ、教育委員会に提出された草案の起草者は、ベ

ツカーと 1.ヲヒター(マックス・プランク教賓研究所研究員)であった{問。

- 21 -



この勧告の基本理念は、基本法(憲法)で規定された基本権、特に入関の尊厳の不可侵性とそれ

を尊重・保護すべき国家の義務(第1条)、入絡の自由な発達の権利(第2条)の保障に向けて、

あらゆる教育制度や教育組織が編成されなければならないということである。しかも、勧告はこの

基本理念に基づく新たな教育制度の構造計画は、 f教育行政の改革なしには実現されないし、また

新たな(教育制度の)構造には行政機講の新たな形態が対応しなければならないJ(同と述べ、教育

制度改革に連動して何よりも教育行政の改革の必要性を強調する。その擦に、教育行政改革で意関

されていたのは、個々の学校自身が「自らを改革し、革新することができる状態j になることによ

り札、教育首市制F封j度の f持続的な改革J(なro柑1自le釦nd仇eRe之~et;おorm) が可能となる条件を構築することであつた {ω14ω4ω}

こうした意味でで、の教育行政改革の方向性として、勧告iはま学校を「非独立営造物J(叩S犯剥el伽る加S梢儲担dig伊e 

An碍s旬ωlt，捻.enω〉として行政の内部に包含させてきた伝統的な学校監督概念も批判しつつ側、 f公的責任

の枠組みJにおける個々の学校の f限定的な自律性J(eine加grenzteSelbstandigkeit)の楳障とる、

う、先の「総合制学校J勧告と同様の考え方を提示していた ω。

(3) r分権化J勧告(1973年)
f分権化j勧告は、ドイツ教育審議会の第一会期における審議の集大成である「構造計画j勧告

(1970年)で、その教育制度の構造改革のための必然的前提と認識されていた教育行政(学校機構)

の改革を主題として扱ったものである母教育委員会は、第二会期の開始と同時に、教育行政改革を

検討するための新たな専門部会「教育制度の領域における機構と管理J安設置した。この専門部会

の座長にはヘノレムート・ベッカーが就在し、その他の委員10入の中にはプレーメン州の教育行政の

責任者として豊富な経験を有する w.ヂーンカンプ、マックス・プランク教育研究所からは前述の
ラッシェノレトとリヒターの2人が加わっていた問。ベッカーを座長とするこの専門部会は、 f構造

計画J勧告を継承しつつ、教育行政の改革に関するこつの報告書を作成したが、このうち主として

学校の機構及び管理安中心とする報告書が「分権化J勧告として、また主として文部省段階の教育

行政の改革を中心とする報告書は翠年1974年に、それぞれ教育委員会から公表された。「分権化j

勧告は、その基本的な改革理念を次のように説明している。

f教育委員会は、学校に強化された自律性を譲渡することを勧告する母学校の盟有の責径は、

教育制度に対する国家の公的な全体責任及び議会の立法の枠組みの中にある。個々の学校の強

化された自律性は国家及び地方自治体の行政との関係、の中で、決定権限を極々の学校ι移行す
ることを意味する。この枠組みの中で、学校は自律的に活動し、決定すべきである。学校とい

う組織の強化された責在は、教員・生徒・父母が学校に参加されることを要求する。関係者の

参加は、学校が関有の費怪を有する持にのみ意味あるものとなるo ・・この参加によって、

社会的組識としての学校における教員・生徒・父母の共同資任と相互の作用とが可能となり、

また強化もされるのである。j側

「分権化J勧告は、この学校の「強化された自律性J(die vers協rkteSelbst基ndigkeit) と学校関

係者立よる f参加J(Partizipation)を、学校機構改革の基本的な要素に据え、教育課程の大枠を定

める f大綱的指針Jの制定(例えば、年間授業数の枠内で、エポック授業の採舟などの弾力的編成

が可能)、学校の財政上・教員人事上の権限強化、授業の内容・形態の決定への参加を含めて、 f本

賞的なコミュニケーション-決定過程Jを可能にする新たな学校参加制、そして学校監督と学校の

関係を「命令関係Jから f協力関係Jへと転換すること、などの具体的な勧告とその根拠とを示し

ている。
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こうした「分権化j勧告の中で、特に本稿の課題とかかわって注巨したいのは、次の二点である。

まず第一に、以上のような教育行政(学校機講〉の改革が、何よちも学校における教員と生徒との

関に成立する「学欝プロセスJ(Lemprozes)を念頭に置いて構想されていたことである。すなわち、

「勧告」によれば、「学校の課題は最も広い意味での学習ブ口セスの組織化である。従って、学校

及び授業の改革は、学寝プロセスの機構の改革によって具体記されるJべきであり、「授業、すな

わち教員と生徒との活動形態と相互関係の形態が実探に変化した時に初めて、改革が論じられるこ

とができるのである。J(川 f学校及び授業における日常の特別の関難さを克服できるjためには、

換言すれば「生徒を再び学校の中で活性化させ、生徒の学習動機を強化するという試みが成功する

のはJ、従来のように学校を外部から統制することによってではなく、 f授業に関係している者が

酉有の活動領域を自由に使用する時だけである。j側こうした、何よりも学校現場における日々の

授業の現実的な変革という「勧告Jに見られる強い課題意識は、「教育制度の構造と内容を改革す

ることはできるが、行政を改革することができなければ、学校の内部では何も変わらないのであるJ

(⑥， 100)、という 1971年のベッカーの主張と符合する。教育者j度の全体構造の改革よりは、 f自

律的人間j を形成するための「本来の意味での教育ムつまり授業における「学溜プロセスjの回

復を現実に可能iこするための学校機構の改革を指向すること、このことがヘルムート・ベッカーか

らドイツ教育審議会勧告へと継承された、教脊改革を論ずるにあたっての基本的な課題意識なので

あったc

もう一点は、学校の自律性(独立性)と学校当事者の参加の二つが、 f機構変革の分離できない

要素j として、不可分の一体のものとして認識されていたことである。すなわち、「個々の組畿の

強イとされた自得性を欠落した参加は、複雑な、しかし権援がないために、学校内部の単に形式的な

意思形成を生み出すことになるだろう。また参加を欠帯した強化された自律性は、学校の内的構造

を一つの智理的な命令関孫へと縮小するにちがいない。強化された自律性と参加との結合によって

初めて、変革された学校の概念に対志した活動形態と決定構造へと導かれるのである。J(鉛こうし

た学校の自律性と参加との不可分性という立場も先に確認したように、まさにベッカーの自律的学

校論における基本的な認識で、あったc

おわりに

以上の検討で、へノレムート・ベッカーの自律的学校論がドイツ教育審議会の活動及び勧告におけ

る一つの重要な改革理念として貫徹されていたことを検証する本稿の課題は、既iこ違せられたと考

える。

ところで、 1973年の「分権化j勧告には、教育委員会の委員 5名による「少数意克jが初めて併

記され、また各州文部当局も「構造計画j勧告のようにはこの勧告に賛同するもので、はなかった。

「分権化J勧告以降、 ドイツ教嘗審議会(教育委員会〉の内部での意見対立も表面化し、教育行政

の改革の第二部(1974年)は「勧告Jとしてではなく、単に f報告J(Bericht) として公表せざる

を得なくなる。 ドイツ教育審議会の再延長の協定も締結されることなく、開審議会は1975年に解散

となった。

もっとも、 ドイツ教育審議会の諸勧告、特に f分権イヒJ勧告を契機にして、 1970年代以降のドイ

ツ各婦では、教育制度の構造改革に加えて、学校機構の改革も推進されていった事実は看過される

べきではない。ただし、先行研究がほぼ共通に指議しているように協、この学校機構の改革では、

確かに父蘇や生徒の学校参加の権利は拡大されたものの、それが学校全体の合意形成という観点か

らは組識されず、何よりも学校監督との関係で学校の自律性の確立と拡大が必ずしも十分には実現
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されなかった。その意味では、ベッカーの思想及びドイツ教育審議会勧告で主張されていた、学校

機構改革における学校の自樟性と参加の不可分性としづ原則は実現しなかったのである。「ドイツ

教育審議会の活動はその中心の点において挫折したJ(③， 111)、とのベッカーの吐露はこうした

状況においてのことであった。

しかし、 1990年前後を境に、 f長い学校J(die部lteSchule)の前提条件として「学校の岳律性J

( Schulautonomie)の必要性とし、う論議が活況を塁し、特にプレーメン ハンブノレク、ノノレトライ

ン・ヴニにストファレン、ヘッセンなどの各州では、こうした学校機構の改革が具棒化しつつある。

例えば、こうした新たな教育改革における f先導的役割J(却を担っているプレーメン州の場合、 19

91年から「学校のための拡大された自律性jのための f学校組議開発プロジェクトjが開始され、

1994年12月初付で新たな学校法 (Schulgese包)と学校行政法(Schuleverw混ltungsgesetz)が公布さ

れるに至った。この新教育法を解説したプレーメン州文部省の冊子は、学校監替当局は f規制的・

統制的当局から、学校の自主性に専門的立場から随伴し、支援する助言的当局Jへと「根本的変革j

を遂げる必要があり、また f拡大された自律性とは、『良い学校Jという目標の実現のために、よ
り大きな自己決定を学校に付与し、こうした自標追求安行う学校を持続的に(学校当局が〉支援す

ることを意味するj、と説明している刷。

こうした1990年代に入つてのプレーメン州に象徴される教育改革の動向を見れば、 1950年代にヘ

ノレムート・ベッカーにより展開され、 ドイツ教育審議会の諸勧告の中でも改革理念として継承され

ていった、「管理された学校j を「本来の意味での教育jが行われる「島由な学校jへと転換する

ための自樟的学校論は、ょうやく本格的な其体化の段階を迎えたと言うことができるであろう。
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( 1 )権藤典，志夫編著 W21枇紀をめざす世界の教育一理念・制度・実践~ (九州大学出版会、 1994年〉、 119頁{天

野正治議)。

(2)ヘノレムート・ベッカー研究の状況につき、拙稿r教育政策家ヘノレムート・ベッカーと戦後ドイツの学校民主
化iこ関する研究JI(平成8-10年度文部省科学研究費補助金・基盤研究 (C)(2)研究成果報告書、平成11

年 3月)、を参照願いたい。なお、本稿でのヘノレムート sベッカーの著作の出典は、煩雑さを避けるため、

以下の文章長表により、本文の中で、文献番号と頁数で表記した。

H.， Qu組討説tund Q限延誌t・

見， Qu包括泊tund In: Becker， 

In: Becker， 

Die verwaltete Schule. Gefahren und Mるまlic池 eiten(1954)， 

Q四五説-Grundfragen der B出回都politik，Frei初球 1962.

Die hohere scゑ.ule訟 derverwalteten Welt. 

Wer fin初 ziertdie kul主urelleFreiheit? (1953)， 

Grundfragen der Bildungspolitik， Freiburg 1962. 

窃Ders.， 

CD Becker. H.， 

Bd. 45 (1956) In:倒eneWelt， φDeぉ.， 

@Ders.， 1956-In: Wei続出ildung.Au盆陸路;装備計羽s-Theorie， Freiheit in der verwalteten Welt (1958)， 

1974， S知性伊託 1975.

D部 HeidelむergerS制dio.

Frankfurt am誕ain1971. 

In: Probleme einer Sch叫reform.

Eine Sendereihe des Suddeutschen Run品mks，Stu性別此 1959.

@ Ders.， Bildungsforschung und Bildun伊予lanung，

ぐUDぽs.，Weiterむ韮dung.Au政踏rung-予raxis綱引.eorie.

Schule und Verwaltung， ⑤Ders. ， 

1956-1974， Stu仕伊氏 1975.

Auf dem Weg zur lemenden Gesellschfat. Personen， Analysen， Vorschlage誕rdie Zukunft， @Ders. ， 

S結社.gart1980. 

ドイツ教育審議会に関するほぽ唯一の先行研究として、次の文献がある。働組nann，J.，号制ungsp加盟gals (3 ) 

Versuch und h式um忍誌 Beispiel血rPri起訴主総館組g:derDeutsche Bildungsrat， 

(Hrsg. ) • Lehrj油re忌 derBildungsreform， 1976. なお、需審議余の「分権ftJ勧告 (1973年)を検討した

先行研究としては、榔薄良明 f ドイツ学校経営の研究~ (更紀書房， 1996年〉がある。

(4)ベッカーの教育論とドイツ教膏審議会の勧告の関連にごく簡単に触れた費震な先行研究として、孜の文献が

D. H./Lenzen， In:日必er，

ある。 Bee包 S.，Ho他ugs説 ger"Autonome Schulell Zur S甘味turder凶也go郡chenW註nschdebatteum die 

Befreiung der Bildungsinstitutionen， Fran通lrtam 

(5) 1990年代ドイツの学校の自律性論議の動向については、さしあたり次の文献を参照のこと。

Main 1997. 

P.M.， 

Derあderalisi，ぽ秘話ildungsrat. まeformprogr祖国eaus den B凶ldeslandem，

(1997)， Ahrens， J. R.， sc註.ulautonomie-Zwisc訟治塩田undAusblick， In: Die Deutsche sc主，ule，

(6 )この点につき、拙稿 f1950年代甫西ドイツにおける私立学校法の制定経緯とその教青史的意義JW教育学研

究j第66巻第2号(1999年)、

In: Zeischrift釦rPadagogi孟， Jg.43 

1/1996. 

Roeder， 

Bd. 1: Der 

を参照顕いたい。

(7)日誌fner，K. / Nau恐ann，J.， Konjun総urender Bildungspoli儲泊derBundesre安治likDeutschland， 

Aufschwung(1960-1967) ， S知性.gart1977， S. 175. 

(8) Ha勉nann，J.， a. a. 0.， S.197. 

(9) Deutsc忌erBildungsrat， Einrichtung von Sc主ulversuc為enmit Empfehlungen der Bi1dungskommission， 

1969， S.10. Gesamtsch叫en，

(10)あid.，S. 185-18.7. 

(11) Ibid‘， S.108. 

Bildungsrat. Empfe註lungender Bildungskommission. S位u孟turplanfur das酪 dungswesen，1970， 
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(12) Deutsch紅

S.23. 



(13) Ibid.， S. 253. 

(14) Ibid.， S. 256. 

(15)あid.，S.257. 

(16)あid.，S.262包

(17) Deutscher Bi1d粗野rat，芭mpfehlu怠gender Bi1dungskommission， Zur Re.おrmvon Organisation und Viぽwaltung

im Bi1dungswe間 n.Tei1 1 Ve.持政孟teSelb抗議ndigkeitder Schule und Partizi抑tion der Lehrer， Sch註lerund 

芭ltern.1973， S.. 

(18) Ibid.， S.17. (19) Ibid.， S. A12. (20) Ibid.， S. A61ff. (21)昂，id.，S. A24. 

(22)先行研究として、さし当たり次の文献を参照のこと。 Neverm組n.K.， Der sc註叫leiter. Juristische und 

民istorischeAspekte zum Verhal出isvon Bnrokratie und Padagogi孟， S匂社伊式 1982.Keck， R. (Hrsg. ) ， 

K∞peration Eltぽ浪haus剛Sch叫e.Ana1ysen und Alternativen auf dem Weg zur Schulgemeinde， Bad 

Hei1brunnlObb.1979.竹内稜子 f西ドイツ学校訟の動向と特徴一学校における F参加権jの意義と融界一j

f県本教官法学会年報j第四号 (1989年)。前原健二 f現代ドイツの学校制度の法制化の間義性一法制化に

よる『学校監督の結IJ...~ 論の理解をめぐって-J r教育学研究~第59巻第4 号(1992年)。

(23) Ro副~e， W.， Eva1uation der Bremischen sc主叫gese包e，In: Recht der Jugend und des Bi1dungswesens， 3/1999， 

S.248. ノノレトライン・グェストアァーレン州の改革動向につき、離原鍵ニ f現代ドイツめ教育制度論議に

おける f学校の自律~J (日本教育学会第56国大会発表資料))も参熊。

(24) Freie Hanses凶 tBremen (Der Senator詣rBi1dung und Wissensc凶 t)，Bremer Schulgesetze. Die neuen 

Gre酪ien.1995， S.9， 23. 
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の学校当局(文部省、県学校局、学校監替官など)の権眼を極力指j隈して、各学校に広範な自由裁

麓権(教育課設編成及び人事 e予算編成事項も含む)を付与すること、つまり「学校の自律性」

(Autonomie der Schule)の保障ないしその拡大を規定しているのは、こうした「下からJの教育

改革の前提となる法的条件の創出を意図するものであった。試みに、現代ドイツで展開されている

教育改革に関連した教育法の規定と州文部省の委員会報告書の記述の一端を紹介してみよう。

0プランデ、ンブ、ノレク州学校法(Sch叫gesetzvom 12. 04. 1996) 

第7条学校の自律性 (Selbstandigkeitder Schule) 

( 1 )学校は、法規・行政規則の範囲内で、その教育活動、教授上の活動、専門的活動及び組

織上の活動を自ら決定する (selbstbes也nmen)。この範囲内で、学校は国有のプロフィー

ノレを得ることができる。

(4)学校は、父母、生徒(その年令に応じて)並びに教員及びその飽の学校に関係する人々

のパートナーシャフト的協働の中でその自樟性を遂行する。

。ニーダーザクセン州文部省の委員会報告書

f学校における学校長と教員集団との共同活動は、・・・仲間関係の原理に基づいている。学校

の意思形成と決定過程は、繊細で微妙な構造を持つものであって、ヒエラノレキ…的構造は、仮に

それが慎重に導入されたとしても、姐害的に作用するものなのでおる。J7) 

f学校における教育活動は、経務上の生産部門や行政活動と比べて、より合理化されることも、

また効率性という指標 (E缶zienzkriterien)に合致させることも許さないものである。J8) 

みられるように、個々の学校に告樟性が保障されるべきこと、しかもその個々の学校の島津性

(Selbs措ndi諒eit) は、教員集団・父母・生徒等の「パートナーシャアト的協働の中でJ(in 

partnerschaftlichem ZUSぉnme註叫rken)遂行されるべきであること、学校長と教員集団の関採は「と

エラノレキー的構造j ではなく「仲間関係の原理J(Prinzip der Kollegialit話t)に基づくべきこと、さ

らに教育活動辻本来 f効率性J(E話zienz) といった市場原理の指標の適用を「許さないJ額域で

あることが、教育法や教育改革に関する行政文書といった現実の教曹政策の中で確認されている。

現代ドイツでも、財政赤字の中での福祉国家橡の再編という先進諸国にほぼ共通の政治課題を抱え

ている以上、そこでの教育改革にも f学校の自律性の美名の下での経費削減j という政策意国を完

全には否定できないもののへ「教育の公共的領域に市場原理を導入する企てj を、あくまでも共

同性と連帯を基調とする開かれた公共性の視点から相対化する理念の介在にこそ、我々の最大の関

心が注がれることになる。

そこで本稿は、現代ドイツにおける教育改革(学校改革)が、市場環理や効率性原理といったく

経済の論理〉に一元化されずに、共同性や連帯を基調とするく開かれた公共性〉、一雷すれば〈教

育の論理〉の貫録という点で特筆すべきものであることに着目し、こうしたドイツの教育改革の特

質を生み出している要因や普景を解明することを課題とするものである。その際に、本稿が特に注

自しているのは、 f良い学校j に関する実証的な学校研究と「学校開発J(Schulentwicklung)に関

する理論研究、というニつの教育学研究とその成果である。 1970年代中頃から80年代にかけて、英

米での研究成果を摂取しつつ、「良い学校」ないし f学校の質j に関する実証的な学校研究が行わ

れ、さらにその研究成果や組織社会学等の知見も援用しつつ、「良い学校」に向けた具体的な学校

づくり、つまり「学校開発Jの方法に関する理論研究が目前年代中頃から展開された。そして、こ

れらアカヂミズムの教膏学者のみならず州立の教育研究所(教員研修センター)等の研究員までも
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参加する形で展開されたニつの教育学研究の営為は、上述のような1990年代以降に政策化される教

育改革の方向性とその理念を既に輩備していた、と考えられるのである。

以下の本論では、上記のような課題意識及び仮説に基づいて、 1970年代以降の f良い学校j に関

する実証的学校研究と学校開発理論を主たる考察対象として、そこでのく関かれた合共性〉ないし

く教育の論理〉を基調とする新たな学校観とそれな実現するための学校づくりの方法論とが、基本

的には1990年代以降のドイツの教育改革の底流を成していることを明らかにしたいs

ドイツ教育審議会勧告と1970年代の教賓改革第1節

手イツ教育審議会勧告と自律的学校畿の提唱

周知のように、ドイツにおいては、 19世紀中頃以降の国家による一元的な学校統治体制が援場・

強化される渦程では、それへの対抗理怠として、学校を教員・父母及び生徒などの学校当事者の参

加と共同に基づく「ゲノッセンシャフト的自治組織Jないし f学校共間体J(Schu1gemeinde)とし

て再携築しようとする思認やその一部の具体化の試みが行われ、また特に20世紀初頭のワイマーノレ

期には、教育〈学〉と学校の庭律性を学問的に基礎づける教育学理論も構築されていったlヘ
こうしたドイツ教育史の壁史的展開を蕗まえて、現代の学授の岳律性論議へと繋がる教育改革の

理念と方向性合提示した重要なテキストとして、ドイツ教育審議会の勧告を挙げることができる。

ドイツ教育審議会の勧告とそこでのへノレムート・ベッカ…の主導的役割に関しては知稿で確認して

いるのでへここでは詳述を避けて、本論に不可欠な事項のみを確認しておきたい。 ドイツ教育審

議会 (D削除cher芸誌dungsrat)は、帰の文化高権を維持しつつも、連邦的規模で教育改革の方向性

を審議・勧告するための機関として、 1965年7月の連邦と各州政府との聞の協定で設置されたe こ

の1975年7月までの約10年間に及ぶドイツ教育響議会における審議とその勧告の作成にあたって、

マックス・プランク教育研究所所長のヘルムート*ベッカ… (HellmutBecker， 1913-1993)が、

他の委員を圧倒する程の大きな影響力を行使していた人物として知られている1ヘ
H ¥ベッカーの基本的な教育思懇辻、弁議士として各種の文化団体の法的弁護活動を通した体

験を基に執筆された論文「菅理された学校J(1954年)川に亘裁に示されているs この論文でベッ

カーは、国家官僚機構の末端に位置付き、 f機械的な学習学校j と化した当事のドイツの学校は、

f大勢順応的人関jの再生産の場としての f語教施設J(Abrichteans括的に他ならないと批判し、

「自律的人間J(selbstandige Menschen)の育成を可能とする f吉由な学校jへの転換の方向性を

指指した。その際にベッカーが特に重視したのは、 f教員の教育上の岳曲と個々の学校の独自生活

の原理j、つまり学校の自律性 (Autonomie)の擁立と、その学授の自律性が学校当事者(教員、

父母、生徒)の「協鵠Jと f対話Jに基づく「固有の昌治的組織体Jによって担われるべきこと、

このこ点であったiヘ
ドイツ教嘗審議会の諸勧告は、それまでの五分岐化された垂在的な教育制度犠造を、教育機会の

均等を実現するための水平的に段階記された民主的な構造へと松換するという教育制度全体的構造

改革をその主眼とするものであったことは確かである。しかし、留意すべきことは、ドイツ教育審

議会での審議とその勧告は、 H-ベッカーがその中核に存悲していたことによって、教育事j疫の全

体的な構造改革とともに、個々の学校の f管理された学校」から f自由な学校J 自樟的学校への

転換という課題を一貫して追求していったことである。

まず、 1969年の勧告は、中等学校制度の三分岐構造の打開を図る目的で、実験学校として「総合

制学校J(Gesamtschule)の設置を提唱したものであるが、既にこの時点から総合輯学校の設慢に
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託して、強力な学校監督の下に置かれた「管理された学校jではなく、 f計画的に自らを変革する

ような状態Jにある学校、つまり島律的に「持続的な改革J(rollende Reform)を行うことができ

る学校という新しい学校像が示されていたiヘさらに、機会均等の理念から教育制度の全体的構造

改革を提唱したことで知られる1970年の勧告では、 1969年の勧告で示された新しい学校橡が、総合

制学校の枠を超えて、以下のように全ての学校の在り方へと普通化されて提唱されている。

「教育制度のための構造計画は、一回だけの機構改革によってではなく、専ら持続的な改革によ

ってのみ実現されるもので島る。教育行政の改革によって、教育組織(口学校)は告らを変革し、

革新することができる状態になるべきである母つまり、教育行政の改革は、その助けによって教

育制度が持続的な改革の必要性に応じることができる道具を提供すべきなのであるoJ 同

1973年の勧告は、そのタイトノレの「教育制度における組織と管理の改革。第1部:学校の強化さ

れた自律性と教員・生徒・父母の参加Jが端的に示しているように、 1969年勧告以来のドイツ教育

審議会の一つの重要課題であった、新たな学校橡に向けた改革提案の集大成としての位置を占めて

いる。その一部を引用しておこう。

「教育委員会は、学校に強化された自律性を譲渡することを勧告するo ・・個々の学校の強化

された自律性は国家及び地方自治体の行政との関係の中で、決定権限を鶴々の学校に移行するこ

とを意味する。この枠組みの中で、学校は自律的に活動し、決定すべきである。学校という組織

の強化された責任は、教員・生徒・父母が学校に参加させられることを要求する。関孫者の参加

は、学校が国有の責在を有する時にのみ意味あるものとなるロJ17) 

73年の勧告は、学校改革の基本理念として、学校の「強化された自律性J( die verstarkte 

Selbs儲ndigkeit) と学校関保者による「参加J(P紅白ip組on)の必要性を提唱するものであった。

しかも、こうした自律的学校像の提唱は、学校における教師と生徒の開の「学習プロセスJ

(Lemprozes)の再生の不可欠の前提条件として構想されていた。すなわち、 73年勧告によれば、

本来の f学校及び授業の改革は、学習プロセスの機構の改革によって其体化されるJのであり、「生

徒を再び学校の中で活性化させ、生徒の学習動機を強化するという試みjが成功するのは、「授業

に関係している者が閤有の活動領域を自由に捜用する時だけjなのであるべ

2. 1970年代の教曹改革とその離界

1970年代以降のドイツ諸州では、上述のようなドイツ教育審議会の諸動告や「連邦各州教育計画

委員会J(Bund輔Lander-Kommission詰rBi1dungsplanung田ldForschungs:tiる，rderung) による f教育総

合計画J(1973年， Bi1dungsges翻 t手lan)の策定を受けての教育改革が展開された。この1970年代の

教育改革は、 f観察促進段暗J(オリニにンテーション段構)の導入や総合宿j学校の設置に象徴され

るようじ、伝統的な三分較型学校制度の統合化に向けた制度改革と、学校の自律化及び学校参加制

の導入といった学校機構の民主的改革のニつの方向で具体化された。しかし、それは必ずしも十分

な成果を上げることはできなかった。ここでは、学校機構の改革を中心に、 1970年代の教育改革の

成果と限界を概観しておこう。

まず、中等学校の統合化に向けた教育制度改革、特に総合帯j学校の設置は、ヘッセン、ベノレリン、

ノノレトライン・ヴzストファーレン州といった社会民主党 (SPD)の勢力の強い州では積極的に奨
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励されたものの、それ以外の州(特にパイこに/レン剤、パーヂン・ヴュノレテンベノレク州)では極めて

消極的にしか対応されなかった。全体的には、中等学授の統合化よりも、従来の中等学校の類型は

残しつつ、中等学校関の生徒の移動i思議や取得資格の関錨値化措震などを通じて、中等学校関の艶

違を実質的に縮小しようとする改革が進行したへ

一方、学校機構の改革としては、同じく SPD主導の州を中心として、国家(州)の学校監替権

限の一定の制限と教員の教育上の弱由の保障、父母及び全徒の学校参加擦の保障と「学技会議J

(Sch叫konferenz)の導入などが行われていった。大半の州において法制化された学校参加制と

校会議の導入は、確かに父母及び生徒の学校運営への参加権の拡大の点では一定の成果を挙げたも

のの、その f参加j は父母及び生徒の f利益代表j をど促進したに止まり、学校関係者の f協嶺J

(Mitwirkung) と学校全体の合意形成の側面からは把握されていなかった。このことを、学校共同

体の理念に照らしながら、ノノレトライン・ヴェストファーレン州とニ…ダーザクセン州の参加法制

を分析したケックは、次のように結論づけている。すなむち、 f絶対的に強調された利益代表の原

理は、教員と父母と生徒との聞に共同で創り出し、かっ維持すべき『学校共同体』の『教育的吉律

性』に対しては、全く機能していない。・・・学校と学校生活とを共閤で組織することへの義務が

欠落しているのである。J鰯

さらに大きな問題は、プレーメン州やニーダーザクセン弁iなどの一部の州を捺けば21)、全体とし

ては怯統的な関家による学校監督体制自体には何らの変更も加えちれなかったこと初、つまり教員

の「教育上の自由I(die凶dagogischeFreiheit)の点での改善は見られたものの、留々の学校への

自律性の保障は尚も不十分な状態に止まった点にあった。 ドイツ教育饗議会の1973年の勧告は、学

校の自律性の保樟と学校関係者の参加の制度化を、 f機構変革の分離できない要素j として、次の

ように指摘していた。すなわち、 f個々の組織の強化された自律性を欠落した参加は、複雑な、し

かし権限がないために学校内部の単に形式的な意思形成を生み出すことになるだろう。また、参加

を欠落した強化された吉律性は、学校の内的構造を一つの管理的な命令関係へと縮小するにちがい

ない。強化された自律性と参加との結合によって初めて、変革された学校の概念じ対応した活動形

織と決定構造へと導かれるのである。J23)その意味で、 1970年代の教育改革は、 f強化された自禅性

と議参加との結合J~こ基づく学校機構を実獲せず、一部実現した f強化された議律性を欠滞した参加j

も、 f権限がないために学校内部の単に形式的な意思形成Jを生み出したに過ぎなかった、と言え

るだろう。ヘノレム…ト・ベッカーが1979年の時点で、 fドイツ教宵審議会の活動はその中心の点、に

おいて挫折したJと吐露せざるを得なかったのはお}、以上のような、教育棋度全体の構造改革の点

でも、また生徒と教師との間の「学溜ブ口セスJの再生を志向した学校機構改革の点でも、教育改

革が待滞している状況が背景にあったのである。

だが、桂昌すべきことは、この1970年代の教育改革の一定の成果と限界の直中において、 1990年

代以捧の活発な学校の由律性を基調とする教育改革の展開の理論的基盤を提供することになる教育

学務究が推進されていったことである。そこで次に、この1970年代かち初年代において、学校教育

の現実に根を下ろして展開された二つの教育学研究の営為について検討してみよう。

f良い学校jに関する実証的学技研究の展開とその特質第2節

1 .総合帯j学校i二関する学関的付随研究とその婦結

上述のように、 fより多くの民主主義J(mehr Demokratie)の必要性を訴えた社会民主党 (SPD)

のプラントの連邦首相就任(山部年10月)に象徴される社会全体の民主化とその期待(後に「多準
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症JEuphorieと表現されることになる)の高揚という時代状況を追い風eにして、 1970年前後には

ドイツ教育審議会の勧告の方向性での教育制疫の民主的構造改革が行われていった窃とりわけ、既

に一部では導入の準舗が行われていた総合宿j学校 (Gesamtschu1e) ~士、 1969年のドイツ教育審議会

の勧告及び常設文部大臣会議 (KMK)の協定を契機に本格化に設置されるようになり(当初は実験

学校として)、労楊者階級子弟の教育機会を著しく臨書している制度と酷評されていた伝統的な三

分岐型学校制度を民主化するものとして、この新しい学校実験への期待は大きなものがあった。こ

の教育制度の民主的構造改革と連動する形で、帯i変改革の成果を従来の制度と比較しつつ経験科学

的に追跡調査する「学問的随伴研究J(die wissenscha武licheBegleitforschung)も組織されていった。

その研究の中心は、総合制学校と伝統的な中等学校(ギムナジウム、実科学校及び基幹学校)との

比較研究であった。

こうした学校研究の代表的成果として、例えば、ブェント (He加utFend)による『総合制学校

の比較 総合制学校実験の成果の総括~ (1982年)紛を挙げることができる。コンスタンツ大学の

教育研究センタ-I (Z切なumI fur Bi1dungsforschung der Universitat Konstanz)を拠点として実

描されたブエントの研究は、 1969年と 1972年の予髄調査に続いて、ドイツ学術協会 (De¥1tsche

Forschungsgemeinscha武)の助成を受けて実施された1973年と76年の全国規模での学校調査と、ヘ

ッセン、ノノレトライン・ヴェストアァーレン、ニーダーザクセンの3州文部省からの委託を受けて

実施された1977年から79年までの学校調査とを総括したものである2へこのフェントの研究書に代

表されるこの時期の学校研究は、しかし、総合制学校と伝統的な学校類型とのいずれが優れている

のか、という学問付随研究の初期の目的に関しては、期待された結論を導くものとはならなかったo

この教育制度改革及び学校実験に関連した学問的付随研究がもたらした帰結について、著名な教育

学者のヘンテイツと (H紅泊施tvon Hentig)は、ノノレトライン・ヴェストアァーレン弁iでの研究に

代表させて、 1980年の時点で次のように総括している。

「ノノレトライン・ヴェストブァーレン州における総合宿j学校に関する学問的付髄研究の結果は、

何よりも一つのことをもたらした。すなわち、学校関の成績比較は・・・数学、 ドイツ語、英語

あるいは社会性、規律、学校不安感、さらには卒業ということに関しても問機なのだが、何らの

明確なことも、また如何なる意味でも確定的なことも提供してはいないということである。・.

・ノルトライン・ヴ、こにストアァーレンチI~ における調査研究の最も有益な知見は、個々の総合制学

校の開の差違の方が、『比較すべき二つの学校システムの開の差違よりも極めて大きい』、とい

うことである。J27) 

このへンティッヒの総括に端的に示されているように、多くの研究成果は、生徒の諸能力の差違

の要因を、総合宿j学校やギムナジウムといった学校類型(学校シスチム)の優劣に求めるものでは

なく、むしろ「学校の雰囲気J(Schu訟注na)に象被される個々の学校における内的な諸要因の重

要性を指摸するものとなった謝。フェントとともに、総合制学校に関する学問的付随研究の代表的

人物とされるアウリン (KurtAurin、フライブ〉レク大学教授)も、学校類型(学校システム)に基

因すると考えられる差違は僅かに全体の1%から 3%程度にすぎず、く個々の学校の要菌>(F誌tor

"einzelne Schu1eつの方がく学校システムの要因>償法tor"Schu1systemつを凌駕していることが

明らかになった、と結論づけているへ

こうして、 1980年前後に相次いで公表された総合制学校に関する学問的付随研究は、学校類型(学

校システム)関の優劣判定という当初の研究目的に関しては確定的な結論を下すことはできず、む

しろ学校類型(学校システム)よりも個々の学校の内的な諸要素の重要性を強く示唆するものであ
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った。かかる学問的付随研究の結果は、教育制度の構造改革自体の停掃が1970年代中頃以降には明

確化したこととも相侯って30)、fシステム問題から学校問題への農望の転換J(アzント)刻、すな

わち教賓政策と教育学研究の主要な関心を、教育事j震構造や学校類型(学校システム〉の問題から、

{国々の学校の問題へと向かわせる f決定的な誘因J却となったのであった。その意味では、 1970年

代の教育制度の構造改革はそれ自体としては必ずしも大きな成果を上げることはできなかったが、

結果としては f倍々の学校の意義の再発見Jの「引き立て役J(Folie)却という重要な教育史上の

役割を果たしたことになるのであるe
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2. フェントによる「教嘗的活動統一体としての学校の再発見J

こうして、 1980年代に入ると、 f長い学校J(Gute Schule)とは如何なる学校なのか、 f良い学校J

のメノレクマールは何か、すなわち f学校の質J(Quali筒tvon Schule， Schulqualitat)を規定するも

のは何か、を解明することを基本的な研究課題とする実証的な学校研究が展開されていく o この実

証的な学校研究には、既に1970年代からの教育制度改革の学問的付随研究に従事してきたアェント、

アウリン、テイルマン(Klaus-jurgen T迎mぉn、ハンブルク大学かちピーレフェノレト大学)、へー

ニッシ品 (HansHaenisch、ノルトライン・ヴェストファーレン州立学校・継続教育研究所)、シュ

テフェンス(UlrichSte宣ens、ヘッセン州立教育計画・学校開発研究所)といった研究者に加えて、

1970年代までは教育制度や学校システムの比較研究を行っていた研究者も従事していったへ

1980年代に展開された「良い学校Jに関する実証的研究の推進にあたっては、この分野では研究

が一歩先ん乙ていたイギジス及びアメリカの研究成果も積鍾的iこ摂取されている。その中でも特に

ドイツの研究者に影響を与えた研究は、いわゆる「ラッター研究J(Die Ru仕er-Studie)、すなわち

ラッター (M.Rutter)を合む4入の研究者によち 1979年に刊行されたrl万 5千時間J宿泊een
Thousand Ho町s，London 1979)純であった。早くも翌年には上述のへンティッヒによる序文を付

してドイツでも翻訳刊行された fラッター研究j は、イギリスの中等学校をフィールドとして、教

育課程や財源といった外的条件が問ーの学校であっても、それぞれの教育の結果には著しい差違が

生じることを詳綿に論証した研究書であった。「ラッター研究j は、上述のような総合制学校に関

する付髄研究の成果が公表されつつあった「まさにその時期J(ヘンデイツヒ)紛に上梓されたも

のであっただけに、ドイツにおける「良い学校Jに関する実証的学技研究を促進する上で重要な役

割を果たすこととなった。

ここでは、この「ラッター研究j を始めとする英米の研究を摂取しつつ震関された1980年代の実

証的学校研究の中から、その代表的研究と目されるブ旦ントの研究を確認してみたい。アェントは、

総合輯学校という間ーの学校類型の内部でも教育の質に関しては大きな差違が存在することを実証

した著書 f学校の愚土~ (1977年)、 1980年代に入ると上述の著審 f総合鎖学校の比較JI(1982年)
を刊行し、そして1986年にはそれまでの180校にも及ぶ学校の詳細な実態調査者踏まえて、学校の

質を想定するメノレクマールを検討した著名な論文である f良い学校と悪い学校J31)を発表した。こ

の論文の中で注話すべきことは、 f良い学校J(Gute Schule)を特徴づけるものとして、子どもへ

の強い教育的配慮、授業以外の多様な教育活動の提供と好ましい学校の雰囲気 (Schul組ima) とと

もに、教員集自における内的な結合と協力の度合いの強さが指摘されていることである。フェント

によれば、「学校とは共同体的な問題解決関孫 J (die gemeinschaftliche 

ProblemlosungszUSaI組問由治ge)なのであり、こうした教員集団における結合と協力を碁盤とした

「共同捧的な問題解決関保Jの中から、その学校全体を賞いて流れている独自の「学校文化J

(Sch叫kul知r)が生み出されてくる端、という o 1960年代初頭までのドイツでは、 f良い学校j と
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は、一般に良い教師と価値の高い教育内容と学習意欲のある生徒という 3要素の総枠として理解さ

れていたとされるが制、この1986年時点、でのブエントの理解は、単なる教師と生徒の聞の教脊的関

係を超えて、「教育的活動統一体としての学校J(Schu1e als padagogische Handlungseinheit)とし、う

新しい学校観を提示するもので、あった。この新しい学校観に関連して、アェントは次のように述べ

ている。

「今や我々は学校という場面に注告する時、教員の教育的活動の抵念を拡大することにな号、ま

た個々の教員の具棒的な授業や個人的な行動を超えた努力、つまり教育的活動を共同で組織する

ということに関連した努力を考惑することになるのである。jω

3.醗究グループく学校の質>の研究成果とその特質

さて、以上のような、「良い学校jないし「学校の質j に関する研究の高まりを背景として、 1985

年秋に、ヘッセン州立教育計画・学校開発研究所とブェントを中心とするコンスタンツ大学研究グ

ノレープが主導する形で、研究グループく学校の質> (Arbeits誌reis喝ualitatvon Schu1e" )が結成さ

れた。この研究グノレーブの参加者は最終的に77人を数え、その中には、上述のアェント、テイノレマ

ン、へーニッシニ1、シュチアェンス、ヘンティッピの他に、クラブキ (WolfgangK1地i、マーノレブ

ノレク大学)、レーダー (PeterM紅tinRoeder、マックス・プランク教育研究所)、そして後述される

ハンス=ギュンター・ロノレフ (H松やG也lterRo盟、 ドノレトムント大学)といったドイツ教育学界を

代表する研究者が名を連ねていた。しかも、この研究グループにはアカヂミズムの教育学者に加え

て、州立の教育研究所の研究者及び州文部省の教育行政官(この中には、後にヘッセン州文部大臣

として、 1992年の学校法を制定する H紅白混ut Holzapfelも含まれている)が28入、総合制学校等の

教員と自治体関係者が約11人参加していたへ研究夕、ノレープは、 85年の結成以降、定期的に研究集

会を開き、第1集 (1987年〉から第7集(1992年)までの報告書をヘッセンチN立教育計画・学校開

発研究所から刊行し、さらに1993年にはその約8年に及ぶ共間研究の最終報告書として、『学校の

質の探求c.ij(Erkundung zur Qualitat von Schu1e)を上梓した。この問、研究グループは、 ドイツ教

育学会の学校教育学委員会(Kommission Schu1尚也.gogi女自rDeutschen Gesellsch泊施r

Erziehungswissenschaft)のメンバー、特にアォーゲソレ U.P. Vogel)、ケラー (F.Koller)とも研究
交流の機会を持っている勺。

研究グ、ループく学校の質〉は、その研究活動を通して、それまで行われてきた「良い学校Jない

し f学校の質j に関する実証的学校研究を総括して、この点での参加者の一定の合意を形成するこ

ととなった9 ここでは、『学校の質の探求~ (1993年〉を基に、この研究グ、/レープが最終的に合意

に達した認識のうち、特に注毘すべき三つの事項を摘記しておこう。

まず、第一に注目すべきことは、「良い学校Jないし「学校の質Jを規定するメルクマーノレとし

て、「効率性J(草笛zienz)の視点で捉える見方安否定し、数量化可能な狭義の「学力j、つまり教

科成績に収放されない、学校での人間形成の全側面とそれを支援する鴬みの全体を視野にいれる立

場が確誌されていることでまちる。すなわち、学校の f賀jや f良さJとして考えられていることは、

「ただひたすら r効撃性Jを志向するブログラムとは異なる。」何故なら、 f効率性j志向の学校
観では、 f一面的に所与の中核教科の成績の向上jにのみ関心が集中しており、そこでは「自律性、

責任感、そして連帯感や純粋に教育的試みjが等関視されているへそして、こうした認識の帰結

として、 f効率性jないし「効果的学校づくりJ(effective schooling)を志向するアメリカ及びイギ

ヲスにおける学校研究との認識の桔違が明確にされたことで島る。この点については、次のように
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述べられている。

「ドイツとアメリカの学校の質についての研究の相違は、ドイツの研究における質の指標が広く

理解されている点にある。アメリカでは、圧倒的に教科の学業成績、特に文化技術の熟練が問題

とされているが、 ドイツの研究は組織的な教授・学習諸条件を追求するにあたって、単に教科の

指標だけではなく、いわゆる『教科外』の指標にも関心が向けられている。学校の質の問題にお

いては、学習結果の単なる評価に限定すること (f結果の質J)は有益な方法ではない。むしろ、

学校をその内部的諸関係の点でも評価すること、つまり学校のプロセスの質を強調することが重

要なのである。」叫

第二に、学校の質を、学業成績という「結果の質J(Produktquali凶t)だけではなく、「プロセス

の質J(Prozesquali凶.t)をも加味することで、学校が共同体的組織、すなわち「教育的活動統一体」

(フェントの用語)として定式化されたことである。研究グループは、「良い学校」を次のように

特徴づけている。

「我々は学校を組織として考え、また個々の学校の組織編成の次元から出発しようとすれば、『良

い』学校は次の点で特徴づけられることができる。すわなち、良い学校においては、問題解決の

プロセスが、人間的な関係を保ち、学校固有の諸条件、特に教員と生徒の諸条件を考慮、し、さら

に教育学上の諸知見も考慮しながら、一つのバランスのとれた関係をもたらしているのであり、

しかもこのバランスのとれた関係に教員も生徒も一体化することができ、かつそれを積極的に支

持し、教育的責任の中で精力的に具体化しているのである。」叫

研究グループによれば、「問題解決のプロセス」の中で、学校の構成員(特に教員集団と生徒)

が「人間的関係を保ち」ながら、共同でかつ責任を分かち合いながら教育活動という一つの「バラ

ンスのとれた関係J(Balanceverh剖凶s)を自ら創出していくという共同体としての新しい学校観、

すなわち「教育的活動統一体としての学校の再発見J(フェント)こそが、今後の教育改革の中で

「中核的意義」を持つことになる。つまり、研究グ、ループは、「学校の質」や「良い学校」に関す

る研究の総括として、「目標志向的で、組織的で、専門性を生かした計画的な学校の組織編成を教

員集団を通して行うという意味での学校の『内的な』革新」が、教育改革上の急務となることを確

認したのであるへ

そして最後に、第三として注目すべき点は、こうした急務としての学校の内的革新のための前提

条件として、個々の学校には自らを組織編成するための自由裁量権、つまり「公式により多くの自

律性 (mehrAutonomie)が保障される」ことと、学校関係者の「参加の自覚的な保護」とが必要

となること、さらには「学校監督そのものの再検討」も不可欠となることが、確認されたことであ

るぺ言うまでもなく、この学校の自律性と学校関係者の参加の制度化及び学校監督の制限の主張

は、 1973年のドイツ教育審議会勧告のそれであつった。研究グ、ループによれば、 1973年の勧告内容

は、「学校研究による調査結果と一致している」ものであり、その意味で今後の教育改革、特に学

校の内的改革の関連では、今なおも「焦眉のJ(はtuel)課題であると評価されるべきものとなる制。

かくして、 1973年のドイツ教育審議会の勧告とそれが提起した学校の自律性を基軸とする学校改

革の課題は、総合制学校に関する付随研究とその発展としての一連の実証的学校研究の努力を経て、

その正当性と実現の必要性とが教育学的に改めて検証されることになったのである。しかし、この

「良い学校」、すなわち学校の自律性と学校関係者の参加を基軸とする共同体としての学校の創出
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としづ教育学的認識は、教育政築としてのその具体化のためには、さらにもう一つの教育学的営為

を経ることになるc組織開発を援用した学校開発理論がそれである。次に、この点の検討に移ろう。

第3節学校開発理論の展開とその特質

1 .学校欝発理論の霊場

さて、 f良い学校j ないし f学校の質Jに関する実証的学校研究が展開され、自待性と参加

軸とする共同体的組織としての学校を創出することが教育改革の急務であるとの認識が確認されつ

つあった時期、すなわち1980年代後半から90年代初頭にかけて、そうした認識のより具捧化に資す

ることになった新たな教育学理論の構築が行われていった。すなわち、ハンスz ギュンタ--.ロノレ

ブ (HanゃGunterRol宜、 ドノレトムント大学教授、向学校開発研究所所長〉を中心とした f学校開発

四輪J(Schu1entwick1ungstheorie)がそれである。学校開発理論は、主としてアメリカにおいて組

織社会学と企業経営の実践の中で発達して、その後北欧諸詣でも実銭されていた f組織開発j

(0:(伊nisationsentwick1ung，略称で OEと表記されることも多い〉の経験と知晃を、学校開発(山

学校改帯、学校づくり)に援用して、学校を学校講成員の手で内側から改善・変革するための持続

的な戦略iこ関する理論の総称である。学校開発理論は、 f臨標を知ることだけでは十分で、はない。

我々は、目標を如何にして達成するのかも知らねばならない。j樹との言葉に象徴されるように、「良

い学校J{こ関する実在的研究の成果を受け継ぎ、しかもその研究では十分ではなかった側面、つま

号、 f良い学校j に向けて留々の学校を如持にして変革するか、この学校変革の方法に関する理論

である番えるe

一般iこ、 f学校開発J.(Schu1entwick1ung) という用措は、 1960年代から70年代にかけての時期ま

では、教育制度全捧の構造改革との関連で使用されていたが刷、 1990年代以降の現代ドイツでは個

々の学校の内側からの改善・改革という意味での「学校開発j という雷い回しが極めて頻繁に捷毘

されるようになる。この場合の「学校開発J概念には、多かれ少なかれ f組織開発J(OE)を援用

した学校開発という、いわゆる学校開発理論の考え方が反映していると吉える。また、 1990年代以

降多くの州で風関されている教育改革(学校改革)においでほぼ共通した要素となっている、信々

の学校での f学校プログラムJ(Schu1progr祖nm)の作成、 f内的評揺J(Interne Evalua話on) と f外

的評価J(Externe Evaluation)の実施、さらに助言・支援機能を重視した学校監督への賓的転換と

いった事項は、学校開発理論の震関と連動して普及してきた概念であると言えよう。

こうした意味での学校開発理論がドイツにおいて一般に知られるようになった契機は、 1990年に

担ノレアとべ…ア・ダヲ…ン (Per Dalin) が著した『瀞j度的学校開発プログラム~ (Institutionelles 

Schu1e設twic封印伊丹0伊怨盟)鉛の刊行にあったc ロノレブが研究グノレ…ブ〈学校の質>のメンバー

として参加していたことは前述した通りであるが、それ以前に彼は、実験学校としての総合制学校

の設聾を提唱した目的年のドイツ教育審議会勧告を起草した専門部会(座長はヘノレムート・ベッカ

ー〉の委員としての経墜を経て側、 ドノレトムント大学に1973年に新設された「学校開発研究所J

(Institut飽rSchu1entwic註lungsforschung)の所長に就任した教育学者である。共著者のダリーンは、

組織開発に基づく学校開発に関する研究・指導機関である f教育改革国際運動J(International 

Movement Towards Educational Change、略称でIMTEC。本部はオス口)の所長として国際的に活

躍している教育学者である(現在はオスロ大学教授)。ちなみに、 f制度的学校開発プ口グラムj

は1995年に増補改訂怠れ、この増補改訂版は翌年の1996年の時点で単くも第3抜、 1998年には第4

版を重ねるに恋っている。
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ダジ…ンの学校開発に関する著書『学校開発への寄与としての組織開発一学校のための革新戦略

-~ (1986年〉紛は、既にドイツ語訳で刊行されてはいたが、組織開発に基づく学校開発という概

念の普及の点では、 1990年のロノレフとダヲーンの共著 f制度的学校開発プログラムJの刊行と、そ
の前後におけるハンス=ギュンタ…・ロルアによる学校開発理論に関する活発な研究活動に負うと

ころが大きいへ加えて、ロノレフが狭義の研究活動に止まらないで、 ドイツ内外で政府及び学校当

局などの委員や顧問として、其体的な教育改革〈学校改革)の申で践らの学校開発理論の知見を具

現化していることも重要である。例えば、ロノレブは、既に1980年代から実擁されていたノルトライ

ン・ヴェストファーレン州における校長及び学校開発指導者 (Schulentwicklungsmoderator)の研

修・養成プログラムを州立学校・継続教育研究所と共同で担当している龍、学校開発理論に基づく

先駆的な教育改革を実施したブレーメン州の改革にも、その企画の段暗から顧問として参加してい

た55)。さらに大舎な反響を呼んだ『教曹の未来 未来の学校J(ノルトライン・ヴ皿ストアァーレ
ン州教背番員会報告書)附にも、ダヲーンと共に委員として加わっていた。

そこで、以下においてはロノレフの学校開発理論を検討することによって、この理論の特質を明ら

かにしてみよう s

2. ロルフの学校開発瑠論の前接的認識とその特質

( 1 )教育政策・教育研究上の fパラダイム転換j

まず、上述してきたような1970年代以降の教育改革の展開と実証的学校研究の知見を過して、教

育政策及び教育研究の対象や方向性が、教育制度全体の捧造改革(マクロ政策)から個々の学校の

改革(ミクロ政策)へと大きく転換したとの認識が提示される 9 立ノレアは、 f学校開発J概念の転

換安含む、こうした教膏政策上・教育研究上の転換を fγクロ政策からミクロ政策へのパラダイム

転換j という嘗葉で表現し、こうした転換を促す契機のーっとして特に、アェントによる「教育的

活動統一体としての学校j という学校観を高く評価しているへその際にロノレフはまた、 1970年代

までの教育機会の均等を指導理念とする社会政策的側面を有した教育制度全体の構造改革に関する

研究が、政治家の政策行動の素材は提供しても、学校教賓の当事者の主たる関心となることはなか

ったのに対して、 f泉い学校Jないし f学校の質j に関する研究は、それ自体が論争の対象となる

社会政策的自標とは直接関保せず、何よりも学校教育の当事者吾身の関心と行動意欲を喚起するも

のである点にも注毘している制岱

ロノレフは、 1970年代の教青制度全体の構造改革(マクロ政第〉が十分な成果を絞めることができ

なかった背景として、実証的学校研究の知見を踏まえて、次の3つのマクロ政策の問題点を指摘し

ている。第1に、マクロ政策は、一つの学校改革のそデノレが基本的に全ての学校に適応され得ると

の前提に立脚していたが、こうした f標準化された解決策j は現実には機能しなかったことが明か

となったことである。第2に、マクロ政策i土、教員を新たな理念や成果の「消費者j とみなし、ま

た学校を標準化された解決策を採用するだけの「下請け機関Jと見なしてきたが、学校が上位機関

が開発した成果を f採用jすることはめったになく、実際は成果を学校の現状に f適応Jさせてい

るに過ぎず、本質的な学校改革を実現するものではなかったことである。さらに第3に、マク口政

策は、ある中央機関が開発した改革モヂルを、信々の学校も目的合理的に採用するとの前提に立脚

してきた。しかし、現実にはそうした工業分野に由来する機械的な前提は、学授の領域では機態せ

ず、もしろ f匿有の開発運動Jに規定された f特別の制度」である学校には何よりも f教育的な開

発プ口セスJ(padagogischer Entwic組問gsprozes)が存在することが明かとなったことであるsヘ
こうした基本的な前提的認識を蕗まえて、ロノレブは、個々の学校畠身こそが「変革プロセスの基
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礎である」刷として、学校の内部から、しかも学校当事者自身がその討議と合意形成のプロセスを

経て、学校の組織とそこでの教育の在り方を変革することが必要なのだと考えたのである。この点

をロルフは次のように確認している。

「何が『良し、』学校の目標であるべきかは、予め設定されることはできない。予め与えられたも

のは、せいぜいのところ目標の具体化に導くか、あるいは与えられた目標を表面上は是認しつつ

も (W空念仏~)、実際上の活動ではそれを否定するという、教員集団による『内部解約』へと導

くにすぎない。真の活動目標は、(国家の前提的基準の枠内で)最初に目標を明らかにすること、

次いで目標について合意を得ることを通して、教員集団自身によってのみ獲得されるのである。

この目標の明確化と合意形成は、優先課題の決定へ、そして最終的には一つの学校開発プログラ

ムへと結実するのである。」削

(2 )特別な社会組織としての学校とその変革の戦略

ロルフらの学校開発理論が基礎的前提としている第二の重要な認識は、上記の実証的学校研究の

みならず、組織社会学や教育学上の知見にも基づきながら、学校を他の組織とは異なる特質を有す

る社会組織 (soziale Organisation) と捉える点にある。すなわち、ロルフによれば、学校はその使

命を真に果たすためには、他の社会組織や形式的な官僚機構とも異なる、特別の「司11育・教育組織J

(Erziehungs-und Bildungseinrichtung)でなければならない。ロルフが述べる学校とし、う教育組織

の特質は次の2点にまとめることができょう。まず学校はその構成員の大半が子どもという「成長

途上の者J(Heranwachsende)から成る組織であること、つまり「組織としての根拠を子どもを引

き受けることに置く J組織であることである。ロルフによれば、ヘルマン・ノールの教育思想に代

表される、成長途上の者~ (生徒)と成人(教師)との関係を「教育的関係J(erzieherisches Verh剖tnis)

と考えることは、学校という組織における「本質的J(konstitutiv)な点となる。この「教育的関

係Jを基盤とする「個人的運遁」の場である「学校においては、目的に固定的に合わせて手段を割

り当てるという意味での技術性は、しばしば不適切なものである。」その意味で、「学校は、その

成果を、経済的原理に基づいて入力と出力の比較によって算定することができる経済的・技術的な

生産組織ではないのである。」刷

こうした人間形成の場に固有の、いわばく教育の論理>は行政的統制や外部的な評価を極力制限

すること、そして教員の自律性 (Autonomie) と専門職化を要請するが、同時にこのことは、教育

組織が誰からも最終的には統制を受けないという「統制不確実さJ(Kontrol1unsicherheit)や、個

々の教員が「単独労働者J(Einzelarbeiter) として孤立するという、し、ま一つの学校という組織に

固有の問題と危険性を生み出すことにもなる。ロルフによれば、こうした教育組織が必然的に内包

する問題や危険性は、「仲間同士のコミュニケーションと協力」ないし「教員のティームによる協

力」によってのみ緩和・回避できるものなのである則。この学校組織における協力関係の構築の点

で、その要の役割を果たすのが校長であり、その意味で「良い学校」は「良い校長Jを前提とする

のであるが、ロルフによれば、このことは強い権限を持つ校長が必要となることを意味するもので

も、また校長が教員の職務上の上司となることすら必ずしも必要としない。校長が一方的に示すヴ

ィジョンは学校全体のヴィジョンではなく、「学校全体のヴィジョンは全教員集団の協力と生徒及

び父母との交流の中においてのみ生じることができるものである」からである。その意味で、「良

い校長Jとは、こうした「共同して作成される学校プログラムに基づいている、協力的で意思疎通

的な学校文化の開発を可能iこするJ機能を担う存在なのであるぺ

ロルフは、学校を本来的に経済効率性の原理が適用できない組織であり、同時にまた教員集団の
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コミュニケーションと協力関係を不可欠の要素とする特別な社会組織と捉える認識に立って、かか

る特質を持つ学校における「組織的変革プロセスJ(or，伊nIsatorischer VeraDderungsprozes)は知

荷にして可能となるか、という課題に取ち組み、学校開発理論会構築することとなったのである。

こうして登場する口ルブの学校開発想論は、何よちも教員集団の相互のコミュニケーションと協力

を通して、生徒のみならず教員集団吉身も「組織学習J( Organisatio図画Lemen)する意思と能力を

持った組織を作ることを志向する理論であり、 f学校の活動のより良い、より望ましい結果を実現

するための学校文化の変革に向けた戦略j耐を提示する理論と脅えよう。この点を口ノレブは以下の

ようにまとめている。

「学校開発プログラムの全ては、学校の問題解決龍カを高めること、つまり組織学習をねらいと

している。しかし、この開題解決能力を高めることは、決して自己目的ではなく、あくまでも教

員集団の質の改善のための枠組みとしての学校文化の(社会的・精神的な学校雰囲気の)改善に

奉仕するもので、あって、これら全ては最終的に生徒遣の諸能力を高めるために行われることなの

で島る。j 附

(3 )学校の自樟性の保障と学校監督の質的転換〈マクロ政策の復権)

最後に確認すべき点は、ロノレアの学校開発理論は f組織学習j を通した個々の学校の改善に醸定

された理論ではなく、個々の学校を改革の基点に指えつつも、問時に菌家 (~\I~)の教育行政や学校

監替の機能の重要性の再認識も促し、かっその在り方の披本的改革をも射程に入れた理論であるこ

とである。

個々の学校が、「組織学習J安通した f学校文化Jの改善を通して自己変革を持続的に行うこと

ができるためには、細々の学校には何よちも自律性が保障されること、「特にカリキュラム語、財

政面、そして人事部でのより一層の自由裁量領域j叫がその前提条件として要請されることは古う

までもない。つまり、組織開発は基づく学校開発が目標とする「問題解決学校あるいは『教育的活

動統一体Jとしての学校は、高い程度の組織繕成上の自律性 (Ges凶胞ngsautonomie)を前提とし
ているj紛のである。しかし、ロルブによれば、ただ単に個々の学校に組織編成上の自律性が保障

されただけだとすれば、偶然的で場当たり的な学校開発は、「諸条件の不平等の下では、競争的な

学校という統制されないシステムj を生み出し、 f社会的ダーウイズムに堕するJ危換性を苧むこ

とになる。そこで、こうした危険性を回避し、かっ憲法(基本法)で保障された「生活諸関係の問

価値性j を踏まえて、社会的に要請されている学校の質的・社会的機能(教脊水準と機会均等の確

保など)を実現するためにも、 f国家の学校監督は必要である。j樹

しかし、その擦には、国家(州)の学校監督の機能は、従来までの支配・統制的機能から、あく

までも「開発の原動力J(Motor der Entwic孟lung)である翻々の学校とそこでの f組識学習j を支

援し、かっその質的確保を実現することを目的とした、助言・指導的機能へと質的に転換すること

が強く求められることになる。この点を踏まえ、ロルアは、学校と学校最替の双方における賀的転

換の必要性を、以下のように定式化している 9

「確かに、学校は自己組織と開発のための確実な基礎であり、開発の原動力である。しかし、そ

れはその学校には学校監督かあるいはそれと関賓の評伍システムが不可避的に付賭している、と

いう意味においてのことであるo ・・もとより、その際には、自己革新的で自己組織的な学校

に対する学校監督は、今日のどちらかと雷えば統制的な評缶組織から、より助雷的な評価・支援

システムへと自らの機能を転換しなければならないであろう。J 70) 
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おわりに

以上、本稽では、圧倒的勢いで迫りつつある競争と効率性に基づく市場原理に抗して、共同性と

連帯に基づくく開かれた公共空間〉としての学校づくりと教育改革の糸口を探るという課題意識の

下に、現代ドイツでの教育改革の歴史的背景を成すと考えられるニつの教育学研究の営為とその特

質を分析してきた合

人間形成の営みが本来的に効率性の原理の貫徹を阻むものであること、個々の学校こそが教育改

革の基盤となるべきこと、学校の自律性の保障の下で、学校当事者の参加(共同性)と協力(連帯)

に基づくく共同体〉としての学校を講築することが最終的には、そこでの人間形成の質を改善する

基盤ともなること、そしてこうした「下からJの学校改革を支援する機能として学校監督(教育行

政)は不可欠であり、そうした方向での学校監督の質的転換が学校改革と連動して行われるべきこ

と。 1970年代中明から関蛤された「良い学校Jに関する実証的学校研究とその成果を継承しつつ展

開されている学校開発研究というニつの教育学研究の営為は、こうした教育と学校改革ι関する知
莞を提供した。 1990年代以降のドイツの諸外iでは、こうした知見を理論的基盤としつつ教育吹革が

展開されていくことになる。

もはや言うまでもなく、こうした学校改革に関する基本的認識や方向性辻、既に原理的には1973

年のドイツ教育審議会勧告に集約されていたものであった。その意味で、 f良い学校j に関する

証的学校研究と学校開発理論というニつの教育学研究の営為とその或果は、 f自律的人間j を育成

するための f自由な学校j の創出というヘノレムート・ベッカーの教育理念が色譲く反映したドイツ

教育審議会の1973年勧告と、「学校の自捧性j を基調とする1990年代以捧の現代ドイツにおける教

育改革とを繋ぐ、いわばく架橋〉としての盤要な役嵩を果たしたことになる。

最後に、本稿で確認した現代ドイツの教育改革〈学校改革)の基本的認械を端的に示している行

政文書の一部を紹介して結びとしたい。

f良い学校とは何か? 学校の賓の関揺は、理論的・抽象的に答えることができるものではなく、

具体的な実践における終わりのない試行一合意形成過棋として理解されるべきものであるo

・良い学校の本質的メルクマ…ノレは、学校の雰囲気ないし学校のエトスでるる。すなわち、良い

学校とは、教育目標についての共通の観念を教員集毘が共有していること、そして学校生活全体

がその教育目標に規定されていること、さらに学校の中に生き生きとした交流と協力があること、

最後に学校というものが、生徒達が喜んでそこにいる学習・生活空間であること、これらの点で

際だっている。こうした学校は、生徒も父母も教員も学校と一体化しており、学校の中や学校の

組識に協働することを動機づけられることを可能にする確かな組織を宥しているのである。J7!) 

プレーメン州文部省議 f学校と教育行政のための組織開発プログラム~ (1995年)より
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1 )棄藤純一r公共性.lI(岩読書底、 2001年)、 72-88貰。
2)佐護 学「贈与・再配分・交換の教膏関係ーコミュニケーションの経済的構造に関する覚え書きJ籍回・藤限

・黒崎・片棋・佐藤繭『教育学年報5 教育と市場.lI(註織書房、 1996年〉、 127賞。関連して、次の文書長も参

照。児美川孝一郎 f新自由主義教育政策が措く学校像Jr教育.lINo. 672 (2002年1月号入
3)官接英一「イギリスのニュー・パブリック・マネジメントと教育行財政改革Jr自本教育行教学会年報』第26
号 (20∞年)、参照。

4)棄藤純一、前掲審、 82賞。

5)佐藤学、前掲論文、 145束。佐藤学の提唱する「学びの共同体Jという新たな学校像の提唱は、驚藤純

ーと課題意識を共存していることは明かである。「学びの共同体j については、 fカリキュラムの批評 公共性

の再構築へ.lI(世織番票、 1996年〉も参照。

6) 1990年代のドイツにおける教育改革の動向に関する邦語文献として次安参照のこと。階部初世 fドイツlこおけ

る学校管寝運営論の接関Jr京都大学教育学部紀要Jl:第42号(1996年入榊原禎宏 fドイツにおける学校の F自
律性jをめぐる論議と改革方向Jr学校経営研究J第25号 (2000年)、坂野慎二 fドイツにおける学校裁量権の
拡大j貝塚茂樹〈研究代表)r地方教育行政の在り方に関する総合的調査研究JI(文部省科研費報告書、 2000年〉、
前原鍵ニ f現代ドイツの教育制度論議における F学授の自樟.lIJ、E本教脊学会第56回大会発表資料(1997年入

なお、ドイツでは、教育事項は16ある州 (Land)の管轄事項であ号、このことを州め文化高権 (K叫側主主oheit)

と言う。従って、各州iこは、教育事項を管轄する州文部省 (Kultus凶nis凶u恐)があり、州議会の議決に基づ

いて教育法が制定されている。 1990年代以棒の学校の自樟性の拡大に関連して制定・改正された主な教育法は

以下の溜りである。

Bramdenburg:Schulge総包vo盟 12.04.1996(新規)

Bremen:Sc為，ulgesetzund 5chu1verwa1tungsgesetz vom 20.12.1994 (改正〉

Hamburg:Sch叫gesetzvo思 16.04.1997(学校構成法及び学校法の統合・新規)

Hessen:Schulgesetz vom 17. 06. 1992 (学技維持法及ぴ学校行政法等の統合・新規)

Mec話相burg-VOI抑制思.ern:Sc註u1gese匂 vom15.05.1996 (新捜)

Niedersachsen:Schulge舵tzvo認 19.M話1993，vom 20.05. 1996， vom 11. 12. 1997 (改正)

Nord出，ein-Wi伺也len:Gesetzzur Weiteren士wicklungvon Scb叫，envom 27. 11.2001 (薪規)

Schleswig-Holste血:Schu1gesetz vom 18.09 und 21. 12. 1998 (己主正〉

7) sc註lusberichtder Arbeitsgruppe "Sc註ulverwa1知ngsreおnn"泊 Nieders議，chsischenKultusm誌isteriumvo思 26.Juni 
1995， 5.16. 

8) Bericht der Ko鼠mission"Sch凶entwic誕ung. Beratung， For也Htung"bei Niedersachsischen Kul協調inisteriumvon 

29. November 1的6，5.17. 

9) こうした学校の自律性拡大政策への疑念や懐疑的態度は、特に教員ないし教員組合の関に強く見られる。フa

ッセノレによれば、 ドイツの教員層拡は伝統的に文部省や教脊政策に対する f不信文化J(M迫岡田nskultur)が

あり、 f学校の自律性j も単なる国家(~トH) の財政削減意思を隠徴した「美辞麓匂J (Sch如，we技，erflos凶)にす

ぎない、との態震が見られる。 Fussel，H.主.Von den sc註前回綜，eitenim Umga将 mitder "Sc為，ulautonomie"
一切 Versuch.sich倒，emkomplizierten Gegens捻ndzu n語hern. In:防bern.H./白湖町， G. (Hrsg.) ， 

Schulauω，nomie in Europa. Baden-Baden 1997， 5. 13f. 

10)学校共同体理念の麗史的展開および教育学理論の中での学校の自律性論議の展開については、さしあえり次の

文献を参照のこと。Kross，H.， Le肱ぽ， Eltern， Schul伊me加de.DぽGe金nke dぽ genoss佃 scha釘ichen

5elbstverw福知ngim Schulwesen， 5知性伊rt 1949. Hるirner，W. Von der Autonomie dぽ路dagogik zur 
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Autonomie des Schulsystems. Vergleichende Aspekte e血町 Begrundungvon Scblulautonomie， In: Bi1dung und 

Erziehung， jg. 44 Tei1 4 (1991). 

11)拙稿「ヘルムート・ベッカーの自律的学校論とドイツ教育審議会勧告」貝塚茂樹(研究代表)W地方教育行政

の在り方に関する総合的調査研究.!I(文部省科研費報告書、 2000年)所収.

12)ベッカーはドイツ教育審議会において、その見識と経歴とから他の委員を凌駕する程の「特別の地位を」を占

めていた、と言われる。 Hufner，K.， Naumann， j.， Konjunkturen der Bi1dungspolitik in der Bundesrepublik 

Deutschland， Bd. 1 :Der Aufschwung(1960-1967)， Stu仕.gart1977， S. 175. 

13) Becker， H.， Die verwa1tete Sch叫.e，In:Becker， H.， Quanti凶tund Qualitat・Grund企agender Bi1dungspoli也，

Freiburg 1962. 

14)ヘルムート・ベッカーの教育思想につき、次の拙稿を参照願いたい。拙稿「ヘルムート・ベッカーにおける『管

理された学校』から『自由な学校』への転換の思想的布置JW弘前大学教育学部紀要』第80号(1998年)所収。

15) Deutscher Bildungsrat， Empfehlungen der Bi1dungskommission， Einrichtung von Schulversuchen mit 

Gesamtschulen， 1969， S.108. 

16) Deutscher Bi1dungsrat， Empfeh1ungen der Bi1dungskommission， Str也知勾lan釦rdas Bi1dungswesen， 1970， S. 

256. 

17) Deutscher Bi1dun，解説， Empfeh1ungen der Bi1dungskommission， Zur Reform von仕郡山ationund Verwa1tung im 

Bi1dungswesen. Tei11， Vers樋rkteSelbstandigkeit d町 sch叫eund Partizipation der Lehrぽ， Sch凶erund Eltern， 

1973， S. 17. 

18) Ibid.， S. A61丘 この73年勧告の考え方は、自由ヴァルドルフ学校(シュタイナー学校)の創設者であるルド

ルフ・シュタイナーの学校の自律性の思想とも符合している。「教育施設の管理運営や、および教育目標の設

定等は、授業を行っている人々、ないしは精神生活の分野で生産的に活動している人々の手だけで行われなけ

ればならないものなのである。この仕事に参与する人々の一人一人が、自分の時間を、授業ないしはそれ以外

の精神的創造活動と、教育組織の管理運営とに配分すべきである。」シュタイナー『精神科学と社会問題.!I(河

西善治訳、人智学出版社、 1986年)、 98・99頁。なお、関連して拙稿も参照願いたい。「シュタイナーの社会三

層化運動と自由ヴァルドルフ学校の創設一人間認識に基づく教育と学校の自律性-JW弘前大学教育学部紀要』

第85号 (2001年)所収。

19)この間の教育制度改革の展開につき、以下の文献を参照のこと。 Fuhr，Ch.， Deutsches Bi1dungswesen seit 

1945， Luchterhad 1997，坂野慎二『戦後ドイツの中等教育制度研究.!I(風間書房、 2000年)。

20) Keck， R. W.， (Schulgemeinde) Konzept und Perspektive悩reinepar也erscha創icheGesta1tung der Schule， In: 

Keck， R. W. (Hrsg.)， K∞Pぽ3tionElternhaus-Schule. Ana1yse und A1ternative auf dem Weg zur Schulgemeinde， 

Bad Hei1brunn/Obb. 1979， S.50. 

21)ドイツ教育審議会の1973年の勧告に依拠する形で制定されたプレーメン州とニーダーザクセン州の教育法に

は、学校監督の制限と学校の自律性の保障が取り入れられていた。

0プレーメン州:学校行政法 (1978年制定)

第17条学校の自治(Selbstverwa1tungder Schule) 

( 1 )学校は、法律、法規命令、行政命令並びに学校行政及び学校監督による指示の範囲内で、自らの内

的事項を自ら処理する。

(2)州政府ないし文部大臣は、法律の定めるところにより学校制度についての法規命令を発する権限を

与えられているが、この法規命令は教育制度の統一性及び生徒の教育の機会均等の促進と確保のた

めに必要とされる限りにおいてのみ、学校の自治 (Selbstverwa1tungder Schule) を制限することが

できる。

Oニーダーザクセン州:学校法(1975年制定)
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第101条専門監督の鱗援

学校行政が、学校及び教師の教育上の評艇と決定を嘉棄ないし変更することができるのは、その静舘と

決定が諸規期ないし一般に漉罵されている教育上の諸原賠に反している場合、もしくは正しくない諸前提

ないし不適切な考患を基に下された場合だけである。

22) ドイツ教育審議会の1973年勧告には、既に教宵の機会均等の確保の必要性から学校監督を制搬することを批判

する「少数意見J(Minder.治itsvotum)が付記されていた。 1970年代以降の教育改革において学技監督の舗眼

が実現しなかった背景として、ヲヒターは学校官繁樹の強い抵抗があったことをど指摘している。Richter，1.， 

Theorien der Schuffiu胎nomie~ In: Daschner， P.， Roぽ H.-G.， St:ryck， T.， Schuffiutono包括曲Chancenund 

Grenzen. Imp叫se詣rdie sc註ulentwick:lung，Weinheim/M加chen1995， S. 12f. また、 ドイツ法律家会識の学
校法委員会が1981年に起草・発表した f州学校法試薬J(Entwurf飽re包 ~desschulgese包) ，士、学技監替を

法的監替に縮小する形T儒設して、学校及び教員の自律性(自出〉を拡大する規定〈特に第73条〉を含んでい

たが、この f試案Jに対して常設文部大臣会識は、 1982年3舟にそれを否定する決議を公表している。蕗eschlus

der Ku1tusministerkonferenz vom 11. 112. 3. 1982. Zum Entwurf eines Landesschulgesetzes durch die 

Kommission Schu1rec註 desDeutschen Juristentages， In:Recht der Jugend und des Bild凶 gswesens，Jg. 30 (3) (19 

82)， S.252-254. 関連して、次の論文も参患のこと。前諌健二 f現代ドイツの学校制度における法鋭化の高義

性一『法制化Jによる『学校監督の縞IJ'¥J論の現解をめぐって-Jr教育学研究』第四巻第4母(1992年)所訳。
23) Deutscher Bi1dungsrat， Empfehlungen der Bildungskommission， Zur Reform von Organisa討on und Verwalt凶窓

im Bildungswesen. Teil 1， Vers世話eSelbs語ndigkeitder sc註uleund Partizipation der Lehrer， Sch単位 und
Eltem， 1973， S. A24. 

24) Becke.丸紅， Auf dem Weg zur lernenden Gesellsc泊食. Personen， Analysen， Vorschlag松奈irdie Zukunft， 

Stu社伊抗 1980，S.l11. 

25) Fend， H.， Gesamtsc註uleim Vergleich. おilanzder Ergeるnissedes Gesam岱C主ulversuc誌s，Be1tz Ver1ag， 

Weinheim und Basel 1882. 同様の学問的付髄軒究としては、パーデン・ヴュルテンベノレク州をフィールドに

学校研究安行ったフライブノレク大学のアウリン (A1訂也)が知られている。 Aぽ担， K./Sc註.warz，B. !fhiel， R.， 

Gegliedertes Schulsystem und Gesamtsぬule.Vergleichsuntersuchung des Landes Baden鵬Wurttemberg，2 Bde， 

Freudenstadt-Granstadt 1986. Aurin， K. (Hrsg. )， Gute Sch叫en -Woraぱ beruht 量re Wirksa思keit?，Bad 

Hei1註runn1990. 

26) Fend， H.， a. a. 0.， S.17・19.

27) Har凶 utvon Hentig， Einfuhrung zur deutschen Ausgabe， In:Ru註.er，M. u. a.， FunfzぬntausendStunden， 

Weinheim 1980， S.9f. 

28) B紅酔1，T.， Ergebnisse凶 dKonsequenzen empirischer F叡 schungenzur Schulquali怯tund Schuls位協同乙 In: 

Melzer， W./San!伯 .chs，む.(Hrsg. ) ， Schulreform in der Mitte der 90er J油re，Leske+Budrich Ver.同Opladen

1996， S.49. 

29) Aほ泊， K. (訟sg.)，a.a.O.， S.74. 

30) 1970年代中頃、学校改革の停滞と危機 (Stagnationundまriseder Schulreform)が明白となった。ヘッセン州で

は1974年に、統合裂の総合制学校(IntegrierteGesamtschule)の新設が中止され、ノルトライン・ヴェストブ

ァーレン州では 19 78伴 iこ協力型の総合
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Sammlung， 4/1988， S. 537. . 

34) Hans-Gunter Rolff， Schulentwicklung 31s Entwicklung von Einzelschulen? Theorien und Indikatoren von 

Entwic註lungsprozessen，In: Zeitschri丘街rPad.ago訴k，Jg. 37， He企6(1991)， S.866 

35) Rutter， M. /Maughan， B. /Mo凶more，P./i伽 ston，J.， Fi設.eenThousand Hours， London 1吉79.ドイツ語版:

Funf記ehntausendStunden， We加治加/Basel1980. その也、この時期に参照された文献の代表的金ものとして。

Purkey， S. C.βmi也， M.S.， E査ectiveSch∞，ls: A Review， In: Elemen泊rySc註∞1Jour澄31，Vol. 83 (1983) ， 

Edomonds， R. R.， Programs of sc註∞1improvement: An overview， In: Educatio31ま.eaders註ip，Vol. 40剛3(1982). 

36) Rutter， M. u. .， F註おおehntausendStunden， S.10. 

37) Fend， H.， Gute sc担.ule-sc加echteSchule. Die eInzelne Schule 31s pad.agogische Handlungseinheit， In:刀ie

Deutsche Schule， 1/1986. 

38)訪id.，S.275 

39) Fend， H.， Schulqualitat. Die Wiederentdeckung der Schule 31s p泌緒。gischeGes泊l知ngsebene，In: Neue 

Sammlung， 4/1988， S.537. 

40) Fend， H.， Gute Sch叫e-sChrechte Sch叫.e，S.292. 

41) Steffens，む./B紅'gel，T.， Erkundungen zur Qualitat von Schule， Luchterhand Verlag Neuwied 1993， S.153f. 

42) lbid.， S. 13. 

43)昆id.，S.9f. 

44)忌id.，S.43. アメリカの学校研究の中では、ライトフットの研究(S.L. Li位ぜ00d， The Good High SCh∞1幽

Portraits of C治racterand Cultyre， New York 1983.)は剖外的であると指摘されている。

45) lbid.， S.68. 

46) lbid.， S. 68f. 

47) lbid.， S. 70. 

48)島id.，S. 134. 

49)おa1i滋， P.， Theorie und Praxis der Schulentwic孟lung，Luchterh誼ld1999， S.9. 

50) Rolf， Hans-Gunter， Schulentwicklung 31s Entwic:註lungvon Einzelschulen? Theorien und Indikatoren von 

EntwiCklungsprozessen， In: Zeits創設鎚rPadagogik， Jg.37，取れ(1991)， S.865. 

51) D話札 P. /Rolff， H.心， Institutionelles Sch叫.entwic討ungs-Programm. 豆油eneue Perspektive臨rSchulleiter， 

Kollegium und Schulaufsicht， Soest 1990. なお、同部長手の増補改訂の際には、審名が『制度的学校開発過程』

(Institutioneller sc註叫entwic主lungs-Prozes) に修正され、ブツヘン (He出制 Buchen，ノルトライン・ヴェスト

ブァ…レン州立学校・継続教育研究所)が共著者に加わった。

52) Deutscher Bildungsrat， Empfehlungen der Bi1dungskommission， Einric主tungvon Schulversuchen盟it

Gesamtschulen， 1969， ，S. 185. 

53) Per D31民， Organisationsentwicklung 31s Bei回，gzur SchulentwiCklung品novationsstrategien飴 dieSchule， 

Paderもom1986. ダリーンは、組織開発を学技改革に適用した新しい学校開発プログラムとして、In副知tion31

Developme拡 Pro伊 mを開発した。そのドイツ語釈がInstitutionellessc凶 entwiCklungs-Programm(ISP)であ

る。

54)この時期の口/レフの膨大な議文・著審のうち学校開発及び学校の自律性に関連した主たるものは以下の通りで

あるo

CD Wie思ltsind gute Schulen? Kritische Analysen zu einem Modethema， In:Rol茸，H・G./. Bauer， K.帽O.

/K1emm， K. /Pfei荘er，H. (自民g‘)， Jahrbuch der Schul雌 wic主lung，Bd. 6， Weinheim/Munchen 1990. 
②Schulentwicklung 31s Entwic孟lungvon Einzelschulen? Theorien und Indikatoren von EntwiCklungsprozessen， 

In: Zeitsch泊施rPad.agogi比 Jg.37，He食6(1991) 
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@ Die Schule als besondere soziale Organisation， In:Zeitschrift fur Sozialisa士ionsforsc註ungund 

Erziehungssoziologie， 4/1992 

(j) Wa滋deldurch Selbstorganisation， Weinhe包内初nc註.en1993. 

@ Ges也知ngsau知的凶everwirklichen. Lぬrerinnen組 dLehrぽa1sTr地erder Entwicklung， In:Padagogik， 

Jg. 46，担e食4(1994)

@ Autonomie a1s Ges副知ngs-Au相be. 仕郡nisations凶也gogischeP慌時ektiven，In:Daschner， P.， RoI.ff， H. 

-G.， S匂ck，T. (Hrsg. )， Sch叫autonomie-C主題.cenund Grenzen. Impu1se加 dieSch叫entwic起ung，

Juventa Ver:詰g，Weinheim/Munchen 1995. 

。Autonomievon Schu1e・Dezentra1eSchulentwicklung und zenなa1eSteuerung， In:Me1zer， W./S部品lchs，
U.宿泊.g.)，Sch凶reform泊der閥抗ede主的erJ:必re，Leske + Budrich Verlag op凶伺 1996.

55) 1991に開始されたプレーメン'期の教膏改革については、さし当たり次の文訟を参照のこと o Rol鷲 H-G.，

Verwaltungsreform i訟 Schulbereich:Sc主lankerund凶dagogischerzugleich? Ein Fallbeispiel aus Bremen， 

In:Or郡nisationsentwicklung，2/1996.拙稿 f現代ドイツにおける f学校の自律性jの拡大とその鹿史的背景一

『学校共間体Jの理念の継承-JrS本教育行政学会年報J第26号 (2000年)。なお、詳しくは第4章を参照の

ことa

56) Zukun食derBildung Schu1e der Zukunft. Denksc凶ftder Ko詣mission吃ukunftder Schu1e -Schu1e der Zukunftll 

bei怒附nisterprasidentendes Landes Nordrhein柵Wes泊len，Luchterhand 1995. 

57) Ro抵到ans-Gunter，Schu1entwicklung a1s Entwicklung von Einzelschu1en? The出.enund Indikatoren von 

意ntwicklungsprozessen.In: Zeitschrift釦rPadagogik. jg.37， Heft 6(1991)， S.866. 

58) Ibid.， S. 867. 

59) Ibid.， S. 867f. D話血， P.足。直， H. -G.， Institu討onellesSch叫entwicklungs-Pri句ram態. E加.eneue Pぽspektive

街Sch叫leiter.Kollegium und Sch山崎ic抗おest1990， S. 20f. 

60) Da1誌，P.I張。誼 H.-G.， Institutionelles Schu1entwic話ungs-Progr汲mmS.24.

61) Rolf， Hans-Gunter， Schu1entwic話unga1s Entwicklung von Einzelschu1en? Theorien und Ind.ikatoren von 

Entwic孟lungsprozessen，In: Zeitschrift飴rPadago訴k，jg.37， Heft 6(1991)， S.878f. 

62) Ro旧 H.-Gリ • Die Schu1e a1s besondere so話a1eOrgani詰.tion，In:Zeitschrift 飽rSozia1isatioI路島，rschungund 

Erziehungssoziologie， 4/1992， S. 309f. 

63)路id.，S.311-314. 

64) Ro.低品G.，Ges阻ltung組utonomie VIぽwir話ichen. Lehrerinnen und Le詰rera1s Tra群:rder Entwicklung， 

In:Padagogik， Jg.46， Heft 4 (1994)， S.41-44. 
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第4章現代ドイツの教育改革における「学校の自律性」の拡大とその特質

ープレーメン州を事例として一

はじめに

ドイツでは日90年代に入って、「学授の自律性J(Autonomie der Schule， sc註ulautonomie)をめ
ぐる論議が活況安是し、特む社会民主党 (SPD)勢力の強い北西地域の諸州(ブレ}メン、ハンブ

ルク、ヘッセン、コーダ…ザクセン、ノルトライン・ヴェストアアレン州など)が主導する形方、

全ドイツ的規模で学校の自律性の拡大を基調とする学校改革とそのための教育政策が展開されてい

る九学校の自律性をめぐる論議と各州での具体的な教育改革の内容泣、その全体の見通しがきか

ないほど多岐に及んでいるが、そのほぼ共通した方向性としては、教育内容・方法、学校の組織編

成、教員(特に校長)の人事、学校財政といった事項で、倍々の学校により広い自由裁量権を付与

しようとしている点を指摘することができょう。もっとも、こうした学校裁量権の拡大はドイツに

隈らず、 1980年代以降の閤家財政選迫とより効事的な教育が求められる状況の中で、先進各留にほ

ぼ共通して晃られる改革動向ともなっている。その点かち、現代ドイツにおける学校の詣律性の拡

大という教育現象を、国擦的動向からの影響や経費節減〈教育の市場化)の視点からその構造や特

質を理解するととも可能だろうへ

しかし、学校の自律性の拡大を標務する現代ドイツの教育改革は、ただ単に臨擦的動向からの影

響や経費露減要請からの措震として表層的に理解するのであれば、その本質を見失ってしまうだろ

う。何故なら、 ドイツで進行中の教育改革は、前章までの検討で確認してきたように、時世紀以障

の学校教育をめぐる歴史的畏関、とりわけヘノレム…ト・ベッカーの告律的学校論及びドイツ教育審

議会勧告を基惑とする1970年代以降の教育改革と、それに伴って生じた教育学研究の営為の展開

σ良い学校Jに関する実証的学校研究及び学校開発理論)を背景に有するものであるからである。
現代ドイツにおける教育改革は、新自由主義〈市場富由主義}を背景とする、 f学校の自律性j に

名を借ちた財政書IJ減策としてのみ理解されるべきものではない。むしろ、それは、何よりも教員と

父母と生徒の王者を明確に学校自治の主体的な担い手と位置づけ、これら三者による協働的学校づ

くりを推進しようとするものであり、同時にそれと連動してドイツの教育枠制の根幹に位置づいて

いる国家〈文部省)による学校監替(Schulaufsicht)の在り方そのものの質的転換をも射程にいれ

た教育改革なのである。 1994年に教育法(学校法と学校行政法)を成立させたブレーメン州(161~1 

中最小の州)では、こうした現代ドイツにおける教育改革の方向性とその特質が顕著に確認される

のであり、その意味で、同州は現代ドイツにおける学校の自律性の拡大の f先導者J(Vorreiter) 3) 

として極めて注目すべき位置を占めている。だが、プレーメン州に象撤される現代ドイツにおける

「学校の自律性Jを基調とする教育改革の構造と特質を、以上のよう主ドイツ教育史の壁史的展開

の中に位置づけ分析した研究は様めて少ないのが現状である4h
そこで、本意では、以上のような課題意識に基づいて、ブレーメン州の1994年教青法に代表され

る現代ドイツにおける学校の自律性の拡大に向けた改革動向を、ドイツ教育史の接関の中に位置づ

けながら、その構造と特質を解明することを課題とするものであるa まずは、現代の学校の自律性

の拡大の中核蔀分を成すと考えられる、協働的学校自治論が提起されてくる教育史的背景とその後

の展開から整理してみよう。
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第 1節協動的学校自治(学校共関体)の理念の展開

1 .官僚主義的学校統治体苦手iと「学校共同体jの理念お提起

学校の管理・運営の在り方を、学校の関係者(特に教師と父母と生徒)の参加と協力を基礎とす

る協犠的で臨律的な共間体によって行おうとする「学校の自律性jという考え方は、 f学校共同体j

(Schulgemeinde)と総称される理念として、ドイツでは長い歴史的伝統がある。学校共同体とは、

元来は18世紀後半に、ドイツ(プロイセン)で民衆の就学義務機関としての民衆学校 (Volksschule)

が整備され始めた際に、地域住民が学校の管理に形式的に参加する法的概念にすぎなかった。しか

し、 19世紀に入ると、教会・聖職者による民衆学校支配の伝統(民衆学校は f教会の接Jであると

の観念、)と、次第に学校への支配・統制を強化しつつあった国家権力との関で相克が展開する状況

の下で(その頂点が1870年代の「文化闘争J)、学校共同体を、教師と父母との協力による学校の

ための fゲノッセンシャフト的自治組織J5) として構築しようとする、概念転換が生じた。

この協犠的・自律的な管理運営組織としての学校共間体という理念i士、①ヘノレバルト派の教育論

(特にデルプフェノレトの「自由な学校共同体jの構想、〉、②教会及び国家による学校支配からの学

授の解放運動と教職の専門職性確立運動(特にハノレニッシュ、デイースターヴニ広一夕、テウスなど)、

③自治(Selbstverwalt聞がを重視した行政学理論(特にローレンツ・フォン・シュタイン、ギー

ノレケ)及び一部の領邦での実践〈ザクセン、リッベン、ヴュルチンベルク等)、そして④20世紀初

頭の改革教育運動(新教育運動)、という主として4つの方向と形態で接関されていったへ

とりわけ、ワイマーノレ期には、改革教育運動の高揚の中で、こうした協輯的・島律的な学校づく

りの試みは、回国教育舎やシュタイナー学校といった私立学校の創設としてのみならず7)、プロイ

セン邦(Land)を合む各邦における「父母協議会J(Eltem'泌出。の導入、ハンブルク市における

f学校自治法J(1920年)の制定、そしてベーターゼン (Peter Pertersen)のイエナ・プランの試

みに代表されるようにへ公立学校の枠組みの中でも実銭されていった。また、教育学の立場から

も、伊jえば、シュプランガーは、「教育的自律性J(同dagogisc註e Autonomie)概念に基づき、あら

ゆる段階の公立学校を関家の権力的支配から保護するために、「自治形態 j

(Selbstverwaltungsformen)の組織の必要性を説いていた9)合

だが、ワイマ…ノレ憲法の学校監督条項(第144条)の解釈として、学技監曹は「国家に独占的に

婚属する、学校に対する行政上の決定権jであり、問時にそれは f学校に対する国家の支配jを保

障したものである、との憲法学者アンシュッツ(Anschutz，G.)による解釈叫が定式化され、依然

として強間な国家官僚制による学校統治体制が存続される全体的な教育状況にあっては、学校共同

体の理念の展開は依然として局部的範囲に止まることを余儀なくされたのであった。第二次大戦後

になると、クロス(Kross，H.)による学校共同体理念の再興を意図した研究書の上梓 (1949年)

もあったが、依然としてアンシュッツ理論が継京される教育状況にあって、現代の「学校の自律性j

をめぐる活発な論議へと連なる揖題提起として特筆すべきは、何と雷つでもへノレムート・ベッカー

による論文「管理された学校J(Die verwaltete Schule、1954年)を挙げなければならえtいだろう。

既に、第2及び第3輩において言及してきたように、この著名な論文において日・ベッカーは、

上述した学校共同体理念の歴史的転統を背景とし、またアドノレノやホノレクハイマーといったフラン

クアルト学派に連なる思想家たちとの親交と、より直接的には弁護士として田調教育舎(特にrノレ
クレホーア校とオーヂンヴアルト技)やシュタイナ…学校の法的弁護活動に従事した体験会どに碁

づいて、当事のドイツの学校(特に公立学校〉を、国家行政機構の末端に位麓づけられ、大勢顕応

的人間を再生接する「調教施設jであると指弾した。その上で、ベッカーは、こうした「諒教施設J
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と化した「管理された学校j を「島由な学校」へと変革するためには、第ーに「教員の教青上の自

由と個々の学校の独自生活の原理J、つまり学授の自律性 (Autonomie)の確立と、第二に学校の

自律性が学校関係者(教師、父母、生徒〉の「協働j と f対話j に基づく f国有の自治的組織体j

によって担われることの必要性を指摘していたl九

こうした自律的学校論を持論とするベッカーが中心的委員として加わっていたドイツ教育審議会

が、従来の五分妓化された最直的な教育制度構造を、教育機会の均等を実現するための水平的に段

階化された民主的な構造へと較換するといういわゆるくマクロ政策〉ばかりではなく、本来の

習プロセスJ(Lemprozes)を可能にする「学校機構J(Sch叫org.鉛isation)の創造を志向するくミ

クロ政策〉をも、自らの審議活動の中核に位置づけていたこと辻当然のことであった。第2輩で詳

述したように、ドイツ教育審議会(教背番員会)は、既に1969年の総合制学校 (Ges締結chule)の

設置に関する勧告において、額々の学校の f決定自由領域j の確保とその決定過程への教員・父母

・生徒の参加の権利の付与、問時に学校監督をその f統制的機能Jから f噂門助雷の役割jへと転

換すべきことを主張しており、こうした立場は均年の教育制度の講造改革に関する勧告でも継承さ

れ、さちに73年の学校機構の改革に関する勧告では全面的に展開されていった。すなわち、 73年の

勧告は、学校の「強化された独立性J(die verstむkteSelbstandig.keit) と学校関係者による「参加J

(P紅白単語on)を学校機構改革の基本的理念に据え、 f本質的なニコミュニケーション=決定過程j

を可能にする新たな学校参加鎖、そして学校監督と学校の関係をf命令関保Jから f協力関係Jへ

と転換することなどを趣旨としていた。

ここに、 19世紀以鋒多様な位相で屡関されてきた学校共同体の理念が、明確な政策的提言として

結実したことになる合ただし、こうしたドイツ教育審議会の勧告が、 1970年代かち80年代の学校改

革でそのままの形で具体化されは訳ではなかった事

2. 1970年代以降の教育政革の展開とブレーメン州

既に第3章において検討したように、 1970年代からお年代にかけてのドイツ諸州では、ドイツ教

脊審議会の諸動告に先導される形で、観察促進段措(オリ 1 ンテ…ション段階)の導入や総合制学

校の設費といった、教響機会の均等を指導理念とする教育制度全体の構造改革と、個々の学校及び

教員の「教育上の自由」と父母・生徒の学校参加権の保障を申心とする学校機構の改革とが行われ

た。とりわけ、伝統的に社会民主党 (SPD)が政権の中摂を担ってきたプレーメン州では、ドイツ

教育審議会の1970年勧告の盟年iこは平くもターペ文部大臣 (Bildung.ssenatorMoritz Thape)の下で、

教脊制度の水平的統合を志向した「プレーメン学校開発計額J(Bremer Schulentwicklung.s手11an)が

策定さている。この教育計画は、ドイツ教育審議会の1970年勧告の具体化に向けた f全ドイツで最

も明確な試みjゆであったと言われる。 1975年に制定された f学校法J(Schulgese包 vom18.02. 19 

75)では、「プレーメンの学校制度は、徐々に、統合された、段階に類型化された一つの全体シス

テムへと発壊すべきであるJ(第3条)ことが明記され、さらに1978年に制定された「学校行政法j

(Sch叫verwal印ng.sg.esetzvom 24.07. 1978)では、父母及び生徒の各代表が参画する「学技会議j

(Schul主onferenz)が、教員会議と本質的に関等の権限を有する機関として導入された。プレーメ

ン州の教育制度改革においては、中等段階 Iと中等段階IIそれぞれに、伝統的な中等学校形態であ

るギムナジウム、実科学校及び基幹学校を緩やかに統合した機関としての「学校センタ…J

( Schulzentrum)が設聾されていった器その擦に学校センターは、従来の3つの中等学校を総合制

学校へと統合するための「前段措J(Vorsωfe) 13) と位置づけられている。

ところが、他のドイツ諸捕での動向とほぼ問様に、プレーメン州においても1970年代から続く財
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政逼迫iこ伴る教育予算の削滋要請の高まりや労働者の失業率の上昇、さらには父母を中心とする多

様な教脊要求の考患の必要性などを背景に、 1980年代の中頃になると、 70年代初頭における悲速な

教育改革政策、いわゆる f教育ジヤ立パン主義J(B出叩gs-Jakoる加ismus)は、相互に対立する教

育要求を持つ諸勢力を行政的に統制することを悲向する「教育ボナパルト主義」へと政策転換を余

儀なくされていった、というへこうした州文部省主導による教育制度全体の構造改革の停滞傾向

に加えて、この時期になると、個々の学校も新たな課題に車部することとなった。その際、この時

期に個々の学校改革と全体的な教育改革のあり方の双方に「パラダイム転換Jをもたらすことにな

った新たな教育課題とは、プレーメン文部省参事官のフライとャーロピックマンによれば、次の4

点であった。まず第lに、個々の学校は、移民子弟の増加や単独親世帯の増加などを含めて子ども

をとりまく社会的環境の激変に、自らの学校組織の新たなモヂノレを開発することことによって対応

しなければならなくなり、その際に教育行政当局は部分的に、そうした個々の学校の改革の樟害と

感じられることとなった。それに連動して第2に、教育行政当局の内部でも、学校監督のをり方を

統制約機能から助言的機能へと転換することが検討され始めた。第3に、中央主導の改革計画は、

学校の輯別の事情を考患することができないことと、中央主導の改革要求に対する教員集団の反感

のために、完全には実現されことができなかった。そして第4に、こうしたプレーメン州での学校

と教育行政をめぐる問題状況の経験的認識は、第3章で検討したように、 f良い学校j ないし学授

の糞をめぐる教育学研究の結論とも完全に一致するものであったへ

かくして、ブレーメン州では、 1970年代以蜂の教育制度の水平的統合を志向する構造改革の基本

路線は継求しつつも、産面する教育課題に対処するためには、「教育的活動統一体としての個々の

学校j とその教員集団を「学校改革の担い手及び主体j と位置づけた教育改革が展開されていくこ

とになる1ヘしかも、この1990年代に展開される教育改革は、「良い学校Jに関する実証的学校研

究と、とりわけその成果を摂取しつつ構築された学校開発理論に先導されたものであり、従ってま

たそれは、尚もその具体化が不十分であったドイツ教膏審議会の1973年勧告の内容、すなわち学校

の自律性の強化と学校当事者の参加による協鏑的学校自治の実現を目指すものとなった。次のこの '1 

点の検討に移ろう。

第2節 1990年代ブレーメン州における教宵改革の理念

1 .ブレーメン州における教育改革の展開通種

プレーメン州では、 1991年から教青改革のための大規模なプロジェクト、すなわちく学校と学校

行政のための組織開発〉プロジzクト (DasProjekt "Organisationsentwic匙lung飴rSchu1en und 

Schu1verwal知略持、以下 fプロジェクトJと略記)が開始された。 1994年の2つの教育法の制定に

よって、大きな節目を迎えたブレーメン州の教育改革の麗開過程の概略は以下の通りであるへ

プレーメン州の「プロジェクト」は、正式には1991年12月から開始されたが、「プロジェクト」

に向けた検討は、関年初頭の文部省代表者と教育学者との協議から始まっていた。この最初の協議

に招聴された教育学者は、ハンス口ギュンター・ロノレフ(Hnas-GunterRolff)、ベーア・ダリーン

(Per Da1泊)、ヘルベルト・ブッヘン(担erbertおuchen)の3人であった。既に、第3章第3節にお

いて検討したように、この3入は、組織開発に基づく学校開発に関する最初の本接的著書として19

90年に刊行された『制度的学校開発プログラムJの共著者たちであった昏つまり、プレーメン州の
教育改革は、その最初の段暗からロノレフ教授らの提唱する学校開発理論に依拠しつつ展開されたこ

とになる。文部省側の中心人物は、当時の文部次官 (S詰asrat)で、法学教授職の経歴も持つホフ
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?ン (Prof.Dr. Ho並nann，R.)であった。

1991年9足のプレーメン州議会 (Burgersc治ft)に際して、社会民主党 (SPD)、自由民主党 (FD町、

緑の党 (Grunen)の開で連立政権協定〈選挙公約)が結ばれ、その中iこ f舘々の学校の自律性j

と f学校と学校行政のための組織開発j プロジ広クトの実施が盛り込まれた。州議会選挙の翌月の

10月には、教膏改革をめぐって、文部省側と学校長、生徒組織内表、父母組織代表などとの意見交

換会が膜次行われ、 11丹には個々の学校改革を指導・助雷する指導員20人と、組識開発に基づく学

校改革を先行的に実擁する10校の実験校 (Feldschu1e)が発表された。さらに、議会選挙で過半数

を制した3党の関で、 12月5日付で正式な f連立政権協定jが締結されたことによ号、 fプロジ広

クト」はプレーメン政府としての正式の教育政策目標として確立・実施されていった。問じ12~ に

は、「プロジzクトj の具体的な方向性を検討するための作業グループとして、 f指導原則グルー

プ学校部門J(Steuer:伊平peSchule)と f指導原則グル…プ学校当局部門J(Steuer，肌lppeBe出irde)

が設置されている。

1992年2月になると、州議会の文教委員会的叩utaion飽rB出ung)の決議を受けて、先の「連

立政権協定Jにも規定されていた、教育改革の方向性を検討・勧告するための委員会として、 f学

校改革の継続のための委員会J(五ommissionzur Weiterおhrungder Schu1reformJ (以下、 f学校改革

委員会Jと略記〉が設置された。との「学校改革委員会Jの報告書は、 1年後の1993年2月に提出

された昏また、 1992年7丹には、文部次官ホアマンが、 fプロジェクトJの基本原射を示した論文

として、 fプレーメンにおける学校のよち強い自律性に関する広範な議論のためのテーゼJ(τhesen 

路reine breite Diskussion uber starkere Autonomie der Schu1e in Bremen vom 20.07.1992、以下「ホ

ブ?ン・テーゼj と略記)間を発表した。

さらに、 fホフマン・テーゼJをたたき舎とした各作業グループでの活発な議論の結果と、

校改革委員会」報告書を受けてL最終的に、「学校法j と「学校行政法jの改正案が、文部省参事

官のカシュナー (Kaschner，U. )を中心として起草されたE針。 r学校法j と「学校行政法j の改正案
は、 1993年目月から議会での審議が行われ、 1994年12月初日に可決・成立し、盟関年1月から施行

となった。なお、議会の特民委員会での約 1年間に及んだ法案審議は、学校長を合めた教員、父母

組織、教員組合、各種の地域団体、さらに生徒組織など、学校教育にかかわる全ての関係者の代表

が論議に容加する公開審議の形で行われた。

では、以上のような過程で展開されたブレーメン州における教育改革は、知得なる指導理念に基

づいて行われていったのだろうか。次にこの点を、「ホフマン・テーゼ」と f学校改革委員会j報

告書を手がかりに検討してみよう。

2. ブレーメン州の教育抜革の指導斑念

む)rホフマン・テーゼj
上述のように、 1991年から開始されたブレ…メンにおける教膏改革プ口ジェクトで、文部省側の

中心人物として重要な役割を果たしたホフマンによって、 fプ口ジェクトJに関する論議を活性化

する意思から執筆された論文が、 1992年7~ rホフマン・テーゼJであった。この論文は、プレー
メンの教育改革の基本理念を記した文書として貴重なものであることは言うまでもないが、そこで

教育改革に対する基本的認識とその特質として在自すべき点は、次の主点である。

まず、第一に、この論文全体が、既に第3輩で考察された口/レフらの学校開発理論の考え方を下

敷きにして執筆されていることである。このことは、上述のように、このプロジェクトの捧想の段

階からロノレアやダヲーンといった学校開発盟論の専門家を顧問として開始されたことの婦結でもあ
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った岱プレーメンの教育改革プ出ジェクトと学校開発理論の内的結合は、「ホフマン・テーゼJで

は以下のような表現に端的に示されている。

f制度的学校開発プ2グラム OSP)に基づいて、学校及び学校行政の広範な組織開発が開始さ

れる。それは、下からの (vonunten her)、つまり個々の学校を起点とする学校の継続開発会目

標としており、同時に学校行政当局は第一義的には支援システムとして、学校に対するすーピス

と質的確楳とをもたらす。J 20) 

第二に、この論文の表題にも使われ、誕ってまたプロジェクトの中核にも位置づけられている f学

校のより拡大された自律性j、つまり「学校の自律性Jの拡大は、単なる財政支出前減を程的とし

た、公教育の解体に結びつくような安易な学校の「民営化J(Schule ZU甲rivatisierenつを意臨する

ものではないことである。むしろ「学校の自律性Jの拡大が狙いとしているのは、「所与の条体の

下で、この唯一可能な方法で、プレーメンにおいて『良い学校』を創出することJにあ号、それは

f先ずは生徒、父母、そして教師にj奉仕するべきものであるヘ f学校関係者自身により下から

行われ、しかも公立学校の枠組みで、公的で合的に統制された発展過設として行われるjのでるる。

また、 fホフマン・テーゼ」によれば、「学校の自体性j は抽象的な概念としてではなく、その内

実を伴って、 f学校の値々の具体的な活動の場Jで具体化され、地域社会への学授の開放の血ung

von Schu1e) も含めた、 f舗々の学校のプロフィーノレづくりJ(Profilierung)の前提となるべきもの

である。「学校の自律性Jを構成する内容としては、.特に国家(州)が定める基準からの「教育的

逸脱J(padago話scheAbweichung)を含めて、個々の学校の教育内容上の f自由裁量領域J(Fre泊ume)

と、各学校に配分された資金の f自律的決定Jの制度などが指摘されているへ

さらに第三に、今回の教育改革が、 f学校と学校行政のための組織開発Jプ認ジェクトと総称さ

れていることからも知れるように、それが単に学校だけではなく、文部省とその学校行政(学校監

替)の在り方告捧の変革をも視野にいれたものであることである。それは、「個々の学校の自律性

の本質的な拡大Jは、一方で、は学校の内部での関孫者(教員、父母、生徒)η)の機能や諜題の変吏

ばかりでiは立なく、他方では国家(刷』チ針弁、¥1¥引iト、

らである0

「ホフマンーテーゼJによれば、「学校の直律性」の拡大は、 f良い学校Jを創出する fチャン

スj ばかりではなく、学校関の温度の競争や f悪い学校Jを生み出す「危険性j も苧むものでもあ

ることから、個々の学校が自律化される際の諸前提を条件整鑓することが、学校行政当局の大きな

課題となる。すなわち、今後の学校行政(学校監替)の本質的機能は、個々の学校の活動の一般的

な枠組みとなる基準を設定し、倍々の学校における組織開発を、外部から支援することによって、

f質的確保J(Qua1泌総sicherung) を図ることにこそ裾えられることになる紛争その擦に、こうし

た学校監督〈学校行政)の新たな課題は、「一方的な官僚的…ヒエラノレキー的にjではなく、何よ

りも f対話的な方法Jで遂行されるべきであり、そのためには、学校監督(学校行政)は f支援組

織J(Unterstutzungssystem)へと質的変革を図ることが必要となる2九その意味では、今後の学校

監督の改革は、 1981年のドイツ法律家会議のリ科学校法試案Jで提唱示されたような紛、「専門監

督Jから「法的監督jへの「外見的な撮退J(ein scheinbarer Ruckzug)では済まされるべきもので

はない。何故なら、学校監督が f法的監督j に縮小されても、それが法的規制の強化と結びつくな

らば、「倍々の学校の自律性の真の拡大」を実現するものとはならないからである2ヘ
このように、「ホフマン・テーゼj は、口ノレブらの学校開発理論に基づきつつ、「学校の自律性」

の拡大と学校最替(学校行政)の質的再編という、学校と学校行政の二つの側面での改革を行うこ
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とで、 rr良い学校』に向けての下からの学校開発J27)を実現しようとするものであった。

( 2) r学校改革委員会J報告書

一方、上述のように、「学校改革委員会j は、 1991部に開始されたプレーメン州における一連の

教育改革の一環として、学校改革の基本的方向性を審議し、勧告すること合課題として、 1992年2

月に文部省によって設置された。「学校改革委員会Jのメンバーは プレーメン州以外の教育専門

家による委員会を組識するとの連立政権協定に基づき、ボ、ンツ (Bo滋 G.ハンブ、ノレク州政府部長)、

イノレゼマン(I1semann，C. v.ハンブ、ノレク州研究部長)、クラブキ(問地i，W.ぜーノレブ、ルク大学名

誉教授)、クレム(Klemm，K. エッセン大学教授)、シュツルック (Sなyck，T.フランクアルト市

部長)、ツェドラー (Zedler，P..::r..ノレブルト大学教授)の6人で携成された。委員長には著名な教

育学者であるクラブキが麓任している。

「学校改革委員会j は、 1992年21318日から翌年2月7日まで、合計15回の合議を背い、 93年2

月17日材でプレーメン州文部大臣に、「革新と継続ープレーメンにおける学校開発のための鶴告j

略記)と題する報告書を提出した。「学校改革委員会J報告書で示された、教育改革の基本理念は

以下のニ点、にまとめることができょう。

まず第一に、教育改革が成功するのは、あくまで個々の学校が改革に主体的に敢り組むことがで

きる場合だけであり、学校行政当鳥が「上からJ(von oben)改革を演出することはできない、と

いう「下かちJ(von unten)の教育改革論という基本姿勢が全律を貫徹していることである。学校

行政当局は、こうした学校の主体的な改革に刺激を与え、支援し、促進することができるだけなの

である。しかも、こうした教育改革は、個々の学校はより強い f昌己責任J荷引き受けることを、

た学校行政当局は従来の権限を「学校現場へJ(an die Basis)譲渡することを、どちらも f学饗j

しなければならない。つまり J教育改革が成功するためには、個々の学校と学校行政当局双方にお

ける、 f相当の学習プ口セスJ(erhebliche Lernprozesse) を必要としている刻。

第ニに、学校の岳律性の拡大が、前述のような1960年代以降の学校制度の民主化要求かちばかり

ではなく、「学校の教育的な質j ないし「良い学校j を達成する観点から椴拠づけられていること

である。すなわち、報告書によれば、「臭い学校Jになる f本質的契機j は、 f学校に関係してい

る人々がその学校と一体化することができる、その程度j であり、この f一体化の程度は、どの程

度まで学校生活と授業とが学校に関係する人々によって共同して形づくられ、共関で責任を負わさ

れるのかに依存している。Jぺ同時に、この学校に関係する人々(教師、父母、生徒)が、授業

を含む全ての学校生活を共同して組織し、共同責在を負うことで、学校を「自分のJ学校とし

体化できる講造の中から、それぞれのf学校文化Jμ(Sch加u財悶叫l匂rθ)や「学校の雰毘気J(S玩ch加ula伽1拘os勾予悼註芸註reβ〉

) が形成されてくるのであつて、こうした意味での個々の学校の「ブ詔フイ…ノルレづくりJ(♂P主ro自b凶i話ldungω

が重要となる

の f学校づくりJのためiιこは、個々の学校に「これまで以上の決定・活動員由領域Jが保障されこ
とが必要となる3九

明らかに、この「学校改革委員会j報告書で示された教育改革の理念は、 fホブマン・テーゼj

とほ託共有するものであった。このことは、委員会の委員長を務めたクラブキが、報告書の概要を

述べた論文の中で、報告書作成にあたって f好都合jで、あったこととして、 1991年12]3にホブマン

を中心人物として開始された「プ口ジェクトJの進行によって、「学校改革委員会」が携想する教

育改革の基本的理念に向けた f思考変革のプ口セスj が、既に始まっていた事実を確認しているこ

とからも明らかである泊。

最後に、以上のような基本的瑠念に基づいて起草・議決されたブレーメン州の1994年のニつの教
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育法の内容とその特質を検討してみよう。

第3節 1994年教育法における f学校の自律性jの拡大とその特質

前述のように、プレーメン州議会では1994年12月20民、学校法と学校行政法の修正法紛が可決・

成立した。プレーメンの新しい f学校法J ( Schu1gese也、 SGと略記)と学校行政法

(Schulverwaltungsgesetz、SVGと略記)の制定目的は、この法律に付された「前文J(Pr滋mbeI)

が雄弁に物語っている。すなわち、このニつの教育法は、学校が社会の変化の中にあって驚法上の

要請を実現すべく、自らを継続して開発するための「枠組みJを設定するものであり、その際の f学

校開発Jの目的は、 f差別や排除をなくし、社会的和解に向けた努力の中で、全ての生徒のための

学校Jを創造することにある。その罰的を達成するためには、「学校のより大きな自律性 (grosere

Eigenst芸ndig挺it)と支援的な学校行政活動とが重要な前提となる。」

では、 f全ての生徒のための学校」の創造iこ向けた学校開発の f枠組みj とは、如何なるもので

島ったのか、以下三点に分けて検討してみたい。

1 .学校観の rパラダイム転換j と「臨律的な教育的統一体Jとしての学校

まず、 2つの教青法を通して、学校の法的性格と学校の在り方に関して、 fパラダイム転換j と

も言うべき学校観の大きな転換が行われたことに注目したい。学校の法的地位に関して、従来の学

校行政法 (1978年制定。 i日 SVGと略記)では、「学校は公法上の権科能力なさ営造物 (e誌e

nich註'echts鼠higeAnsta1t des offentlichen Rechts)であるJ(第16条の2)と規定され、依然として

学校を学校監餐当局の告括的支配権に従属する組織とみなす誌統的な行政法理論の残浮が見られた

3430 これに対して今回の SVGでは、従来の権力的な行政法解釈さと想起させる条文は、「学校i立法的

能力を持たない (nichtrechts白hig)Jという簡潔な表現に修正され、しかも続けて、学校は都市ゲ

マインデ(プレーメン市とブレ叫すーハーブェン市〉の同意の下に、 f自由裁量できる資金」を用

いての f法的行為Jを伴う「自己経済J(Selbstwirtschaft)を行うことができると規定された(第

21条1項〉。問時に、 SGでは、従来の学校法 (1975年制定。旧 SGと略記)には無かった条文とし

て第9条 f学校の自律性J(豆igenst芸ndigkeitder Schu1e)を設け、「全ての学校は、一つの自律的な

教育的統一体付加eeigenstandige p差dagogischeE担heit)であり、この法律及び学校行政法院基づ

き、自己管躍するJことが明記された〈第9条1項)。

こうしたf学校の詞律性jを明確に規定する今回の法改正は、プレーメン州司法当馬Oustizressort)

が、行政法の慣例であった f権利能力なさ営造物Jという用語の削除に異議を唱えてたことに象徴

されるように、行政法ないし教育法上の転換をもたらすものであった。この点につき、今自の教育

法起草の糞任者であったカシュナーは、次のように指摘している脅すなわち、これまでの学校とそ

の教青法は、憲法上の法治田家原貝せとは襲腹iこ、実態的にはi日SVGの規定に見られるように、 19

世紀以来の官権国家(Obrigkeitstaat)の精神に支配されてきたが、今回の法改正は、憲法上の原罪j

を考慮しつつ、使用する法律上の用語もそれが指し示す内容は一致させる形で行われた岱今回のプ

レーメンの教育法は、 113来の行政法及びその理論から決別して、「新たな展開Jの段措へと転換し

たものである樹、と。

しかも、注堕すべきことは、こうした学校に関する法議念の転換は、カシュナーも指横している

ように、学校が果たすべき機能や担うべき課題に対応したものである点になる。すなわち、今回の

学技法で新たなに盛り込まれた規定によれば、「島律的な教青的統一体」である学校は、在籍する
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生徒にとっての「生活空間J(Lebensraum)であり、そこでは生徒はその年齢に応じて「授業とそ

の他の学校生活を単独でないし共同で組織すべきであり、また経験を通して学ぶべきである。J(第

4条2項)また、学校は、そこでの生活全体が「民主的で実感できる活動と学校に関係する人々の

相互の敬意」に基礎づけられることを通して、生徒を「思慮深い人格的・職業的・社会的行動」を

行うことができるように指導する場なのであり、同時に学校での授業形態と方法も、「生徒を自発

性(Selbsttatigkeit)に向けて教育する」という目標に従うべきである(第4条4項)。さらに、教

育権者(父母)も、その子どもへの教育責任を考慮すれば、「可能な限り、授業とその他の学校生

活の形態に参画させられるべきである。J(第6条)

総じて、ホフマンの言葉を借りるならば、 1994年の二つの教育法の制定を通して、「管理され、

官僚統制の下に置かれた教師中心の学校」から、「教師と父母と生徒が共同で、強く自律的に組織

する生活・経験空間としての学校」へと、学校の在り方は「パラダイム転換」したお)、と評価する

ことができょう。

2. r学校の自律性」の拡大と学校監督の質的転換

既に旧 SVGは、上述のように、 1973年のドイツ教育審議会勧告の理念を取り入れる形で制定さ

れたことから、「学校の自治J(Selbstverwal加ng)を保障し、文部省(学校当局)による「学校の

自治」の制限は、「教育制度の統一性および生徒の教育の機会均等の促進と確保のために必要とさ

れる限り」でのみ認められることを規定していた(第17条2項)。今回の SVGでは、第22条の「学

校の活動自由領域J(Handlungs企eiraumder Schu1en)で、旧 SVGの規定にさらに加えて、学校当

局は、「疑念、が生じた場合には、指導的援助と学校が行った拘束力のある決定とを優先させるべき

であるJ(第22条3項)こと・が明記された。この追加規定は、学校当局(文部省)に対する個々の

学校の「自主性の優先」を意味するものであることは、法律起草の中心人物であったカシュナー自

身が確認しているところであるへ

学校の「自律性」、つまり「活動自由領域」の内容としては、 SGの第9条は特に次の 3項目を

挙げている。第1に、「授業とその他の学校生活を組織するための自由領域を活用して、独自の学

校開発の展望を明確にすること」。その際、「学校開発の展望」は「生徒の興味」を考慮し、「生徒

個々人の適切な学習・発達可能性を開く」ものであるべきである。こうした独自の「学校開発の展

望」を明確にして、それを「学校プログラムJ(Schulprogramm)の中で組織・編成しかっ持続的

に補正することを通して、学校の「プロフィールJ(Pro血)が形成される。「学校プログラム」は、

近隣の学校との聞で相互に調整し、また地域の協議会とも協議すべきである、とも指摘されている。

この学校プログラムの作成における近隣学校との調整という措置は、先の「ホフマン・テーゼ」に

も指定されていたように、「学校の自律性」の拡大が過剰な学校間競争を招くことを抑制する意味

も含められてた。第2に、「継続した学校開発の重要な要素である民主的な決定構造の開発を促進

すること」。そして第3に、学校に認められる範囲で、「学校に委ねられる学校経営の経済的事項

を、自律的に執行することJ(第9条1項)、である

他方、こうした「学校の自律性」の拡大に対応して、学校行政当局(文部省)とその学校行政(学

校監督)の性格や役割も大きく変革されている。すなわち、文部省は「最高の州当局」として、「授

業の内容と組織」や「授業時間や授業日数」といった主として「内的学校行政」に関して最低基準

の設定を行い (SG第3条3項)、また個々の学校の教育活動の水準の評価(外部評価)とその水

準の確保とに責任を負う (SG第9条5項)。その際、個々の学校の「自律性」に基づく「学校開

発」について、「相談に乗り、かっ支援する」ことを通して、の教育水準の確保を主たる任務とす
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る「学校訪問指導J(Schulispe凶on)の制度が新設されたのVG第13条〉。その擦に、この「学校

訪問指導j を行う職員からは、従来の学校監督官が有していた学校(教師)に対する f指示権j

(Weisungsrecht)は削除される (SVG第13条3項〉。

さらに、学校行政当局による学校監督のうちで、その中核的領域を占める f専門監替J

(Fachaufsicht)とその一部に位震づけられる「法的監督J(Rechtsaufsicht)についても、その権援

措置 (Aufs泌総詣asname)が行使される場合が限定的に列挙され、しかもそうした措置が必要な場

合でも、まずは指示権のない「学校訪問指導jが先行して行われるべきこと、学校監督措置は f教

育的課題、教員と校長の自由と賞任、それに父母と生徒の参加が、可離な限り維持され、かっ支援

されるようにj、行われるべきことが規定された (SVB第12条4項)。つまり、学校監督(特に専

門監督)は、いわば f最後の手段J(叫話ma ratio) として脊続はされるものの"に前述のホアマン

の fテーゼj論文でも確認されていたように、あくまでも錨々の f学校の自律性Jの拡大と f良い

学校jの創出在図る条件整欝の部分に限定され、学校行政当局の本質的機能は個々の学校における

学校開発の枠組み設定と支援活動へと賞的転換が図られたと設えよう c プレーメン文部省が1994年

教育法を解説した冊子においても、学校行政当局は「規制的・統観的当局から、学校の自主性に専

門的立場から随伴し、支援する助君的当局jへと「根本的変革Jを遂げる必要がある、と自ら自身

の組織開発の方向性が明示されている刻。プレーメンの教育改革プロジ広クトが、個々の学校の改

のみならず、学校行政当馬及び学校監督の改革をも視野に入れた、「二重プ口ジzクト j

(Dop戸lprojekt)と称されるのは、このためである。

3.学校会議と教員・父母・生徒による協像的学校自治

さて、上述のような強い「自律性Jが保障された個々の学校において、 f学校に関係する人的グ

ノレープの共同の審議・決定機関jであり、かっ「学校の最高意思決定機関J(SVG第33条1項)と

して、学校自治の中核的機能を担う機関となるのが f学校会議J(Schul女onferenz)である。旧 SVG

では、ほぽ同等の権践を持つ学校会議と教員会議 (Lehrerkonferenz)の2つが学校自治の頂点に

措えられていた。今回の改正では、「教員全体会議J(Gesamtkonferenz des Kollegiums)は、主と

して「学授の教育活動の教育的・専門的形態j に関して学校会議と連携しつつ協議し、その協議結

果を学校会議に提案することを任務とする機関とされ (SVG第36条)、「学校に関係する全ての事

項を協議するJ(SVG第33条2項)機関としての学校会議の権接強化が関ちれている。このため、

f最高意思決定機関Jである学技会議は、 f学校の活動とその質的確保に糞径を負う j ことをはじ

め、例えば「学校プロフィーノレJの形成に向けた「学校プ口グラムj の作成、学校組織及び授業の

形態、学校財政に関する事項までも含めて、学校における全ての事項について協議しかっ決定する

権限と責任を負うことになった (SBG第33条2項)。

学校会議の構成員の数は、学校規模に応じて8入(生徒数500人以下の学校)、 16人(生荷数500

以上1，000以下の学校)、 24入(生徒数1，000人以上の学校)の3形懇となる。学校会議の委員の内

訳は、全体の半分は教員と教員以外の学校職員(事務員や期務員など)から関じ比率で、また残り

半分は父母代表と生徒代表から出される(その比率は学校段階に応じて異なり、基礎学校では全て

父母代表、後期中等段階では1対2の比率で生誕代表が多くなる)(SVG第34条〉。その擦に、学

校長は投紫権を持たない委員として加わり、しかも出 SVGとは異なり、学校長がその職務上自動

的に学校会議の議長 (Vorsi包)に就任することはできなくなった (SVG第34条1項。議長は学校

会議の委員による互選)。このように、今回の改正は、 1970年代に見られたような父母及び生徒の

形式的な学校参加という次元を麓えて、教員とともに父母と生徒には学校自治の主体的担い手とし
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ての位置と寅任を保障するものとなった。

さらに学校には学校会議、教員全体会議の他にも、父母協議会 (Eltぽ油eirat)や生徒協議会

(Sch回収beirat)など多くの委員会や会議が組織される。その擦に留意すべき点として、学校会識

をは乙めとする各種の学校の委員会とその委員は、 f異なる利害と立場を最大限の合意形成

(Konsens凶dung)へととりなす、という目標をもって共問して活動するJ(SVG第25条〉ことが

明記されている。また、学技会議と教員全体会議の双方に、お互いの決定に対する拒否権(Vetorecht)

を認めたことも (SVG第31，32条)、学校内の多様な利害の対立や葛藤の存在を前提として、なお

かつ「合意形成」に向けた対話的解決を促す措置として導入されたものであったぺ

なお、文部省によって拒命される学校長の任用手続きついて付言すれば、学校長は、公募に出顕

した応募者が、まず選考委員会{学校行政当局、学校訪関指導職員、当該地区の学校長代表、 5当該

学校の教員と生徒の代表などで構成)で3入にまで選考された後、当該学校の各種の委員会(全体

教員会議や父母評議会等)での投票を経て、最終的には学校会議で選定されることにになった (SVG

第69，70条)。従って、学校長は最終的には州文部省により任命されるが、実質的な選考権は瀧該

学校、とりわけ教員と父母と生徒の代表者が会する学技会議の手に委ねられていることになる。

おわりに

以上の検討から、 1991年に開始されたプレーメンの教育改革は、「管理された学校J(ベッカー)

からの脱却という 19世紀以来のドイツ教育史を通癒する教脊課題を受け、より直接的には f良い学

校j に関する学校研究と学校開発理論の成果を摂取しつつ断行されたものであること、そして「学

校の自律性j の拡大を基調とするプレーメンの教育改革は、学校行政(学校監替)の支援・助言機

能重視への震的転換を菌り、問時に教員と父母と生徒による協識的学校自治に基づいた f良い学校j

の創出という、学校行政と学校の在り方双方のパラダイムを転換する試みであった、と結論づける

ことができょう。

もとより、こうした「自律的学校jを通した f良い学校Jの実現という試みが成功するためには、

例よりも教員、父母、生徒、そして学校行政当局職員など、全ての学校関係者の意識変革を伴う、

地道なf学習プロセスjが不可欠となるJ、ずれにしても、ドイツ教育史上の「未開拓の地J(Ne叫and)

紛に踏み込んだ、プレーメン州における教育改革の今後の推移は、 f学校の自主性・自律性の確立j

が愈務となっている我が留にとっても注視すべきものとなる。
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補章 シュタイナーの社会三層化運動と自由ヴアノレドルブ学校の創設

一人間認識に基づく教育と学校の自律性一

はじめに

本積の課題は、自由ヴアノレドルブ学校の創設に託された教宥的・社会的理念を、ノレドノレブ・シュ

タイナー (Rudolf Steiner， 1861-1925) の思想に基づいて展開された「社会三層化運動J

(Dreeigliederungsbewegung) との関わりの中で考察することにある。この研究課題は、以下のよ

うな課題意識に基づいている。

1919年 9月に南ドイツのシュトクットガノレトに創設された f自由ヴアノレドルフ学校J(Freie 

Waldorfschule)は、第二次世界大戦後、とりわけ1970年代以蜂急速にその数寄増やし、今やその姉

妹校は世界全体では約780校、 ドイツ国内では約180校を数えるまでに宝っている1)。しかもヴアノレ

ドルフ学校における教育は、一時の試験で確認されるだけの知識の習得にではなく、荷よりも内面

的豊かを含めた人間的諾能力の調和的発達にこそ重点を揚えものである点が れ世紀の教育の在る

べき姿を示す教育英践として関連のユネスコ報告書 (1997年〉によっても推奨され、世界的な注自

を集めている 2)。我が閣でも、子安美知子『ミュンヘンの小学生一娘が学んだシュタイナー学校J

(1975年)の出抜以棒、ヴァルドノレブ学校はそこでの fユニークなj教育実践とともに、一般にも

シュタイナ…学校の名称で知られるようになり、全国各地で fシュタイナー教育講鹿j が開催され

る状況にある。

しかし、ヴァノレドルフ学校における教育を貫徹する指導理念とも言うべき「人間認識に基づく教

育Jが、グアノレドノレブ学校を賞徹するもう一つの指導理念、である「学校の自律性Jと緊密に結合す

ることで機能していること、そしてまたこうしたこつの指導理念に支えられたヴアルドノレフ学校と

そこでの教青には、同時に社会全体の刷新(人間化)という社会改革的意味も付託されていること

への理解は、未だに十分とは蓄えない状況にある。このことは、シュタイナー教育が、例えば教科

書を使用せず、試験や点数評価も斑ょとした、 12年間一貫帯jの教脊であるといった、その「ユニーク

なJ特徴が知られるようになるに伴って、そしてその f自由への教育Jが f理想的j と思われるほ

ど、そうしたシュクイナー教育を受けた人閉が果たして「敷しいj社会の現実に適応できるのだろ

うか、という疑念が提起されることに端的に示される。ところが、シュタイナー自身は1920年の論

文で、ヴァノレドノレブ学校の創設が「教育的課題と社会的課題の解決J3)を希求したものであり、こ

の学校からは「力強く、生活の中へと入っていくことができる入聞が生み出されることであろう j

へと述べているのである9

こうしたヴァルドノレフ学校とそこでの教育の意味が必ずしも十分に理解されていない背景には、

こうした疑念が提起される背景には、そもそも最初の自由ヴアノレドノレブ学校が、人間の社会生活全

体の刷新(人間化)を志向したシュタイナーの思想とその社会的実賎運動、すなわち社会三麗化運

動の一つの結晶として創設されたことへの認識不足があり、さらには自由グアノレドルフ学校の創設

と社会三層化運動の内的関係に関する本格的な研究の蓄積が不十分であった、という研究上の問題

も伏在していた5)。こうした中で、従来のドイツ史研究では無視されてきた社会主層化運動の実相

会、詳綿な史料誤査に基づいて拐めて検証したシュメノレツアー(Albert Schmelzer)の1991年の研

究成果6)は、ヴァノレドノレブ学校研究の深化に寄与する多くの素材を提供してくれている。

本稿は、主としてこのシュメノレツアーの研究成果に学ぷっつ、 f人間認識に基ザく教育j と「学

校の自律性Jという自出ヴァノレドルフ学校を貫撤するこつの指導理念とその社会改革的意味者、四
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19年4月かち約2ヶ月間という短期開ながらシュトゥットガノレトを中心地として展開された国民運

動である社会三題化運動との関連から考察した試論である。

第 1節 第一次世界大戦後のドイツの政治・社会状況

1919年4月初日、既に入智学協会を結成して(1913年)、スイスのパーゼノレ近郊のドノレナッハを

拠点にく入智学> (An也roposophie) と呼ばれる独自の思想、の普及を確立しその普及に努めていた

思想家ノレドノレア・シュタイナーは、 ドイツ階部にあるヴュノレテンベノレク州の州都であるシュトッウ

トガノレトに入った。以後、シュタイナーは数週間にわたってこの地に止まって精力的な活動を展開

することになる。では、この1919年という時期はドイツの歴史にとってどのような意味を持つ時期

であり、またシュタイナーはこの南ドイツの地で如何なる活動を震関したのだろうか。

1914年笈に勃発しヨーロッパ諸国民を史上初めての「総力戦Jの底に巻き込んだ第一次設界大戦

は、 1918年秋の宮部戦線での英仏軍の勝利によりドイツの軍事的敗北が決定的となった。関年11月

4自のキーノレ軍港での水兵反乱を契機に、 ドイツの各地では戦争終結と体制変革を求めて民衆が煉

原の火の如く立ち上がると、旧支配権力はあっけなく瓦解し、かわって兵士と労働者の代表者で組

織される「労兵評議会J(Arbeiter珊 undSoldate沼郡e)が権力を掌握していった。いわゆるく11月革

命>の開始である。 11丹7日には、 ドイツ帝国でプEイセンに次ぐ勢力を有したバイエノレン王国の

都ミュンヘンでも革命が起き、プロイセンのホーエンツオノレレン王朝よりも古い歴史を誇っていた

ウィッテノレスバッハ王朝が倒壊した岱革命の波は帝都ベノレジンにも波及し、 11月9毘には社会民主

党 (SPD)のシャイヂマンによって、「平和・自由・パンjのプラカードを掲げて砦国議会を取り
闇んだ大群衆に向かつてドイツ共和閣の樹立が宜雷され、墾10日早朝にはドイツ皇帯(プロイセン

国王)ヴイノレヘノレム2世がオランダに亡命し、 1871年以来のドイツ母国はその終駕を迎えた。関様

にヴュノレテンベノレクでもそれまでの君主輔が崩壊し、 11月9日記は労兵評議会および社会民主党の

代表者らの手で、「ヴュノレチンベルク共和国Jの樹立宜言が行われている (SPDのヴイノレヘノレム・
プロスを言班とする政府)0 11月11詩には、連合国側とドイツとの関で休戦協定が締結され、第一

次世界大戦は終結した。

しかし、こうした旧来の君主制の崩壊と社会民主党を中心とする新政府の樹立は、中央でも地方

でも、決して安定した民主的な政治・社会体制を実現するものでも、また革命の本来の主役であっ

た一般大衆(特に労働者と兵士)を満足させる政策遂行を保障するものでもなかった。社会主義勢

力の内部では、多数派を占める社会民主党勢力と急進派(独立社会民主党とさらに忽進的なスパル

タクス国)との路裁の相違が寵ぐに鮮明化し、 1918年12月24日及び1919年1月には、ついに武力第

突にまで発展した。 19年1月のベノレジンにおけるスパルタクス団(18年12月末にドイツ共産党とな

る)による武力峰起では、社会民主党と結合した国防軍 (1日来の帝政軍部)による鎮庄の最中、ス

パルタクス団の指導者2…ザ・ノレクセンプノレクとカール・ジープクネとトは惨殺されている。こう

した中で、社会民主党及び労鋤組合の指導部は、その政権基盤の強化を意留して、次第に!日来の箪

部と官僚機構、そして産業資本家勢力とも容易に結託し、逆に一般民衆を主体とする協議会運動を

掠圧しくことになる。このため、「皇子普は去ったが、将車たちは残ったjの言葉に象徴される如く、

11月革命で一端は鳴りを潜めたかに見えた旧帝政時代の支配勢力は瞬く聞にほぼ無傷で蘇ることに

なった。

こうして経済機構の民主化(特に労楊者による経営参加のための f経営評議会J(setrieむsrat))

の設置や社会化政策が遅々として進まない状況の中で、 1919年1月頃か4月にかけてのドイツ名地

(特にノレ…ノレ地方と中部ドイツ地方〉では、戦後の驚異的なインブレーションの進行と失業者の急
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増も加わって 7)、革命の進展に幻滅を感じた労働者や兵士によるゼネストを停う大規模な大衆運動

が再燃し、これを鎮圧しようとする政府軍〈その大半は共和国に敵意を抱く右翼義勇軍)との関で

武力衝突も発生した。ミュンヘンでは、社会民主党を中心とする政府に対する大衆運動の結果、 4

月6日には fレーテ共和国J(1主義ter句由lik)が室雷され、この新たな革命政府は以後約1ヶ月政権

を雄持した。 2月6日から審議が開始された憲法制定のための国民議会も、政情不安定のベルリン

を避けて中部ドイツの古都ワイマールで開催されたが、そこもゼネスト運動のために一時にせよ外

部との交通が遮断され蕗立無援の状態に置かれた窃ヴュノレテンベノレク州のシュトッゥトガノレトでも、

f統一プロレタリアート行動委員会J(Aktionsausschus des geeinten Proletariats) という超党派的

組織の下に3月31日にゼネストが決行されると、社会民主党のブ、ロス (Blos，W.)が率いる州政

府は即座iこ或撤令を発令し、鎮圧部隊を投入した。この時の武力第突では、ゼネスト組織が解体さ

れる 4月7呂まで16人の死者と50人の負傷者が出ている 8)。

シaタイナーは、以上のような第一次世界大戦とその後のドイツ社会の混乱状態の中で、全国的

に大衆運動が帯燃しつつあった時期に、シュトッゥトガノレトに入ったことになる。

第2館 シュタイナーの社会三層化運動の展開

1 .シュタイナーの社会有機体の三層化論

周知のように、ゲーテの自然科学論の研究者として学問研究に入ったシュタイナ…は、科学技術

の急速な発展を年件とする機械論的・物責論的人関観の台頭と対持しつつ、入聞を身体 (Leゐ)の

みならず、闘には見えない f魂J(Seele) と f霊J(Geisit)をも持つ統一体として認識することを

基盤とする人智学患想(この思想、は「精神科学JGeistswissenschaftとも表現される)を構築して

いった。シュタイナーの入智学思懇の主眼は、しかし、社会の現実から遊離した生活や膜想にでは

なく、あくまでも人間が社会の現実の直中にあって自由にかっ創造的に生きることにこそ据えられ

ていた。こうしたシュタイナーの人智学思想の特質は、 1905年の論文 f精神科学と社会問題j では

明確に次のように述べられている。「我々のなすことは、単なる蜂奇心に駆られて『精神科学サー

クノレjに閉じこも号、そこで彼岸の世界についての様々な f興味深い』認識を得ることではなく、

『存在の永遠の法尉jに照らして、自日の思考・感情・意志を鍛え、そして人生のただ中へと踏み

入り、澄明な眼差しをもってこの人生を理解することであるo ・・この際に大切なのは、ただ精

神科学からどんな思想、を取り入れるか、ということだけでなく、精神科学から取り入れた思想に基

づいて何を行うか、という点である。J9) 

こうしたシZ タイナーの現実志向の強い人智学思想、は、上記のような第一次世界大戦とその後の

社会的混乱状態の中で、 f社会有機体のと聾化J(Dreigliedelung des sozialen Or，伊nismus) と総称さ

れる独自の社会改革思想へと発展されていった。ここでは、 1919年4月の著書『社会問題の核心J
を中心に、シュタイナーの社会三層化論の概略を確認しておきたい。シニ五タイナーは、第一次世界

大戦の勃発とその後の破局的なまでの社会混乱の要閣を、担々の国家における政治・法的領壊と経

済的領域と精神・文化的領域とが津然一体化し、それぞれの生活領域がその圏有の原理に基づく国

有の役割を果たすことができなくなっていることに求め、これら三つの領域を分節化した社会構造

を構築する必要性を説いた。すなわち、シュタイナーは、フランス革命の際に人間性の深奥からの

叫び声として登場した f自由・平等・友愛J(Freiheit. Gleic'泊eit• Bruderlichkeit)の雷葉を、現

実の社会生活の中で相瓦に矛居・対立することなく機能させるためには、精神生活(Geistsleben) 

には自由が、政治・法的生活保ecお句leben)には平等が、経務生活 (W:な飴chaftsleben)には友愛
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が、それぞれの指導原理として儀くことができる、三分節化された社会構造を構築することが必要

と考えたのである。

その擦に、このシュクイナーの社会改革論の根患には、全ての人間、とりわけ労働者賠級(プロ

レタリアート)における f人間の尊厳J (~enschen~de) の回復という課題意識があった。すな

わち、シュタイナーによれば、現代の社会問題の中心に位置している労繭者階級の存在に注目する

場合、労働条件や権利保障といった外語的な事項ばかりではなく、何よりも f近代プロレタリア運

動は、本当は何を欲しているのかj、彼らの社会的諸要求の背後にある「純人間的な衝動J(rein 

me.郎ch1icheImpu1se)とは何か、という問題こそが謂察されなければならなし州、という。シュタ

イナーによれば、それは「人間の尊厳の意識を与えてくれるような精神生活J11)である昏この点で、

宗教や学関や文化といった人間の内面的活動とその所産である精神生活を、物質的・経済的状態の

反挟である fイデオ口ギーj と規定してしまう?ルクス主義の立場は議しく批判されることになる

ヘシュタイナーは、ベルリンの労働者教養学校(Ar恥iterbildungsschu1e)での約5年間の講師体

験も踏まえて、労動者階級が真に欲しているものは精神生活(宗教、芸術、学問、文化等)を基盤

とする「人間の尊厳の意識J、つまり人間精神の充足であること、従ってマルクス主義が主張する

ような生産手段の社会化にる経務機構の改革だけでは、本当の意味での労鋤者階級の救務にはなら

ず、むしろそれは労動者の f魂を空調化Jゆする結果をもたらすにすぎないことを晃抜いていたの

である。

社会有機体をそれぞれ自律的な政治生活、経務生活、稽神生活の三つの領域に分節化しようとす

るこのシュタイナーの思想にあって、とりわけ軍要な課題は精神生活の再建に強ならなかった昏「ど

んな人間も自分の魂に入間の尊厳の感構を与えてくれるような、カのある精神生活を必要としてい

るj叫にもかかわちず、現代社会においては誰もがその必要性を正しく認識できなくなっている。

その理由は、 f精神的なものをすべての物質的、実際的なものからできるだけ遠ざけて考える習慣

に慣れてしまったからj叫に他なちない。つまり、 f精神生活が国家と経務とに依存していることj

に今日の社会問題の真の要閣があるので島り、「この依存から精神生活を解放することが纏めて探

忽な社会問題の一部を構成j紛することになる。こうして、シュタイナーによれば、「その本質上、

社会宥機体の中で、完全に独立した分野として形成されることを求めているJ精神生活が、 f完全

な自己管理j の下にく自由〉を指導原理として発展する時にこそ、 f国家生活、経祷生活は信分の

立場から精神生活を形成するときには獲得できなかった力を、その精神共同体から受け取ることが

できるJことになる川、のである。

以上のようにシュタイナーの社会三眉化論は、人関存在そのもの者商品化してしまう資本主義経

済とそれを基礎とする中央集権化された社会体制でも、組方ではロシア革命(1917年)に続くソピ

エト連邦に代表されるマルクス主義に基づく新たな中央集権的な社会体制への道でもなく、何より

も f入聞の尊識の意識j と自由の原理に基づく精神生活を基盤としつつ、自由と平等と友愛の原理

が現実的に機能する人開化された社会有機体の創造を志向するものであった。

2. ヴュルチンベルク州における社会主層化運動の畏関

ところで、シュタイナーは以上のような社会三騒化論を、既に第一次大戦の最中の1917年壌から

提唱するとともに、機会ある毎に各界の指導的人物に対してその実現の必要性安説いていた。 歩iえ

ば、シニ&タイナーは1917年6月、才一ストヲア者自の政務長官のアノレトクール・ホーデッツ(Arthur

Graf Polzer-Hoditz)の弟で入智主義者のルードヴィッヒ・ホーデッツ (LudwigGraf Polzer-Hoditz) 

と会談し、その際にアルトウー/レ・ホーヂッツ宛の「覚書Jを託しており 18)、続く 8月ないし9丹
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にはドイツの外務大臣キコ.ールマン(Riζhardvon Kuhlmann)とベルリンで会談している。さらに、

シュタイナーは1918年1月には、 ドイツ軍参謀総長モノレトケ (Helmutvon Moltke)との個人的親

交を仲介としてゆ)、パーデ、ン邦の皇太子マックス(Prinzvon Baden Max、1919年10月からドイツ帯

国最後の宰相を勤めた〉とも会談している。しかし、この時のシュタイナーの働きかけは、何らの

具体的な成果も上げることはできなかった。

ところが、 1918年の11月革命とそれに続く社会的混乱の中で、シュタイナーは再び講演や著作な

どを通して精力的に社会三膳化の自説者語り始めると、彼の考えに共鳴する人々の輪は次第に大き

くなり、やがてシュトッワトガノレトを中心とするヴュルテンベノレク州では、「社会三藤化運動j

(Dreigliederungsbewegung)と呼ばれる大家運動へと発展していった。この時、シュトッゥトガノレ

においてこうしたシュタイナー思想の実践運動が展開された背最には、この地が1910年代までに既

に人智学活動の中心地となり、シュクイナー自身も頻繁にここで講演活動を行っていたこと、それ

と運動を推進した活動グノレ…プが存主したことがあった。この活動グループの中心には、エミ…ノレ

・惜ノレト (EmilMolt)、アドルブ・アーレンゾン (Ado百Arenson)、カ…ノレ・ウンガー (C訂1Unger) 

という 3入の人智主義者の実業家がいた。とちわけ、貧国の中から身会起こし、当時は約l千もの

労韻者者擁するグアノレドノレブ・アストジア煙車工場 (Waldorf-AstoriaZi郡出註，enfablik)20)を経営し、

f商業顧問官J(Kommerzienrat)の称号まで付与されていたエミーノレ・モノレトがその中核的位置

を占めていた。

さて、 1919年11A9日、仕事先のスイスのチュ…ジッヒでドイツ革命の報に接したそノレトは、自

宅のあるシュトッゥトガルトにではなく、ドルナッハのシュタイナーの許に向い 11月9日と10院

のシュタイナーの講演を開いている。この時シュタイナーが語った社会正層化論iこ深い感銘を受け

たモノレトは、ウンガー (CarlUnger)やハンス・キューン(HansK活m)らと図って、シュトッワ

トガノレトにおいて、帰還兵士の支援事業を中心とする社会活動を開始した。その後、モルト等は幾

度もドノレナッハのシュタイナーを訪ねて、シュタイナーの思想をより深く学んでいった。特に、 19

19年1月25及び幻自の会合では、社会の三層化に向けた運動に向けた準備及び自由学校 (die企eie

Schu1e)の設立の必要性などについて討議されている。この時に、シュタイナーは戦後の悠速な貨

幣倍笹下部の危険性も考慮して、「我々は、人々が必要としているものをもたらすために、まずは

我々がなおも保有している資金で、自由学校を創設しなければなりません。Jと述べ、モノレト等に

学校設立の必要性を示唆していたへ

1919年2月になると、社会有機体の三麓化の視点からドイツ国民に訴えるための f呼びかけjが

シュタイナーによって起草され、モルト等の活動でこのアピールへの署名集めが開始された。この

f呼びかけJは、「ドイツ国民とドイツ文化界に告ぐJ(An das deutsche Vo政undan die K叫匂rwelt)

の表題で、 3丹5自にシュトッウトガノレトの新関紙上で公表された。 f呼びかけjへの署名者は謀

術家、自然科学者、文化入、政治家等を中心に200人が超えてお号、この中には作家のヘルマン，

ヘッセ (HennannHesse)紛、芸術家のレームプルック (W滋lelmLehI凶，ruck)、教育学者のナトノレ

ブ (Pa叫 Natorp)紛、ヴュノレテンベノレク州憲法の起草者でもある政治家のブルーメ (Wilhelmvon 

Blum私自由主義左派のドイツ民主党所購)なども含まれていた。

この1919年3月の f呼びかけjは、第一次世界大戦という未曾有の破局があった後では、何がそ

の悲劇jの要国であったのかを深く詣省すべきであり、そのためiこは f身の回りの車近な要求に曇ら

怠れずに、新しい時代の百ぎす方向をしっかりと見据えようとする人生観をもたなければなりませ

んj と、まず「古い思考習慣Jからの決別の必要性をドイツ国民に訴える。その上で、政治生活と

経済生活と精神生活の三つに分節化された社会有機体こそが時代が必要としている社会構造である

ことを主張したものであったへさらに、この f呼びかけj に続いて、 3A21日には三層化に関す
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る公開講演会がシュトックトガルトの市民公園ホールで、開催されている。 4月の上旬には、シュタ

イナーの社会三層化論に関する著書『社会問題の核心』が刊行され、 4月22日にはシュトッウトガ

ルトにおいて、「社会有機体の三層化のための連盟J(Bund fur Dreigliederung des sozialen 

Organismus、会長にはハンス・キューンが就任)Jが設立され、いよいよ社会三層化運動が本格的

に開始されていった。こうした社会三層化運動の本格化と機をーにして、 4月20日(イースターの

日曜日)にシュトックトガルト入りしたシュタイナーは、以後約 1ヶ月にわたってこの地にとどま

り、各種の講演会(例えば、 4月23日はヴァルドルフ・アストリア煙草工場、 4月26日はダイムラ

ー・ベンツ自動車工場での後援会)や集会(後述の経営協議会を含む)などを通して、社会三層化

論とその具体化について説明していった。ここで、この時期に、社会政策上の一つの焦点となって

いた「経営評議会J(Be住iebsrat)の在り方に関するシュタイナーの意見を確認しておくことこと

は、彼の社会改革論の意味を理解する上で有益であろう。周知のように、経営評議会とは11月革命

と1919年 1月以降再燃した労働者によるゼネスト運動の展開の中で、労働者による企業経営への参

加を保障する制度として労働者から要求されていたものであり、既に各地では先行的な組織が作ら

れつつあった。シュタイナーは、シュトッゥトガルトの大企業に設置されていた経営協議会及び労

働委員会と合計12回の会合を持ち、その中で懸案の経営評議会の在り方に関する自らの考えを披渥

している。その中でシュタイナーは、経営評議会をただ単に協議するだけの期間としてではなく、

「企業の実際的な管理者」ないし「企業の本来の管理者」として位置づけるべきであり、この経営

評議会には労働者や事務員を含むすべての被雇用者の代表者が委員として加わり、しかも「すべて

の委員が絶対的に同等の権限を持つ」という原則を承認する条件でのみ、雇用者(使用者)の評議

会への参加が認められるできである、と主張している制。

こうした全ての労働者の代表が雇用者(使用者)と絶対的な同等の権限を保障され、経営に関す

る最高機関としての経営評議会というシュタイナーの考え方は、同じ時期にワイマールの国民議会

で審議され、 1920年2月に制定された「経営評議会法J(Be仕iebsrategesetz)が、結果として経営

評議会を単に雇用者(使用者)を「補佐する」だけの機関と規定することになった(第1条)こと

を想起すれば刷、その革新性が理解できるであろう。シュタイナーは社会民主党及び労働組合上層

部による経営評議会法草案について、「至る所で雇用者と被雇用者の関係が、全く古くさい仕方で

語られている」と手厳しく批判し、草案にあるのは「人間的な共生の場」としての経営評議会では

なく、「古い資本主義体制の密かな続行のためのカモフラージュJに他ならないと、指弾もしてい

たへ 5月28日に行われた労働委員会とシュタイナーとの会合の席で、政府が進めている経営評議

会法が制定される前に、経営評議会を各職場で早急に設置すべきことが決議され、そのための撤文

まで作成されている事実は刷、シュタイナーおよび彼の思想に共鳴した労働者達が希求する「人間

的な共生の場」としての経営協議会と政府のそれとの隔たりの大きさを示している。しかもシュタ

イナーは、こうした全ての被雇用者の代表が雇用者と同等の立場で参加できる経営評議会を、さら

に個々の企業を越えて、一定地域の経済全体の共同機構の形成にも参加させ、この経営評議会の連

合体としての組織によって生産と流通と消費の全体的調整を図るべきことも主張していた。

このように、シュタイナーは社会有機体の三層化論の中で、こうしたく友愛>の原理に基づく経

済生活を構想しており、こうした考え方が次第に労働者からの支持を獲得していったのである。 5

月中旬になると、「社会有機体の三層化のための連盟」の内部では、先の3月のゼネスト運動の中

心的メンバーでもあった労働者達が活動を開始している。こうしたシュタイナー思想の一般大衆へ

の浸透を端的に現しているのは、シュタイナーをヴュルテンベルク州政府に招聴すべきことを求め

る決議の採択である。労働者階級を含む約1万2人が賛同して採択されたこの決議(時期は特定で

きないものの 5月中旬頃と推定される)は、「ノレドルフ・シュタイナ一博士が即座に政府に招聴さ
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れて、追り来る没務からの唯一の救済策と考えられる社会有機体の三層化が開始されるべきであるj

として、社会有機体の三膳化の思想に基づく社会改革をヴユノレテンベルク持政府に要求するもので

あった掛。

しかし、社会五層化灘動は、経営評議会に関する講想に端的に示されるように、経営者側(資本

家)のみならず労働組合や社会主義政党の指導層にとってもその利益そ損ないかねないものであっ

た。 三層化運動はその活動が頂点を迎えた5J}の末から 6月の時期になると、経営者髄と党派的利

を擾先する社会主義政党の指導部の双方からの非難と攻撃とに遭遇することになる。ヴュルテン

ベルク州の経営者団体は、傘下の企業に対して王麗化運動側が呼びかける経営評議会の選挙を阻止

するように要請し、他方では独立社会民主党 (USP訟の指導部は、「社会有機体の三膳化のため

の連盟Jで活動している党員を、 8月16日の党大会に召喚して、その f反党的行動jを釈明させる、

という措置まで行っているへさらに、この時期には後のとトラー率いるナチ党(国家社会主義ド

イツ労働者党〉へと発展していく極右勢力によるシュタイナー攻撃も開始されている母ナチスの前

身組識であるドイツ労犠者党がヴールテンベノレク州の右隣のバイエノレン州の州都ミュンヘンで創設

されたのは、社会三層化運動が開始された時と関じ1919年 1丹のことであり、関党の創設者の一人

ディ…トリヒ・エッカルトは同年5月に機関紙に掲載された fシュタイナーはユダヤ入であるj と

する誹務記事を皮切りに、題動的なまでのシュタイナー攻撃を開始していくことになる刊。

こうして、 1919年4月頃から活発な活動が展開されたシュタイナーの思想、に基イく社会有機体の

三膳化運動は、 6月頃には左右両翼からの持正の中で急速に支持者を失い、挫折を余儀なくされて

しまう。だが、この社会三層化運動は確かに経済生活および政治生活での実践の点では具体的な成

果を上げることなく終息してかじ見えるが、上述のようにシュタイナーがその社会主層化論におい

て最も麓視した精神生活の再建という点で一つの大きな結品が、この運動の直中から生み出される

ことになる。すなわち、自E釘ヴァルドノレブ学校の創設である。

第3節 自由ヴァルドルフ学校の創設経緯

1 .学校設立の推進者ヱミール・暗ルト

上述のように、シュタイナーとの直接的関係を持つようになる1918年11丹以降、エミーノレ・モノレ

トは、シュタイナーが提唱する社会三膳化論の具体化に向けた社会活動在展開する一方で、自らが

経営するヴァルドルブ・アストリア煙車工場の内部においては労働者の精神生活の改善に尽力して

いったa すなわち被は、ヴュルレンベルク州で最初の経営協議会 (Be紅白bsrat)老自らの工場に設

けて、会社の経営への労観者の参画の制度を導入するばかりではなく、時事的記事及び文化的記事

も盛り込んだ工場内新聞として、 fヴァノレドルフ通信J(Waldorf剖achrichten)を1919年 1J} 1日号

から各週毎に発行していった(その語集責任者はロサン・ボース (RomanBoos) に委ねられた)。

「労犠者が動物としてまた機按としてではなく、人間として犠くということが、焦眉の問題なので

あるJとの、 1丹の会談の折りのシュタイナーの考えからに大きく影響されたものであった。 1919

年3J}には、自らの工場において開催される f労働者教育講産jの実施責任者として、バルト海地

方出身人智主義者(1916年にシュタイナーの助言を持て、戦後にはヴュノレテンベノレクで諸民族問の

相互理解のための授業を行っていた時に、モルトからの誘いがあった)ヘノレベルト・ハ…ン(Herbert

H油s，1890-1970)を招鴨している。ハ…ンは、労働者のために、簿記、経済学、地理、人間学、

オイヲュトミーなどの教育講鹿や各種の講演会を開鑓していったへ

既に1918年11月中旬に自社の労働者との会話から教育制度の改革の必要性についての漠然として
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計覇を抱いていたそノレト辻、 1919年 1月25及び幻自のシュタイナーとの会合会契機に、学校設立の

具体化に向けた準備を開始していった。すなわち、モノレトはシュタイナ…から学校設立に関する示

唆を与えちれたこの会合の後、ヴュルレンベノレク1'1'1の文部大臣ハイ?ン (He戸nann)に会い、学

校設立に関する予備的相談を行った〈日時は不確定)。その擦に、社会民主党員のハイマン文相は、

モルトのような大資本家が各方面から要請されている統一学校を実現しようとしていることに歓迎

の意を述べているへ学校設立に関して政府サイドからの障害がないことが確認されると、モルト

は4月1113，シュトックマイヤー (KarI Stockmeiyer， 1886-1963)に電話をかけて、自分の工場

の労館者と従業員のための学校設立の決心を伝え、問時にその学校の管理を依頼した。シュトック

マイヤーは、ヴュルテンベノレクナトiの左隣に位置するパーヂン州の都市マンハイムの数学と島然科学

の教舗で、 1907年頃から人智学思想、に額倒していた人物である。このそノレトの要請を受けてシュト

ックマイヤーは、その1013後の4月23日にシコ.トッゥトガノレに来ている3ぺこうして、シュタイナ

一、モルト、ハーン、シニL トックマイヤーを中心に学校設立の準備が開始されることになる。

2. ヴァんドルフ学校の館設準備と文部省による認可

さて、上述のように4月20日にシュトッゥトガノレトに来てシュタイナーは、 21日には人智学協会

の会員への講演、 22日には一般市民への講演、そしておEにはヴァルドルフ・アストヲア煙草工場

で講演者行っている。約千もの労働者で埋め尽くされた煙草保管室で行われた講演の中で、シュタ

イナーは次のように労働者に述べている。すなわち、文化などの緯神生活かち排除されている労働

者を含めて、あらゆる人間が「そもそも底分は人間として一体何者であるのかJとの関いに、人間

の尊厳に叶った形で答えることができる時にのみ、活力ある社会有機体が形成され得る器そのため

には、自治的な塘神生活の中でく自由〉の理念が、民主的冨家の中でく平等〉の理念が、そして共

同的経済生活の中でく友愛>の理念が、それぞれ実現されるような三つに分節化おれた社会有機体

安構築する必要がある。その中でも国家及び経済秩序への従属状態にある精神生活の解放こそが緊

急の課題であり、学校の形態として泣あらゆる社会的・能力的・性的差別を排捨した学校、すなわ

ち「統一学校J(EinhaitsschuIe)の創設こそが必要となる、と 3ヘ
この講譲会の翌日 (4J:l24日)、工場の労働者教育講座の責任者であるヘノレベルト・ハーンの許

に前日のシュタイナ…みら講演に触発された数人の労観者が来て、設らの子どものために、 f多く

の生き生きとしたものを学ぶ」場としての学校を設けることはできないだろうか、と懇顕している

へこの労観者遣の願いは既に叶えられていた。何故なら、 23日の講演会に続いて、シ品タイナー

も同席して関かれたヴァルドノレフ・アストリア産車工場の経営評議会の路上、そノレトが正式に学校

設立についての島らの決意を述べ、問時にシュタイナーには創設される学校の教育的指導を要請し

ていたからである。その際、モルトは前年から、学校開設の資金として10万マルクを留保していた

ことも付書した。同じく、モノレトは設立される学校に f自由ヴアノレドルフ学校Jの名称を与えてい

るぺこうして、ヴァルドノレフ・アストリア煙草工場の労識者へのシュタイナーの講演が行われた

1919年4月2313は、開時に r(ヴアノレドノレブ〉学校の真の誕生島J(モルト)となったのであるへ
この4月23f3のモノレトの決意表明を受けて、学校設立に向けた準備は念、速に進めちれた。すなわ

ち、 4月25日にはヴアノレドノレブ学校の教育方針に関する最初の正式な会合が行われたg その賭には、

ダイムラ…社の労働者への講演の後で参加したシ品タイナ一、モノレト、ハーン、シュトックマイヤ

ーの4人が参加した。続いて、 5月 13自には そノレト、シュトックマイヤー シュタイナーの3

人が、ヴュノレテンベノレク州の文部省にハイマン文相を訪問し、学校設立のための法的条件に関する

協議を行っている。この席でシュタイナーが主張したことは、ヴアノレドルフ学校における教育方針
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(特に教育内容と教育方法) ~士、政府・文部省が定める諸規尉ではなく、あくまでも子どもの成長

・発達の内的本震に基づくべきものである、という彼の年来の教育理念であった9 しかし、同時に

シュタイナーには文部省恨!Jとの妥協の必要性への用意もあった。その結果、第3、第e、第8学年
終了の時点で、当該学年の公立学校の教育目標を達成していることを条件に ヴァノレドノレブ学校の

教員集団には教育計画を自由に編成することができる、との妥協が成立した船。

教育計画と同時にそれと密接に関わって重要な問題は、ヴァノレドルア学校の教員資格の問題であ

った。この問題でハイマン文相は、公立学校と向じ教員資格、つまち国家試験に基づく教員免許状

の保持は必要としないが、ヴァルドノレフ学校の教員になる予定の人物が教育臆や経歴の点で教員と

して「棺応しいJ(geeIgnet) ことを文部省において証明することは必要である、との見解を示し

た窃この時患では、未だにワイマーノレ憲法 (1919年8月)が公布される以前であり、私立学校の認

可及び教員資格に関する根拠法規となったのは、 1836年のヴュノレテンベルク邦の民衆学校法紛で島

った。しかもこの法律の私立学校に関する条項(第24条と25条)は、転立学校に対する厳格な監督

非制を導入し、その後の抱邦にも大きな影響を与えたことでも知られるプロイセン邦の私立学校監

督令(1839年)以前に制定されたこともあって州、比較的緩やかで大綱的な規定となっていた。ヴ

ァルドルフ学校は、 5月13日の文部省との協議の後、所定の事務手続きを経て、その数週間後には

文部省による設立認可の決定が下された。もっとも、この持の学校設立認可i士、暫定的なものであ

り、正式な認可が下りたのは文部省による視察を経た1920年3月8日のことになる4ヘこのように、

菌家(文部省)が定める教育課程及び教員資格から自由なヴァルドルフ学校の設立認可は、シュタ

イナーの思想に基づく社会三麗化運動の高揚期に、しかも社会民主党のハイマン文相の下で、拡立

学校に対する大絹的法規の規定の適用といった熔条件の下で実現を見たのである。

かくしてヴァルドノレフ学校の設立認可は得られたが、学校設立に必要な資金に対する闇家(州政

府)からの援助は一切なかった。 6A始めにシュトッゥトガノレト市の東側に位置するウーラントの

丘 (UhIandshohe)にあったレストランとその周辺の土地が校舎用地として確保された時、その購

入資金の45万マルクは全てそノレトの直己資産から捻出されている。ウーラントの丘は、 i自主宮や中

央釈を見下ろす丘駿地になっていて、当時は多くの市民のハイキングコ}スとされていた場所であ

った船。

3. 富由ヴァルドルフ学校の創設

こうして、 1919年の5月から 6月にかけての時期に、シュタイナーやモルトの尽力によりヴアノレ

ドルブ学校の設立認可が下り、また校舎として使用できる建物も確保できることになったが、 6月

に入ると上述のような社会三層運動が在右揖翼からの批判を受けて、急速に衰退しつつあったこと

は、ヴァルドノレブ学校の設立にも少なからぬ悪影響を及ぼしていた。独立社会民主党出SPD)系

列の新開 f社会民主主義者~ (Sozialdemokr富士)は7月5日村の新開に、モノレトからの寄稿記事を掲

載している。この中でそノレトは、創設される予定のヴアノレドルフ学校は、あらゆる差別を排除して、

労働者の子弟も社長の子弟も一緒に学ぶ、 f男女のための最初の現実的な統一学校J(erste説z副iche

Einhe治ch叫e釦rMadchen und Knaben) として特徴づけている。しかし、この新開の編集者はこの

そルトの寄稿文に対して、こうしたヴァルドノレブ学校の企てが「学校問題を解決することになる正

しい方法j とは容認できず、国民の教青を f工場主の手に委ねることは盟まないj とのコメントを

付して、批判している争これに対して、ヴァルドルア・アストヲア煙草工場の f労働者委員会j

(Arbeiterausschus)は約2週間後になって、ヴァルドルフ学校がく工場主の学校である〉との批

判への反論文を新聞紙上に公開している。そこでは、 f我々ヴァルド/レア・アストリア煙草工場の
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労鶴者が自分たちの子どもを新たな学校に入れようとしている時、我々が確信していることは、そ

うすることが実際に新たな正しい行為 (e加eneue gute Tat)である、ということなのだ。j と断言

されていた。この労働者委員会の克解を載せた f社会民主主義者j紙 (7丹22日付)は、シュタイ

ナーやそノレトらによる学校設立を社会主義運動にとっての f分離主義J(S句紅atismus)ないし「妨

( Quertreibereien)に他ならないと厳しく批判し、「学校制度の捧造は、一つの単一的な、社会

主義的組織 (diesozialistische Gesellschaft)によって統制された構造であるべきであるj との記事

を載せている4ヘ
このヴァノレドルフ学校創設をめぐる独立社会民主党系列の新聞とヴァルドルフ・アストジア煙草

工場の「労錆者委員会Jとの応酬は、一端5丹中旬頃には数立社会民主党系列の労健者を含めた大

同団結的な国民運動としての睦盛を追えた社会三層化運動が6月から 7月iこかけての時期に急速に

衰退したこと、そしてあくまで三層下運動の具体化として、く下からの〉自治的な学校の創造を目

指す動きと、ロシア革命をモヂノレとした教条主義的な階級関争的路線に尚も国執し、プロレタリア

独裁体制の下に新たな形でのく上からの〉学校統制jを志向する社会主義政党との聞に、大きな亀裂

が生じてしまっていたことを示している。

しかし、こうした非難を受けつつも、ヴァノレドノレブ学校は、 f我々の考えていることが現実に機

能し得ることを確認することができるようなモデル組織 (Muste出lstitution)J州を提示するとの大

きな意味を姐いながち創設されることになる。シュタイナーは、 8丹21日から 9月513までの2週

間、ヴアノレドルフ学校の教員に予定されている17人(平均年齢32歳)に対して集中的教育講義を行

っているが、この講義の前夜 (8月知的の次の言葉は、社会三弱化運動への批判の高まりの状況

下で、ヴァノレドノレブ学校の創設に賭けるシュタイナーの強い意志、と高い理想、を端的に恭しいている。

「ヴアノレドノレフ学校は、現代の精神生活を革新しようとする本当の文化行為でなければなりません。

すべての点において、改革を考えなければなちません。社会運動というものは結局は精神的な事柄

に立ち返っていきます。その意味で学校問題も現代にとっての緊愈な精神問題の一分野なのです。

学校制度に革新的に、革命的に犠きかけさどするために、ヴァルドノレブ学校の可能性を最大騒に使用

しなければなりません。j紛

このシュタイナーによる集中教育講義の2日後の9丹7日、シュトッウトヌfノレトの帯民公園ホー

ルにおいて、生徒とその父母、教師及び三層化運動関係者などを含む約千人の参加者によって、 f喜

由ヴアノレドルフ学校jの開講が盛大に銃糞され、らに9Jl16日からは授業が開始されている。この

最初のヴアノレドノレフ学校は、 1919年9月の開講の時点では第1学年から第8学年までのく 8年制の

国民学校>としてスタートした。この最初の年度から、ヴァノレドルフ学校では、あらゆる教科で教

科書を麗止し、芸術体験としての授業構成、エポック授業方式、オイジュトミーや手仕事、属惑と

いったまったく新しい授業、さらに第1学年からの2外罰語の導入(当事に英語とプランス語)、

定期的な学習成集の発表会(月例祭)といった、今日まで続くこの学校独自の授業形態や教育方式

が開始されている。また、創設の翌年から上級学年がj頓次増設され、 1923/24年度には第12学年ま

で設寵されて、ここに8歳から18歳までの12年間一貫制の初等・中等学校、しかもあらゆる社会的

・経済的・性的・能力的麓別なしに生徒を受け入れる、万人に開放された学校という、当事として

は比類のない学校がその制度的完成を迎えているぺ尚、ヴァノレドノレフ学校が創設された最初の生

徒数は256入(この内ヴアノレドルブ・アストジア煙車工場の労働者の子弟が191で、残りの65入の大

半は人智主義者の子弟であった)、教員数12名であったが、 1924年には784人の生徒と47入の教師か

らなる学校へと発践している。

では最後に、このような経緯で創設された自由ヴアノレドルフ学校を貫鎌しいていた根本理念は如

何なるものであったのか、上述の社会三層化運動との関連にも留意しつつ総括してみよう。
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第4節 自由ヴァルドルフ学校の創設理念

一人間認識に基づく教賓と学校の自律性一

1 .人間認識に基づく教育

シュタイナーは、 1919年9月の自由ヴアノレドノレフ学校の創設の前後の講演や論文などで、再三に

わたってこの新しい学校の創設の意味とそこでの教育の在り方を規定している理念について述べて

いるが、ここでは学授が創設される度前の1919年8月に 週間雑誌『社会有機体の主題化J

(Dreig1iederung des sozia1en Organismus， 1. J:油笠伊時 1919，Heft 5)に発表された論文 f自由

授と社会三膳構造J(Freie Schule und Dreigliederung)に主として依拠しつつ、補足的に関連する

シュタイナーの発雷も参照しながらヴァルドルフ学校の創設理念を確認しておきたい昏この論文は

組編ながら、ヴァルドルア学校の創設に込められた理念を社会主轟化運動との関連かち簡潔に説明

した重要な論文である昏

まずシュタイナーはこの論文で¥学校が笛家および経済界への従属状態に震かれている現状者間

題とし、次のように指捕する。「国家は、学校制度を宗教団体から取りあげてしまった後に、

に自分の支配下に絞めてきた。あらゆる段階の学校は、国家が必要としている仕事のために使える

ように人聞を教育しているのである。学校施設にはすべて、国家の要求が反映している。j制学校

が国家の支配下に置かれ、国家の要求が反映しているということは、同時に社会生活において経捺

活動が突出した重要性を持つことによって、より端的には学校が経済界の要求に対応した教育を行

う場、すなわち「経済機撲の中で役に立つ労働機械 (Aぬeitsmaschinen)としての人間を作り出す

場所j樹となっていることを意味するc こうして現代の学校においては、 f人間を悶家ならびに経

済界における外的な生に役立つものにするということが、最大の課題となったので島るパ 5ヘし

かも、学校が国家及び経済界への従翼状態に置かれた社会では、科学的自然観や産業主義の台頭も

あずかつて、 f人間はまず荷よりも魂を持つ脊在 (seelischesWesen)として、事物の精神的秩序と

関係を持っているのである、という意識が人関から遠いものとなって行き、この意識によって人間

は自分の嘉する国家と経務界に存在意識を年えているのだ、という感覚が、次第次第に人々の心の

中から渚えていった。J51)のである。

シュタイナーは、こうした学校が菌家及び経済界の従異状態に置かれ、そこでは何よりも入聞が

本来は f魂を持つ存在j で、そうした「魂を持つ存在j としての意識こそが国家や経済界にもその

容在意義を付与しているという感覚がもはや喪失してしまっている、との現状認識を詰まえ、学校

と国家及び経済界との新たな関係構築の筋道を次のように指擁する。すなわち、 f現代において絶

対に必要なことは、学校を完全に自由な精神生活に根差したものとすることである。教えられ、教

育されるべき内務は、成長していく人間とその個々の素質との認識からのみ得られたものでなけれ

ばならない。本当の意味での人間学が教育の根底となり、授業の根底とならなければならない。現

存の秩序を保つためは何を知り荷ができなければならないかを問うのではなく、育ち行く人間の中

に何が紫質として錆わっているか、この人聞の中で何を展開し成長させてやることができるのかが

関われねばならないのである岱j 部 学校が国家や経済界が求める既帯秩序に適合した人材(=労

働機械)の育成の場ではなく、国家及び経済界から独立した f完全に自由な精神生活」の場とする

こと、従って学校での教育を「成長していく人間とその錦々の素質との認識J(Erkenn出sdes 

werdenden Menschen und seiner加divi出ellenAnlagen )から獲得されたもののみに基づけること、

これこそが今求められていることなのである。しかも、シュタイナーによれば、「本当の人間学J、

つまりく人間認識に基づく教育〉が行われるならば、「社会秩序に対しても、成長しつつある世代
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から常に新しい力が注ぎ込まれることiこなるだろう。こうすれば、次々に社会へ入ってくる全人的

に育てあげられた入関連が、その社会を紫材として常に新しい社会を説ち出していき、社会の中に

は常に新しい生命が息づくことじなるであろう。J鉛シュクイナーによれば、こうした社会から制

約を受けることなく あくまでも人間認識に基づいた教育によって育成された f新しい個性的な人

類後継者逮J(neue indivi伽elleMenschheitsan1agen)が常に社会に参入し、社会を創造し直して行

くという循環が成立する時にのみ、「学校と社会組織との閉に健康な関係j鉛が成立するのである。

ここで留意すべきことは、人間認識に基づく教育が、周聞の社会から踊離された鵠々の人間の内

的本質だけに注目した、関頭的な個人主義的教育を意味するものではないことである。むしろ、「魂

を持つ人需j を認識するとは 精神生活を営む人間が同時に敦治生活と経済生活をも営むという人

間の在り方全体への構察 つまり人間が関わるあらゆる社会組織(口世界〉への強い関心と認識を

内包しているものである。このことを、シュタイナ…は1921年 1R 13誌のヴァルドルブ学校の父母

の夕べ(主ltem油end)での講譲で次のように述べている。「人間の現実的認識は、世界全体への国

われない、鋭い洞察力を必要とする。何故なら、人聞は惟界全体によって講成されているからであ

る。強い関心をもって世界を認識しようとしない者は、人間的心情 (mensc出iche Gemut)を寵視

することはできないし、とりわけ子どものなかで全人へと成長すべき人間的心情を直視することは

できない。そして世界の中に物質的に存在するものの全てを感乙ることができない入、魂的に (am

Seelischem)世界を貫徹しているものの全てを感じることができない入、そして世界を精神的に〈組

Geistige怒)に包み込んでいるものの全てを感じることができない人、こうした人は子どもの本質

を認識することはできない。」へその意味で、 f真の教育jとは、「人間の身体 (Leib)と魂 (Seele)

と精神 (Geist)が内的に自由で自律的なることj を保進することであり、それは f非現実的な人

間J(un予詑凶scheMenschen)を育成することではなく、むしろ f真に力強く、生活の中へと入っ

ていくことので念る人間j を育成することなのであるsヘむしろ、社会に適誌できず、現実逃避を

おこすような f人生に背を向けた人関JOebens仕emde Menschen)は、 fまさに既存の菌家組織や

経済機構が、教育機構や学校制度を告分遠の手で支配する時に生じるのである。J57) 

このように、シュタイナ…泣当事の一般的な学校と国家及び経済界との関係、を逆転させ、学校と

そこでの教育は、「魂を持つ存住Jとしての f人間の本性J(Menschennatur)にしたものであるべ

きで為号、本来は間乙く f人間本性の生み出した成果j である国家及び経済界の方こそ、 f精神界

の作業の成果に膜応jするという関採が構築されるべきであると考えていたのであるへここに示

された、「人関の本性に関する認識J(Erkenn怨issen設berdie話enschennatur)叫に基づく学校教育

を起点とする社会全体の在り方の変革という、学校と国家及び経若年界の新たな関孫構築の在り方は、

上述のような、何よりも精神生活の再建を集崩の課題としていた社会存機体の三層化論と関ーの理

念が治されていることが知れよう。

シュタイナーが8月21日かち 9丹5日までの 2週間、グアノレドルブ学校の教員に予定されていた

17人に行った講義は、撮底的な人間認識の方法(ニ人智学的入関学)とそれに基づく授業の具体的

形態を主たる内務としたものであり、また上述した創設当初からのヴアノレドルフ学校独自の教育形

態は全て、「成長していく人聞とその額々の紫質との認識Jの必然的場結として導きだされたもの

なのである 9

2.学校の自縛性と教員集部による学校庭治

しかし、次に問題となるのは、こうした人間認識に基づく教育を可能とする前提条件である。シ

ュタイナーによれば、 fこのことが可能となるのは、学校と教育組織とが、社会機構の内部におい

守
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て、自分を自主的に管躍することができる時のみである。J船学校が「底分を自主的に智理するj

とは、学校が国家や経済界からの支配から解放されており、しかも教育目標や教育内容が底接的に

教育活動に参萌している人間だけによって決定されることを意味する。人間認識に基づく教育の前

提条件であるく学校の臨治〉ないしく学校の自律性〉について シュタイナーは次のように説明し

ているo r社会講造のと騒化を目指す運動は、教育活動を臨家ならびに経済活動から完全に解き放
そうと努めるg 教膏活動に参与する人々よりなる社会機構は、この活動分野に参画する人々以外の

いかなる権力にも従揺させられてはならない。教育施設の管理運営や、教膏課程および教育関標の

設定等は、授業を行っている人々、ないしは精神生活の分野で生産的に活動している人々の学だけ

で行なわれなければならないものなのである。この仕事に参与する人々の一人一入が、自分の時間

を、授業ないしはそれ以外の精神的創造活動と、教育組織の管理運営とに配分すべきである。J紛

閉じことをシュタイナ…は、教員の在るべき裟に即して次のようにも述べている。 f育ちゅく入

聞は、国家と経済界とから独立している教育者および教師の力によって成長してゆくべきなのであ

り、そのような自律している教師のみが、個々の人聞の能力を自由に展開させていくことができる

のであるが、それは、彼ら自身が、自分の能力を自由に行使することが許されているからこそ可能

なのであるむj 紛

人爵認識に基づいて、 f全人的に育てあげられた人間j を青成することは、国家及び経済界から

の支配から解放された学校の f自律性j が保樟され、同時にその学校における教育内答や教育方法

を含む学校の内的管理が、教脊に従事する人間、つまり教員集認による明治j に基づいて運営す

ることができることを不可欠の前提条件としているので島る母ここに提示された学校の自律性と教

員集団による自治的運営という理念は、人間誌、織に基づく教育の理念がそうで島ったように、ヴァ

ルドルブ学校の管現運営の基本的在り方として、その創設当初から貫徹されることになる。このこ

とは、ヴァノレドルブ学校の開講を目前に控えた1919年8月初日のシュタイナーの次の雷葉に端的に

表されている。 f全ての教員は最初から自らの全人格を賭けなければなりません。従って我々は学

校を統治に適合的にではなく、管理に漉合的に組織し、かっ学校を共和主義的に管理します。実際

の教員共和田においては、学校長が発する(安らかに眠れる)枕も規則も持ちませんo ・・全て

の教員が自ら完全に責任を持つ存在でなければなりません。Jω

ここで述べられている f統治に連合的にJ(regierungsgem説)学校を組織するとは、国家による

宮様主義的な学校支配体制の末端に往置づけられる学校長 (Rektor)を環点とする、権力構造的な

学校組織を意味し、こうした当事のドイツに典型的な学校統治構造においては個々の教員の島樟性

は基本的に寄定される。これに対して、ヴァルドルフ学校では f管理に適合的J(verwaltungsgem誌〉

な f教民共和国JOehrerrepublik) として学校が組識さると述べられているが、このことは学校長

を置かずに、学校での教育と管理とに金賞任を持つ対等の権利を保障された教員集団による合議鰐

的な学校運営を意味していた。この教員集団による合議制的学校自治の中按には「教員会議j

(Lehrerkonferenz)が位置づけられている。毎週一回、全教員議長加の下であらゆる権威から島由

に協議することができる教員会議は、シュタイナーによれば、「自由な共和主義的協議の場J(企eie

re予由法おおcheUnterredungen )であ号、この教員会議においては全ての教員がf主権者J(Souveran) 

としての立場と責任とが保寵されるのであるべ

こうしたヴァルドルフ学校の書j設現金、としてシュタイナーが提示した国家や経済界からの支配を

排除した学校の自律性の保障と、対等の権利と責任を付与された忠律した教員集団による合議制的

学校自治は、人間認識に基づく教育の成立する基盤であると問時に、社会主震化運動との緊密な関

係において、国家生活及び経済生活から組立した自由な精神生活と、対等な地位と責任を社与され

た構成員の「自治Jによる社会組織、つまり人間的な社会組織を形成することの可能性を、一つの
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学校という具体的な姿を通して示す試みでもあった。このことをシュタイナーは、ヴァルドルフ学

校における「教員集団の自由、すなわち教員集団の共和主義的で民主主義的組織」は、「今ある限

られた可能性においても 自由な精神生活を考えることはできる」ということを証明することでも

あると指摘しているへ

さらに、この学校の自律性及び合議制的学校自治の理念でもう一つ留意すべきことは、学校の

自治的運営が父母の協働(Mitwirkung)を不可分の要素としていたことである。この点に関してシ

ュタイナーは、父母の夕べでの講演(1921年 1月13日)で次のように述べている。「我々は、この

学校において、正しいやり方で進んでいこうとするのであれば、他の学校の場合以上に、父母との

信頼に満ちた協働を必要としています。我々の教員は、こうした信頼に満ちた父母との協働を見い

だすことを必要としています。(中略) 我々は、国家によって、あるいはあらゆる可能な権威に

よって庇護されている他の学校と同じような方法で働くことはできません。我々は、理解に満ちた

父母共同体(Elterngemeinschaft) と向き合う時にのみ、働くことができるのです。」附こうした

教員集団と父母との「信頼に満ちた協働」関係として、定期的に「父母の夕べ」が開催される他、

ヴァルドルフ学校の法的・財政的担い手である「学校組合J(Sch叫vere血)には、学校の全ての教

員と父母がその会員として加わり、この学校組合の常任機関である「理事会J(Vorstand) には教

員代表と父母代表が同数ずつ加わり、そこではあらゆる学校の財政上の諸問題が審議される。さら

に、学校の財政事項だけではなく、教育方針や教育内容に関する教員集団との「協働」を図る目的

から、「父母一教員会議J(Eltern-LehrerKreis)や「父母協議会J(Elternbeirat)などの多様な形態

の組織も設けられ、また近年では上級学年の生徒もこうした学校自治の担い手として加えられてい

る6九

以上で検討してきたように、 1919年の自由ヴァルドルフ学校は、国家や経済界から独立した自律

性と自治的学校運営の下で、徹底した人間認識に基づく全人的発達を指向する教育を通して、同時

に人間の社会生活全体の刷新(人間化)をも意図して創設されたものであった。その意味で、自由

ヴァルドルフ学校の創設は、「社会三層化活動における最も力強くかっ最も確かな象徴J(ヘルベ

ルト・ハーン)制を示すものであり、「自由な精神生活への道程の第一歩」刷を記すものであった。
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